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はじめに

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェクト

ごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される分科会を研究評価委員会によっ

て設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価を行い、評価報告書案を策定の

上、研究評価委員会において確定している。

本書は、「次世代火力発電等技術開発／石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」の中間評

価報告書であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条に基づき、研究評価委員会

において設置された「次世代火力発電等技術開発／石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」

（中間評価）分科会において評価報告書案を策定し、第５３回研究評価委員会（平成２９年

１０月１１日）に諮り、確定されたものである。

平成２９年１０月

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

研究評価委員会
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審議経過

● 分科会（平成２９年５月１２日）

公開セッション

１．開会、資料の確認

２．分科会の設置について

３．分科会の公開について

４．評価の実施方法について

５．プロジェクトの概要説明

非公開セッション

６．プロジェクトの詳細説明

７．全体を通しての質疑

公開セッション

８．まとめ・講評

９．今後の予定、その他、閉会

● 現地調査会（平成２９年４月２８日）

大崎クールジェン株式会社（広島県豊田郡大崎上島町）

● 第５３回研究評価委員会（平成２９年１０月１１日）
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評価概要

１．総合評価

技術目標が適切に定められているとともに、順調に開発が進められ、今後の最終目標達成

が十分に期待されるレベルにある。酸素吹石炭ガス化 IGCC は、過去の開発プロジェクト

の成果を生かして比較的順調に試験が進められており、実用化に向けた有意義な成果が得ら

れ、第 1 段階の進捗としては十二分なものと考えられる。CO2 分離・回収型 IGCC につい

ても計画が着実に進められており、今後の目標達成が期待できる。今後の実証試験での運用

ノウハウの積み上げや、第 2・第 3 段階の着実な推進を期待する。

一方、将来の国内および海外の事業展開に向け、設計・保守・運用技術の「ノウハウ」を

どの企業が主体的に維持・管理するかといった知財戦略を明確化するとともに、競合技術と

の差別化を図り本システムの優位性を明確にして、具体的な戦略やビジネスモデルを検討す

べきである。

今後も長期的な視野に立って、NEDO が先導して合理的な開発を進めていただきたい。

目標達成のために、各プロセス間での情報共有や性能指標の相互確認とともに、他の要素技

術開発との連携も行いながら推進してもらいたい。

２．各論

２．１ 事業の位置付け・必要性について

本事業の目的である石炭を燃料とした多炭種対応型高効率発電技術の開発は、日本のエネ

ルギー源の安定的確保にとって重要である。エネルギー源とその調達先の多様性拡大と発電

の高効率化は、我が国のエネルギーセキュリティ向上に貢献し、その早期実用化は、経済効

率性及び環境適合性を念頭に策定された 2030年のエネルギーミックスを実現するために是

非とも必要である。また、本事業は、CCS（Carbon dioxide Capture and Storage）と IGFC
（Integrated coal Gasification Fuel cell Combined Cycle）を組み合わせた究極の石炭高効

率利用技術開発として世界最先端技術として推進すべきであり、事業に含まれる CO2 分

離・回収型 IGCC（Integrated coal Gasification Combined Cycle）や IGFC は温暖化ガス

排出削減目標達成に大いに貢献することが期待される。

本事業のような公共性が高い大規模な技術開発は、民間企業が単独で行うには開発リスク

が大きく、また、現状では CO2 削減技術開発へのインセンティブが明確ではない面もある

ので民間のみでの推進は困難であり、NEDO が関与すべき事業として妥当である。 

２．２ 研究開発マネジメントについて

諸外国あるいは国内において競合する可能性のある技術の現状の調査を適切に行い、必要

な達成目標が明確かつ定量的に定められている。第 1 段階の開発目標を達成できれば、世界

でもトップレベルの発電技術となり、十分に戦略的な目標である。また、開発項目及びスケ

ジュールは無理なく適切に設定されており、かつ費用配分も適切である。実施体制について
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は、前身の EAGLE（coal Energy Application for Gas, Liquid and Electricity）プロジェ

クトに携わってきた実施者の参画により技術・ノウハウが継承されているとともに、事業化

に向けて電力会社が参画しており適切である。特に、この事業を実施することを目的とした

会社が設立されており、その中での指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能して

いると考えられる。進捗管理スケジュールは、最新の国際的協定の状況などの情勢変化を考

慮した上で長期にわたって定められ、現段階まで適切にそれが実施されている。知的財産等

に関しては、管理手法・実施者間の共有手法のスキームが明確に定められている。

今後、炭種選定にあたっては、実用化時期や日本への供給可能性を考慮に入れつつ、炭種

性状から適切な石炭を見いだして性能と経済性を評価すべきである。CO2 除去後の水素リ

ッチ燃料でのガスタービンの性能評価については、他の NEDO 関連事業等との積極的な情

報交換も行いながら進めるべきである。また、成果の最大限活用のため地球温暖化対策の方

向性に応じた開発目標の適宜見直しや研究開発費の適切配分管理を実施しながら推進すべ

きである。知的財産については、単純に特許化した件数を増やすのではなく、侵害があった

場合の証明の容易さ・困難さを考慮して知的財産を特許化するかどうかを十分検討されたい。 

２．３ 研究開発成果について

研究開発成果はいずれも中間目標を達成したか、あるいは達成の見込みが十分ある。特に、

酸素吹 IGCC については、発電効率や環境性能等のすべての当初目標値をクリアし、着実

にスケールアップされ、今後の成果が大いに期待される。また、過去の基盤的成果のもとに、

実証規模の大型装置運転や長時間試験での課題と解決法を考慮した計画が立てられており、

最終目標の達成は期待できる。競合プロセスとの成果の比較も適切に行われており、本プロ

ジェクトの目標を達成できれば優位性があると考えられる。また、国内・国外の学会誌論文・

口頭発表などでの対外的発表に加え、新聞などの各種媒体を通じてのプロジェクト紹介等の

情報発信が積極的に行われており、成果の普及に向けた活動が十分行われている。

第 2 段階以降の成果目標を達成するためのアプローチとして、個々の反応器・プロセス

においてどのような数値目標を達成すべきか、というデータ積み上げ方法の大枠を明確化さ

れたい。石炭中微量成分の挙動については、物質収支の確立に向けてデータを蓄積されたい。

また、商用化に向けては、これからの運転実績が重要であり、信頼性、運用性、保守性等に

留意しつつ、負荷追従特性を含めて幅広に動的データを収集・解析すべきである。石炭ガス

化炉から排出されたスラグについては、特性を踏まえた利用法について検討する必要がある

と考えられる。

知的財産等については、技術を特許化するものとノウハウとして保存するものに分類した

上で、確保を進めていただきたい。

２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて

実施者が電力供給の当事者によって設立された会社であることもあり、石炭火力のリプレ

ースを通じての国内市場における成果の実用化・事業化戦略はある程度明確になっている。

具体的な取り組みとして、経済効果については、発電所の建設費ベースでの妥当性ある試算
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結果に基づき見通しが提示された。酸素吹 IGCC は試運転において目標性能を達成してお

り、今後の実証試験を通したノウハウの蓄積により商用機へのステップアップの実現性が高

まると期待できる。さらに、開発技術が、石炭の調達先の多様化とそれによる石油、天然ガ

スの価格高騰抑止のポテンシャルも有すると考えられる。同時に発電以外の産業用途への導

入および、海外(特に新興国)への展開も視野に入れられている。

実用化・事業化に向けた第 2 段階以降については、CCS が成立すれば国際社会に貢献で

きるコンテンツとなり、国家戦略的キーテクノロジーとなりうる。一方、実用化・事業化に

向けた進捗の確認・要素技術確立の見通し、EOR 等 CO2 利用技術の連携等について、設定

されるべき具体的な指標(マイルストーン)を明確化すべきであるとともに、海外の競合ガス

化炉との差別化を図り、海外展開の可能性検証に着手すべきである。また、CO2 回収に関

しては、現状では生成ガスの一部だけを試験に用いているが、今後は生成ガスの全量を CO2
回収装置に供給した場合のガス化炉と CO2 回収の運転の相互影響についてシミュレーショ

ンにより課題を抽出すべきである。

今後は、商用化に向けた特許戦略等の検討を進め、他の次世代火力発電技術との相互取り

入れも考慮しつつ、CO2 対策技術の国産化という視点での戦略的な開発を進められたい。

ガスタービンの高温化や触媒の開発、CCS のような回収後の技術等については、他のプロ

ジェクトで実施しているものもあるため、他の成果と連動しながら推進し、大きな成果につ

なげていただきたい。
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研究評価委員会コメント

第５３回研究評価委員会（平成２９年１０月１１日開催）に諮り、以下のコメントを評価

報告書へ附記することで確定した。

● 本分野における社会情勢や研究開発動向を踏まえて、早期実用化に向けた研究開発

の加速化と、プロジェクト内及び他プロジェクト間での具体的連携を進められたい。 



第 1章 評価 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠の下の箇条

書きは、評価委員の主な指摘事項を、参考として掲載したものである。



1-1

１．総合評価

技術目標が適切に定められているとともに、順調に開発が進められ、今後の最終目標達

成が十分に期待されるレベルにある。酸素吹石炭ガス化 IGCC は、過去の開発プロジェ

クトの成果を生かして比較的順調に試験が進められており、実用化に向けた有意義な成果

が得られ、第 1 段階の進捗としては十二分なものと考えられる。CO2 分離・回収型 IGCC
についても計画が着実に進められており、今後の目標達成が期待できる。今後の実証試験

での運用ノウハウの積み上げや、第 2・第 3 段階の着実な推進を期待する。

一方、将来の国内および海外の事業展開に向け、設計・保守・運用技術の「ノウハウ」

をどの企業が主体的に維持・管理するかといった知財戦略を明確化するとともに、競合技

術との差別化を図り本システムの優位性を明確にして、具体的な戦略やビジネスモデルを

検討すべきである。

今後も長期的な視野に立って、NEDO が先導して合理的な開発を進めていただきたい。

目標達成のために、各プロセス間での情報共有や性能指標の相互確認とともに、他の要素

技術開発との連携も行いながら推進してもらいたい。

〈肯定的意見〉

・ 本事業では石炭を燃料とした多炭種対応型高効率発電技術を開発することで、日本の

エネルギー源の安定的確保をしつつ CO2 排出低減を同時に達成しようとするもので

あり、そのための技術目標が適切に定められていて、現段階での達成状況を見る限り

では今後の最終目標達成が十分に期待されるレベルにある。この技術開発に対する

NEDO の支援としては、効率向上による日本のエネルギー源の安定的確保に寄与する

ものとしての石炭ガス化 IGCC 実証に対する補助率と、CO2 排出低減という国際的な

貢献に寄与する公共性の高い CO2 分離回収型石炭ガス化 IGCC に対する補助率で、そ

れぞれ妥当に設定されている。現在までに石炭ガス化 IGCC は比較的順調に試験が進

められており、試験で生じた課題も速やかに解決されている。CO2 分離回収型につい

ても計画が着実に進められており、今後の目標達成が期待できる。これらの着実な実

施の背景には、先の EAGLE 炉の試験の経験が十分に反映されているものと考えられ、

これまでの技術の適切な継承と発展がみられたものと言える。

・ 本事業の酸素吹 IGCC に加え、A-USC、空気吹 IGCC の 3 つの次世代火力技術におい

て、我が国は世界のトップランナーを走っている。このアドバンテージを活かすため

にも、今後の実証試験での運用ノウハウの積み上げや、第 2・第 3 段階の着実な推進

が期待される。

・ EAGLE から引き継がれた知見の延長上で、酸素吹 IGCC の実用化に向けた有意義な

成果が得られている。第 1 段階の進捗としては十二分なものと考えられる。

・ 概ね順調に開発が進んでおり、これからの進展が期待される。

・ 第 1 段階部分の長時間耐久性のテストが始まった状況ではあるが、今までのところす

べて順調に進んでいるようで、今後が楽しみである。5000 時間の実証実験で出てくる

課題等を整理して、商用化に順調に移行できるように進めてほしい。
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・ 大崎クールジェンへの見学会に伺い、大崎クールジェンのメンバーの方はこの実証事

業について、今後の石炭火力の継続も含めて本気で進めていることを感じた。石炭の

逆風の中ではあるが、順調に進むことを祈念する。

・ 火力発電、特に石炭火力の高効率化、クリーン化技術は、我が国のエネルギー問題に

対応するための中心的な施策である。

・ 酸素吹石炭ガス化技術は、PDU 試験、HYCOL 試験、EAGLE パイロット試験、大崎

実証試験と着実にスケールアップされ、高効率発電が期待できる IGCC の商業化はほ

ぼ実現可能な技術レベルに到達したと判断される。この基幹技術を用い、CO2 分離・

回収及び IGFC の次世代技術開発が可能になった点が高く評価される。

・ 本事業で取り組む IGFC システムにおける効率や環境調和性は、他のシステムを凌駕

する世界最先端のものであり、本事業は推進すべきものである。また、ガス化運転が

始まって間もないものの、効率や環境汚染物質の排出に関する数値目標を達成してお

り、最終目標達成に向けて着実に進められており、今後全ての最終目標を達成できる

ことが期待される。

〈改善すべき点〉

・ 将来の実用化戦略として海外展開をする旨主張されているが、やや具体性に乏しいと

考えられる。

・ 知的財産権などに関する戦略は中国電力・電源開発・大崎クールジェンで共有され、

さらに酸素吹 IGCC プラントで得られる設計・保守・運用技術の「ノウハウ」をパッ

ケージ化することになっているが、得られた貴重な「ノウハウ」を主体的に維持・管

理するのは、3 社のうちどの会社になるのか曖昧である。設備メーカーが自社技術と

してこれらのノウハウをもちいて事業展開した方が現実的であり、このような仕組み

やビジネスモデルを検討すべきと考える。

・ 他の競合技術、特に空気吹 IGCC との差別化を図り、本システムの優位性を明確にす

べきである。国内にかかわらず海外への展開を図る際に、本事業で取り組む IGFC/CCS
の優位性を明確にすることは重要である。

・ 今後の開発課題に関しては、今までの成果を生かしてさらに先端的な内容にチャレン

ジするべきであり、数値目標を明確にしてほしい。

・ 本技術の到達点が明確になるようなベストな石炭とその際の効率を示せる試験を実施

してほしい。

・ CO2 回収に関しては、CO2 技術の国産化という視点での戦略的な開発を進められるこ

とを期待する。

・ CO2 回収を 15%について行うこととしているが、これを 100%にした際等、他につい

ても同様であるが実証実験であるため、規模を商用より小さくしている部分がある。

商用規模を想定した際に確認すべき項目をチェックした、等のデータがあった方が、

評価の場合の検証にもなると考える。

・ 石炭発電に関しては社会的な逆風が多いが、その中でポリシーを持って進めているこ
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とに感銘を受けた。ただ、逆風であることは間違いないと思うため、環境への配慮や

基準、経済的な面について、それらの専門家が作成したデータ等を参考にしながら、

より具体的に進めていただけるとより良いのではないかと感じた。

・ 第 2 段階以降については、本事業の中で試験される各反応プロセスについて、それぞ

れが達成すべき具体的な数値目標を、本事業のシナリオに沿って改めて見直すべきで

ある。

〈今後に対する提言〉

・ これまで日本で行われた石炭ガス化の産学官の連携した開発実績を生かし、さらに開

発担当者の真摯で粘り強い努力の継続で順調に開発が進んでいると考える。今後も同

様の体制で開発が順調に進むことを期待している。

・ 海外では数年先の政治・経済情勢でこのような IGCC の開発が急に企画されたり、中

断されたりしている。経済原則も大事であるが、このような大規模システム技術開発

時間と費用を要す開発は、企業が独力で開発を進めるのは困難である。これからも長

期的な視野に立った NEDO が先導して、合理的な開発が進められることをお願いし

たい。

・ 第 1、第 2 段階の目標設定は妥当なものであり、目標達成に向けた進展を期待する。

第 3 段階の計画も十分なものであるが、相当な困難をともなうと予想されるため、他

の要素技術開発との緊密な連携を行いながら進めることを期待する。

・ 大崎クールジェンはガス化炉プロセス、ガスクリーンアッププロセス、シフト反応プ

ロセス、CO2 回収プロセス、ガスタービン、燃料電池のそれぞれにおいて大規模試験

が可能な貴重なプラントであり、個々のプロセスの成熟のために重要な機会である。

しかし、あくまでも酸素吹 IGCC、CO2 回収型 IGCC・IGFC の実証が本事業の主た

る目標であり、その目標達成のために、各プロセス間での情報共有や性能指標の相互

確認が行われることを望む。

・ 将来の実用化戦略として海外展開をする旨主張されているので、本ガス化発電装置の

特性を生かした適用先の探索を今後進めることが必要と思われる。加えて、生成した

灰スラグの有効利用についてもセメント産業などと連携して、長期的に使用した場合

の特性について把握する必要があると考えられる。

・ 第 2 段階及び第 3 段階があることにより、より CO2 削減につながると考える。他の

事業との連携が第 1 段階より重要になるのではと感じた。同時に、最終的に商用化を

目指していることを考えると、知財については海外への展開も含めて戦略的に行う必

要があると考える。

・ 火力発電は、ベース電源及びミドル電源として 2030 年を見据えた時に核になる発電

と考えている。火力発電の最も大きな問題は CO2 であるが、大気に排出しないよう

にすれば、化石燃料の枯渇の問題を除けば、重要な電力源と思う。よって、第 2 段階、

第 3 段階において、CO2 の排出を 0 に近づけるようなシステムが出来上がることが

期待される。同時に回収された CO2 の利用に関しても検討を進めることが重要と考
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える。

・ JST の ALCA や LCS、環境省など、それぞれが近い研究を進めているため、大崎ク

ールジェンのような大規模な実証の際にも、他の省庁で行われているプロジェクトの

技術も含めて検討できるような仕組みができると、より無駄のない日本の科学技術の

発展への貢献になるではないかと感じた。

・ 次世代火力の役割に関しては、CO2 削減政策のあり方や CCS の条件整備の進捗度合

いの影響を受ける。本事業の成果を最大限に活用し、地球温暖化対策の議論を地に足

のついたものにするためにも、適時成果を発信する必要がある。
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２．各論

２．１ 事業の位置付け・必要性について

本事業の目的である石炭を燃料とした多炭種対応型高効率発電技術の開発は、日本のエ

ネルギー源の安定的確保にとって重要である。エネルギー源とその調達先の多様性拡大と発

電の高効率化は、我が国のエネルギーセキュリティ向上に貢献し、その早期実用化は、経済

効率性及び環境適合性を念頭に策定された 2030年のエネルギーミックスを実現するために

是非とも必要である。また、本事業は、CCS（Carbon dioxide Capture and Storage）と

IGFC（Integrated coal Gasification Fuel cell Combined Cycle）を組み合わせた究極の石

炭高効率利用技術開発として世界最先端技術として推進すべきであり、事業に含まれる

CO2 分離・回収型 IGCC（Integrated coal Gasification Combined Cycle）や IGFC は温暖

化ガス排出削減目標達成に大いに貢献することが期待される。

本事業のような公共性が高い大規模な技術開発は、民間企業が単独で行うには開発リスクが

大きく、また、現状では CO2 削減技術開発へのインセンティブが明確ではない面もあるの

で民間のみでの推進は困難であり、NEDO が関与すべき事業として妥当である。 

〈肯定的意見〉

 本事業の目的である石炭を燃料とした多炭種対応型高効率発電技術の開発は、日本の

エネルギー源の安定的確保にとって重要である。また、国際貢献でもある CO2 排出低

減に向けた取り組みとして、高効率化だけでなく CO2 分離回収を同時に行うことも必

要である。

 化石エネルギーの依存度低減と CO2 削減、経済性向上のために石炭高効率発電技術の

開発は急務である。また、自然エネルギー拡大時のバックアップ電源としても期待で

きる。商用化に向けては、既存の微粉炭ボイラとは炭種適用性が異なり、我が国の石

炭の輸入対象地域の拡大を可能にする。本技術はエネルギーの多様性拡大と高効率発

電として、我が国のエネルギーセキュリティ向上に貢献する。

 石炭火力の高効率化、クリーン化技術の早期実用化は、エネルギーセキュリティ、経

済効率性及び環境適合性を念頭に策定された 2030 年のエネルギーミックスを実現の

ために是非とも必要な事項である。

 事業の成果は、国際競争力を高めることにつながるため公共性が高い。また、現状で

は CO2 削減の技術開発を行うことのインセンティブが明確ではなく、民間のみでの

推進は困難である。これらのことから本事業を NEDO 事業とする意味合いは大きい。 
 本事業は、CCS（Carbon dioxide Capture and Storage：二酸化炭素の回収・貯蔵）

と IGFC（Integrated coal Gasification Fuel cell Combined Cycle：石炭ガス化燃料電

池複合発電）を組み合わせた究極の石炭高効率利用技術開発として位置づけられるも

のであり、世界最先端であることは間違いなく、推進すべきものである。

 パリ協定に伴って日本が公約した温暖化ガス排出削減目標（2030 年までに 2013 年比

で26%削減）は極めてシビアであり、国内の石炭火力発電は抜本的な高効率化及びCO2
排出削減を大規模かつ迅速に進めていく必要がある。それに向けて酸素吹 IGCC
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（Integrated coal Gasification Combined Cycle：石炭ガス化複合発電）は一刻も早く

実用化されるべきである。また、それに続く CO2 回収型 IGCC や IGFC は、2030 年

度までに実用化していれば、上記温暖化ガス排出削減目標達成のため大いに貢献する

ことが期待される。以上の背景により、本事業の推進は重要な価値がある。

 本事業における開発課題であるトリプルコンバインドサイクル実証技術開発はスパン

が長く、かつ極めて困難なものであり、さらに投資額としては莫大となるため、民間

企業が単独で行うことは容易ではなく、NEDO の関与は妥当である。

 開発リスク（CO2 回収は商品化への不透明さ、また全システムの技術開発難度の高さ）

が大きく、NEDO の資金援助が必要である。このようなリスクと、我が国のエネルギ

ーセキュリティの貢献を考えると、研究開発費の支援は妥当である。

 民間活動で行うには、規模として難しく研究開発の難易度も高いことを実感した。酸

素吹 IGCC、CO2 分離・回収、IGFC の技術は公共性が高い点を勘案すると国（NEDO）

の事業として、行われる点は妥当であると考える。

 NEDO には他の事業での実績や知識ベースがすでにあり、現在実施されている事業の

成果との連携も期待できる点も NEDO が実施する効果は大きいと考える。

 石炭の多炭種対応高効率ガス化とそのガスを用いた高効率発電システムの開発は、民

間事業において収益を改善するものではあるが、これに加えて日本のエネルギー源の

安定的確保につながる公共性が認められ、一方で巨大な技術開発に伴うリスクがある

ことを考えると、石炭ガス化 IGCC 技術開発への NEDO による 1/3 助成は適切な範囲

であると考えられる。CO2 分離回収については、民間事業の収益改善には結びつかな

いが CO2 排出低減という国際的な貢献に寄与する技術として公共性の高いものであ

ることを考えると、NEDO による 2/3 助成は適切な範囲であると考えられる。金額自

体も、日本の一般炭輸入が年間 1 兆円程度あることを考えると、技術開発によって将

来期待できる燃料費節約効果との関連で見て、適切な範囲であると考えられる。

 パリ協定に基づき、新たなエネルギー政策が策定され、その実施に向けて、国が動い

ている。「CO2 を大気中にできるだけ排出しない」という目標を達成するためには、

原子力発電の再稼働のハードルが高い現在においては、確実性の高い火力発電を高機

能にして、CO2 排出量を減少するというのは事業の目的として妥当だと考える。

 この基幹技術を用い、CO2 分離・回収及び IGFC の次世代技術開発が可能になった点

が高く評価される。石炭の高度利用を図る上において IGCC、CO2 回収並びに IGFC
の開発は民間活動のみでは実施すること不可能で公共性が高い事案であることから、

NEDO が積極的に関与すべき事業と判断される。

〈改善すべき点〉

 民間活動のみでは、実施が難しい実証実験であるという点は理解できた。ただ、なぜ

石炭ガス化燃料電池複合発電を選択して実証に取り組んだのかという根拠説明がもう

少しあるとよいと感じた。

 石炭ガス化燃料電池複合発電以外の次世代火力発電、再生可能エネルギー等、他の発
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電の技術開発状況、期待できる発電コスト（研究開発コストも勘案)との比較や数値デ

ータを用いて、石炭ガス化燃料電池複合発電に取り組むべき根拠を提示できると事業

の重要性がより浮彫になると感じた。

 プロジェクトの総費用に関しては、大崎クールジェンを見学すると、これだけのプロ

ジェクト費用が必要かもしれないと実感するが、紙面だけ見た人にはわかりにくい部

分もあるかもしれない。諸外国の他のプロジェクトとの比較表と、その成果を示して

記述することにより、助成金額、費用対効果についてもより説得力があるのではない

かと感じた。

 本事業（特に CO2 回収を中心とする第 2 段階以降）の費用対効果は CCS（二酸化炭

素回収貯留）に関する世界的動向に大きく左右される。CO2 分離回収の需要と規模、

またそのプロセスの採算性に関する見通しについては、民間企業だけで調査するには

限界がある。この側面に関しては、事業実施者と NEDO 及び経済産業省との間での積

極的な情報交換を行うことを期待する。

 本事業の位置付けとして、温暖化対策が重点的に説明されていたが、日本のエネルギ

ー源の安定的確保の主張がやや弱いと考えられる。日本のエネルギー源の安定的確保

と温暖化対策の両立を図る必要性を社会に向けて発信されたい。

 エネルギーの輸入のために日本が対外的に支払っている金額と、プロジェクトの成果

から期待できる裨益のバランスについても広く社会の理解を得るようにすべきと思わ

れる。

 既存の微粉炭ボイラとは炭種適用性が異なり、先行する勿来ガス化炉との差別化のた

めに、微粉炭火力の適した領域へ拡大する方針で開発を進めて来ている。空気吹の勿

来石炭ガス化炉よりも適用は広いことが明らかになった。しかし、微粉炭火力がカバ

ーする石炭を本技術開発の酸素吹ガス化炉がすべてカバーすることは難しいとの結果

報告とも理解できる。そうであるならば、本技術開発後も海外の多様な石炭が受け入

れ可能な発電構成を構築には、微粉炭火力とガス化炉は、並存することになる。ゆえ

に、これからの開発では、酸素吹ガス化炉として最も発電効率が高くなる石炭の特質

はどのようなものであるかを追求に注力されるのがよいと考える。

 経済性については、長年改良を続けてきた微粉炭火力と比較すると現開発段階のコス

トパファーマンスが及ばないのは理解できる。発電コストの絶対値を議論するべき段

階ではないと思うが、これからコストパフォーマンス改善可能への取り組みの策定と

実証が重要と考える。もう少し具体的な改善策を明示いただけるとよい。

 研究開発の方向性や達成目標については、今後の地球温暖化対策の政策との整合を図

る必要があり柔軟な対応が必要となる。NEDO及び国のリーダーシップが期待される。 
 大崎クールジェンプロジェクトの成果をもとに海外への事業化を図る上においては、

商社や火力発電設備メーカーが主体的に活動する必要があるが、現時点ではユーザー

である電力会社主体のプロジェクトになっている。海外ターゲット市場も目標にする

のであれば、商社や火力発電設備メーカーとが一体になって事業化戦略を早急に練る

必要がある。
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 費用対効果の試算において、海外市場での IGFC や酸素吹ガス化炉の需要等を調査し

た上での見込み試算が必要。
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２．２ 研究開発マネジメントについて

諸外国あるいは国内において競合する可能性のある技術の現状の調査を適切に行い、必要

な達成目標が明確かつ定量的に定められている。第1段階の開発目標を達成できれば、世界

でもトップレベルの発電技術となり、十分に戦略的な目標である。また、開発項目及びスケ

ジュールは無理なく適切に設定されており、かつ費用配分も適切である。実施体制について

は、前身のEAGLE（coal Energy Application for Gas, Liquid and Electricity）プロジェク

トに携わってきた実施者の参画により技術・ノウハウが継承されているとともに、事業化に

向けて電力会社が参画しており適切である。特に、この事業を実施することを目的とした会

社が設立されており、その中での指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能してい

ると考えられる。進捗管理スケジュールは、最新の国際的協定の状況などの情勢変化を考慮

した上で長期にわたって定められ、現段階まで適切にそれが実施されている。知的財産等に

関しては、管理手法・実施者間の共有手法のスキームが明確に定められている。 

今後、炭種選定にあたっては、実用化時期や日本への供給可能性を考慮に入れつつ、炭種

性状から適切な石炭を見いだして性能と経済性を評価すべきである。CO2 除去後の水素リ

ッチ燃料でのガスタービンの性能評価については、他の NEDO 関連事業等との積極的な情

報交換も行いながら進めるべきである。また、成果の最大限活用のため地球温暖化対策の方

向性に応じた開発目標の適宜見直しや研究開発費の適切配分管理を実施しながら推進すべ

きである。知的財産については、単純に特許化した件数を増やすのではなく、侵害があった

場合の証明の容易さ・困難さを考慮して知的財産を特許化するかどうかを十分検討された

い。

（１）研究開発目標の妥当性

〈肯定的意見〉

 本技術開発の目標の策定にあたって、諸外国あるいは国内において競合する可能性の

ある技術の現状の調査が適切に行われており、その上で競争力を有するために必要な

達成目標が明確かつ定量的に定められている。

 第 1 段階において開発目標を達成できれば、世界でもトップレベルの発電となるため、

戦略的であり実現可能な値を提示していると考える。

 第 1 段階から第 3 段階までの目標・スケジュール設定は，EAGLE の経験・成果や関

連する内外の技術動向を精査した上で設定されていると思われ，妥当なものである。

 研究開発目標は 2030 年度から逆算的に設定されたものであり、少々シビアではあるが、

十分に戦略的な目標であると考える。

〈改善すべき点〉

 今後の取り組みについて、具体的な数値目標を掲げてほしい。数値目標ありきではな

いが、判断時の目安として数値があると開発目標への進捗が明示されて、開発状況が

NEDO と開発者間での共有が容易になる。現状、負荷変化特性及び経済性（発電原価）

が微粉炭火力と同等という表現が曖昧である。
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 第 2 段階については設計段階ではあるが、プラント運用性･信頼性、経済性をもう少し

具体的に提示する方が望ましいと考える。また、EAGLE での成果の継続部分もある

と考えられるため、それとの比較が欲しい。また、技術的に確認すべき目標をもう少

し具体的に記述した方がよいと感じた。

 第 2 段階「送電端効率 40％の見通しを得る」、第 3 段階「送電端効率 46％の見通しを

得る」という目標自体は十分に戦略的で分かりやすいが、それらを達成するために個々

の反応器プロセスにおいてどのような具体的数値目標を達成すべきか、という点が不

明確である。

〈今後に対する提言〉

 プロジェクト全体の総合評価として、これまで酸素吹 IGCC の実証に比重を置きすぎ

てきた気がする。もちろん、第 1 段階のクリアを絶対的使命として注力することは重

要であったが、今後はシフト反応器や CO2 回収器の性能について、プラント全体の送

電端効率に影響する指標を具体的に定義して、その数値の評価を本事業の成果として

前面に出すことを希望する。

（２）研究開発計画の妥当性

〈肯定的意見〉

 研究開発項目及びスケジュールは無理なく適切に設定されており、そのための費用の

配分も適切であると考えられる。本プロジェクトの石炭ガス化発電に関しては、これ

までのパイロットプラントなどの運転経験の蓄積が反映されており、そのため比較的

順調に試験が行われている様子が見てとれる。

 EAGLE プロジェクトでのノウハウを継承しつつ、次の段階に進めている点は事業の

継続性、費用の面を考えても妥当な計画だと考える。

 酸素吹 IGCC については、EAGLE プロジェクトの 8 倍の規模とすることで前段の成

果を取り込みつつ商用機へのつなぎを意識した適切な規模の計画となっている。実証

試験項目についても、設備信頼性や運用性など幅広く取組む計画であり妥当と認めら

れる。

 第 1 段階の目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されており、研究開発計画は妥当

である。

〈改善すべき点〉

 灰融点の異なる評価を行う際に、炭種選定にあたって、実用化時期を勘案した今後日

本へ供給可能性が大きいと考える石炭を選定いただきたい。その石炭による実証値が、

本ガス化炉の強みを引き出した結果であり、いろいろな試算の根拠となる。高灰溶融

炭を利用できるに越したことはないが、そちらに傾きすぎるのは開発の力点がやや的

を外れつつあると感じた。炭種性状から適切な石炭を見いだすことに注力いただきた

い。
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 ガス化炉に適した石炭は微粉炭火力とは異なる炭種である。炭種が変われば発電原価

も変わる。同じ石炭でガス化炉と微粉炭火力の比較をすることは重要ではない。それ

ぞれの適切な炭種でベストの運用での経済性評価を行い、その数値が微粉炭火力以下

であれば無条件によいが、そうならなくても、発電原価が大きくなる部分を、他の要

因（CO2 規制、エネルギーセキュリティ）も含めて割引いて評価するという考え方で

よいと考える。本ガス化炉に適した石炭で性能と経済性を評価すべき。

〈今後に対する提言〉

 送電端効率を評価するにあたって、ガスタービン出力を具体的に見積もることは不可

欠であるが、水素リッチ燃料でのガスタービンの性能評価は本事業の中だけでは不可

能である。これについては、他の NEDO 事業等との積極的な情報交換（可能であれば

連携）が望まれる。

 我が国においても、再生可能エネルギーを中心とした技術開発と CO2 分離・回収型

IGFC 技術に関して、対費用効果を含めて将来を見通せる議論や情報発信を積極的に

行い、国民の理解を得る必要がある。

（３）研究開発の実施体制の妥当性

〈肯定的意見〉

 これまでに本技術の開発に携わってきた実施者が参画しており、技術力が継承されて

いると考えられる。事業化への方向性については、実際に発電事業を行うユーザーの

電力会社が参画しており、適切な体制と考えられる。特に、この事業を実施すること

を目的とした会社が設立されており、その中での指揮命令系統及び責任体制は明確で

あり、かつ機能していると考えられる。また、一部の項目については触媒システムの

メーカー会社が参画しているが、実施している研究開発項目に対する連携はガス化炉

側と十分に取れていると考えられる。

 第三者によるコスト検証委員会、技術検討委員会等も設置されており、それぞれに関

する説明ができる体制が確立できている。

 EAGLE プロジェクトでのノウハウを継承するための実施者を選定しており、研究の

継続性に関しても、今後の商用に向けて妥当な実施者を選択していると考える。中国

電力及び電源開発が参画しており、事業の成果の新設は技術的には円滑に進むと考え

られる。

 実施者は EAGLE の経験を有しており、十分な遂行能力を有する。

 実施者は石炭ガス化に関して EAGLE から続く多くの知見を有しており、本事業の推

進のために適切である。また、大崎クールジェンという特別目的会社が立ち上がって

いることで、本事業に関する指揮系統や責任体制は分かりやすい形にまとまっている。

本事業は石炭ガス化燃料電池複合発電という集約的目標を掲げているが、個々の研究

開発項目（スイートシフト、サワーシフト、CO2 吸収、SOFC（Solid Oxide Fuel Cell：
固体酸化物形燃料電池）等）は個別に広く商品価値を持つ技術であり、仮に社会・経
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済の大きな情勢変化が起きても、個々の技術シーズを社会還元していく十分なポテン

シャルはあると考える。

（４）研究開発の進捗管理の妥当性

〈肯定的意見〉

 進捗管理スケジュールが長期にわたって定められており、現段階まで適切に実施が行

われている。情勢変化についても、最新の国際的協定の状況などが適切に考慮されて

いる。

 PM 及び PL による進捗管理を定期的に行っており、進捗に遅れ等が生じた場合も柔軟

に対応できる進捗管理体制が確立できており、妥当だと考える。

 事業の計画・費用と、それに対する達成目標と成果が明示されており、進捗管理は適

切である。

 技術検討委員会を設置し、定期的に開催している。ここでの意見交換を反映させた着

実な推進を期待する。

〈改善すべき点〉

 事業を 3 つの段階に分けているが、必要となる要素技術の達成レベル等に差があるこ

とを理解したうえで全体スケジュールを管理していく必要がある。

〈今後に対する提言〉

 石炭火力に期待される役割は、地球温暖化対策の方向性によって変化していく。この

ため、本事業の成果が最大限活用されるよう、開発目標についても適宜見直す必要が

ある。（経済性、設備の運用性、CO２回収比率等）

 研究開発費は巨額なものであるため、コスト検証委員会の意見を適切に反映し、研究

開発費の配分は適切に管理しながら、研究開発に滞りが生じないように推進すべきで

ある。

（５）知的財産等に関する戦略の妥当性

〈肯定的意見〉

 知的財産については、管理手法・実施者間の共有手法のスキームが明確に定められて

おり、適切と考えられる。特に、特許のような形で公に内容が知られるものもあるが、

ノウハウの形で他者に知られないようにあえて秘匿するものもあるという認識の上で、

特許化する・しないを検討する姿勢は適切である。

 今後、国内外への展開に向けて管理している点は妥当だと考える。

〈改善すべき点〉

 IGCC、IGFC、CCS に関する重要な知財が出てくる可能性が高いため、知財運用につ

いては明確化すべきと考える。
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 知的財産に関しては、ノウハウとしての蓄積を図っている段階であると思われる。そ

れでも、特許出願がないのは気にかかる。

 特に、CO2 吸収の溶液と吸収装置は海外技術であるが、それを IGCC と連携して、負

荷変動のある状況で運用するというシステム開発は世界に先駆けている。ぜひ、これ

から得た経験を知的財産として確保することをご検討いただきたい。言い換えれば、

CO2 吸収装置と薬液メーカーが単独で他国へ本技術のノウハウを流出させないような

施策が必要である。

〈今後に対する提言〉

 知的財産についてはすでに体制が整っているが、ガス化炉の操作方法などのように他

者が同じようなことをしても侵害を証明できない・しづらいようなものの場合はあえ

て特許をとらないこともあるので、単純に特許化した件数を増やすのではなく、侵害

があった場合の証明の容易さ・困難さを考慮して知的財産を特許化するかどうかを十

分検討されたい。

 知的財産確保のために、ノウハウを蓄積後に運用方法とハードのあり方を結びつける

ような特許出願を、本開発担当者だけでなく機器納入メーカーと一体になって検討し、

特許として早急に提出することを期待する。
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２．３ 研究開発成果について

研究開発成果はいずれも中間目標を達成したか、あるいは達成の見込みが十分ある。特に、

酸素吹IGCCについては、発電効率や環境性能等のすべての当初目標値をクリアし、着実に

スケールアップされ、今後の成果が大いに期待される。また、過去の基盤的成果のもとに、

実証規模の大型装置運転や長時間試験での課題と解決法を考慮した計画が立てられており、

最終目標の達成は期待できる。競合プロセスとの成果の比較も適切に行われており、本プロ

ジェクトの目標を達成できれば優位性があると考えられる。また、国内・国外の学会誌論文・

口頭発表などでの対外的発表に加え、新聞などの各種媒体を通じてのプロジェクト紹介等の

情報発信が積極的に行われており、成果の普及に向けた活動が十分行われている。 

第2段階以降の成果目標を達成するためのアプローチとして、個々の反応器・プロセスに

おいてどのような数値目標を達成すべきか、というデータ積み上げ方法の大枠を明確化され

たい。石炭中微量成分の挙動については、物質収支の確立に向けてデータを蓄積されたい。

また、商用化に向けては、これからの運転実績が重要であり、信頼性、運用性、保守性等に

留意しつつ、負荷追従特性を含めて幅広に動的データを収集・解析すべきである。石炭ガス

化炉から排出されたスラグについては、特性を踏まえた利用法について検討する必要がある

と考えられる。

知的財産等については、技術を特許化するものとノウハウとして保存するものに分類した

上で、確保を進めていただきたい。

（１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

〈肯定的意見〉

 研究成果については、いずれも中間目標を達成したか、あるいは達成の見込みが十分

あると考えられる。運転においてトラブルが発生した際においても、これまでの経験

の蓄積を生かして短時間のうちに解決したことは評価できる。成果の他者との比較で

あるが、競合プロセスとの比較が適切に行われており、本プロジェクトの目標を達成

することができれば優位性があると考えられる。

 開発投資によって発電効率と環境性能は開発目標を達成し、運用性に関しても成果が

上がった。

 酸素吹 IGCC の試運転結果は、すべて当初の目標値をクリアしており、今後の成果が

大いに期待される。

 CO２回収装置については、実証試験に向け具体的検討が進んでおり着実に進展してい

る。

 高効率発電が期待できる酸素吹石炭ガス化技術は、PDU（Process Development
Unit ：プロセス開発試験装置）試験、 HYCOL （ Research Association for
Hydrogen-from-Coal Process Development：石炭利用水素製造技術研究組合）試験、

EAGLE（Coal Energy Application for Gas, Liquid, and Electricity：多目的石炭ガス

製造技術開発）パイロット試験、大崎実証試験と着実にスケールアップされ、IGCC
の商業化はほぼ実現可能な技術レベルに到達したと判断される。
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 酸素吹 IGCC 実証については、プラント制御運用性、設備信頼性、経済性など実証に

必要な項目が設定され、最終目標に向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当で

あると高く評価される。

 第 1 段階における酸素吹ガス化炉の開発において、ガス化炉の運転時間は短いものの、

発電効率、環境性能等は目標をクリアしており、最終目標達成が期待できる。

 第 1 段階については、順調に実証まで進んでいると考える。今後の 5000 時間の長時

間耐久の時点での発電効率及び環境性能についての状況と、それ以外に起こる事象に

ついての対応等が今後のノウハウ及び商用での運用のために重要になるのではと考え

る。

 酸素吹 IGCC による定格運転（166 メガワット）、送電端効率 40.8％達成は、中間評価

に際して十二分な実績と考える。ガス化炉内部の温度分布等の測定結果も蓄積されて

おり、ガス化炉構造や運転条件の細部にわたる改善が行われている。

〈改善すべき点〉

 経済性、炭種、CO2 回収の負荷変化に関する成果目標へのアプローチを、明示いただ

きたい。

 第 2 段階以降の目標値として掲げられている「送電端効率（第 2 段階 40％、第 3 段階

46％）の見通しを得ること」への道筋が明らかにされていない。シフト反応器や CO2
回収器について、どのような数値目標をクリアすれば上記送電端効率実現の見通しが

得られるのか、データの積み上げ方法の大枠をオープンにすべきである。

〈今後に対する提言〉

 酸素吹ガス化炉の開発では、今後様々なトラブルはあろうが、5000h の長時間運転達

成に向けて着実に進めていただきたい。

 石炭ガス化炉から排出されたスラグの特性については、特に還元性の強い条件で生成

したことから金属酸化物の還元がある程度進行していると考えられ、このスラグの特

性を踏まえた利用法については、例えばセメント業界などと連携して利用した場合の

長期安定性などを検討することが考えられる。

（２）成果の最終目標の達成可能性

〈肯定的意見〉

 最終目標の達成であるが、長期のプロジェクトであり、まだ端緒についたばかりの研

究項目もあるため、確実とまでは言えないものの、CO2 回収、シフト触媒開発も過去

の確固たる基盤的成果の上に計画が進められており、それぞれ実証規模の大型装置運

転、長時間の試験について課題と解決法を考慮した計画が立てられており、目標達成

が期待できる。
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〈改善すべき点〉

 クリーンコール技術であるため、水銀や PM2.5 などへの対応についても定量的な評価

を行うべき。

 CO2 分離回収型酸素吹 IGCC の開発は実証運転には至っておらず、現段階では目標達

成という観点では評価しがたく、今後の着実な進展を期待する。

〈今後に対する提言〉

 石炭中微量成分の挙動については、今後物質収支の確立に向けてデータを蓄積された

い。

 現状 1300℃で実証実験を行っており、商用化の想定は 1500℃である。通常温度を上

げただけでも気圧、耐熱等の変化は起ると考えるため、スムーズな商用化を考えると、

温度を上げた時に起こりうる課題も検証することが望ましいと考える。確かに天然ガ

スで 1500℃のガスタービンは商用化されているため、ガスタービンの性能としては問

題ない点はわかるが、天然ガスと石炭ガスの組成の違いやその影響は考慮した方がよ

いと思う。

（３）成果の普及

〈肯定的意見〉

 プロジェクトの説明、進捗状況について、国内・国外の学会誌論文・口頭発表などを

通じて適宜対外的発表が行われており、将来の担い手・ユーザーとなる可能性のある

相手に向けて情報発信が行われている。まだガス化炉は運転を開始したばかりである

ため、運転成果自体の発表は今後行われるものと期待できる。一般に向けても新聞な

どの各種媒体を通じてプロジェクト紹介等の情報発信が行われている。

 国内外での学会発表等、広報活動も積極的に行われている。

〈今後に対する提言〉

 商用化に向けては、これからの運用実績が重要である。信頼性、運用性、保守性等に

留意しつつ、なるべく幅広に動的データを収集・解析するようにすべき。

 本実証装置は試験設備であるため、負荷変化の幅が通常の火力発電と比べて大きいも

のではない。風力、太陽光など変動が激しい自然エネルギーの導入の際に火力発電に

期待される負荷追従については、本ガス化 IGCC を含めた火力発電システム全体の中

でどのように分担するかについて、自然エネルギーの導入状況に合わせて電力事業全

体の中での検討が必要と思われる（これはこのプロジェクトだけの問題ではなく、電

力供給全体の問題である)。
 CO2 の分離・回収については、触媒についての実証研究と同時に、回収された CO2

の利用や地下への CO2 の圧入等に順調につなぐために必要な項目等、今後につなげて

いく仕組みも確立できることが望ましいと考える。これにより、必ず CO2 を発生する

火力発電であっても、大気に排出される CO2 を十分抑えることができる仕組みが確立
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できると考える。

（４）知的財産権等の確保に向けた取組

〈肯定的意見〉

 まだ運転成果自体に基づいた知財はないものの、管理のための方針が構築されている。 

〈今後に対する提言〉

 これから特許としたいと考えている技術とノウハウとして保存する内容を分類いただ

きたい。
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２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて

実施者が電力供給の当事者によって設立された会社であることもあり、石炭火力のリプレ

ースを通じての国内市場における成果の実用化・事業化戦略はある程度明確になっている。

具体的な取り組みとして、経済効果については、発電所の建設費ベースでの妥当性ある試算

結果に基づき見通しが提示された。酸素吹 IGCC は試運転において目標性能を達成してお

り、今後の実証試験を通したノウハウの蓄積により商用機へのステップアップの実現性が高

まると期待できる。さらに、開発技術が、石炭の調達先の多様化とそれによる石油、天然ガ

スの価格高騰抑止のポテンシャルも有すると考えられる。同時に発電以外の産業用途への導

入および、海外(特に新興国)への展開も視野に入れられている。

実用化・事業化に向けた第 2 段階以降については、CCS が成立すれば国際社会に貢献で

きるコンテンツとなり、国家戦略的キーテクノロジーとなりうる。一方、実用化・事業化に

向けた進捗の確認・要素技術確立の見通し、EOR 等 CO2 利用技術の連携等について、設定

されるべき具体的な指標(マイルストーン)を明確化すべきであるとともに、海外の競合ガス

化炉との差別化を図り、海外展開の可能性検証に着手すべきである。また、CO2 回収に関

しては、現状では生成ガスの一部だけを試験に用いているが、今後は生成ガスの全量を CO2
回収装置に供給した場合のガス化炉と CO2 回収の運転の相互影響についてシミュレーショ

ンにより課題を抽出すべきである。

今後は、商用化に向けた特許戦略等の検討を進め、他の次世代火力発電技術との相互取り

入れも考慮しつつ、CO2 対策技術の国産化という視点での戦略的な開発を進められたい。

ガスタービンの高温化や触媒の開発、CCS のような回収後の技術等については、他のプロ

ジェクトで実施しているものもあるため、他の成果と連動しながら推進し、大きな成果につ

なげていただきたい。

〈肯定的意見〉

 国内市場においては、実施者が電力供給の当事者によって設立された会社であること

もあり、成果の実用化・事業化の戦略はある程度明確になっており、その見通しにつ

いて妥当性もある。経済効果については発電所の建設費ベースでの妥当性ある試算結

果が提示されており見通しがあるといえる。多炭種対応性を広く取れることは、石炭

の調達先の多様化とそれによる燃料価格高騰を抑制する効果につながるが、この定量

的予測は難しく経済性の評価には入れられないことは理解できる。また、燃料の性状

が微粉炭火力と競合の少ない燃料まで含まれることも経済効果として期待できる。

 酸素吹 IGCC は試運転において目標性能を達成しており、今後の実証試験を通したノ

ウハウの蓄積により商用機へのステップアップの実現性が高まる。

 実用化・事業化への可能性を判断するにあたっては、第 1 段階と第 2 段階以降の間で

大きな温度差があると感じている。第 1 段階の酸素吹 IGCC については定格運転も済

んでおり、実用化を目前にして重要なパラメトリックな試験（炭種依存性など）を着々

と行っている印象を受ける。一方、第 2 段階以降については、 CCS の世界的動向の

影響を大きく受ける。すなわち、CO2 回収型 IGCC・IGFC は、CCS が成立してこそ
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国家戦略的キーテクノロジーとなりうる。そういった意味では、本事業のシナリオそ

のものが少々冒険的ではあるが、そのような積極性は支持されるべきである。

 地球温暖化は世界の問題であるため、海外に貢献できるコンテンツとしての位置付け

は国（NEDO）が取組む事業の展開としては、国際社会を考えたものであり、妥当で

ある。

 商用化と同時に産業用途への導入のために仕様の標準化等を進めることとしており、

海外への展開も容易に視野に入れられると考える。

 市場ニーズとしては CO2 排出量が少ない火力発電技術が求められているということ

を考えると特に新興国においてのニーズもあると考えるため、見通しは妥当かと考え

る。同時に現在、CCS や EOR の研究開発を進めているところとの共同により、CO2
削減に大きく貢献できる見通しも予測でき、戦略的であると考える。

 本技術開発内容は、着手後 10 年程度はかかり、必要と判断する確率が決定的になって

からでは対策として遅すぎ、必要性を予測して先行着手せざるを得ない。また、石炭

コストの上昇があれば、CO2 回収技術なしでも、本技術が社会的に利用されることは

間違いないと考える。さらに、開発技術が石油、天然ガスのコスト抑止のポテンシャ

ルも有すると考える。

 国際的な議論、COP（Conference of the Parties：気候変動枠組条約締約国会議）の

ような場で条約として合意された CO2 削減方針が決定されないと、IGCC あるいは

CO2 回収付き IGCC の経済性判断は難しい。

 実施者の親会社である中国電力・電源開発が、国内での石炭火力のリプレースに本技

術を導入することを検討していることは、国内での普及の加速に必要であると考えら

れ、戦略として妥当なものである。

〈改善すべき点〉

 CO2 回収に関しては、本流のガス流れから分岐して行うため、CO2 回収装置の圧力変

動がガス化炉の運用に大きな影響を与えないかどうかは実証が難しい。実用機並みに

ワンパスで運用しているとの前提で、上流と下流の圧力変動等の相互影響がわかる試

験での課題抽出をお願いしたい。そのためには、運用に関しての事前シミュレーショ

ンが重要になると考える。

 実用化の時期を明確にするには、ベストと考える具体的な石炭で、早急に精度の高い

発電原価の試算を行うべきである。

 CO2 の輸送・貯蔵は本事業では対象外であるが、実用化戦略の検討にあたり動向を的

確に見極める必要がある。

 産業用途利用、EOR への展開などが波及効果として検討されているが、海外で開発中

の競合ガス化炉との差別化を図り、海外展開の可能性検証に着手する必要がある。

 第 2 段階以降において、実用化・事業化に向けたシナリオの中に設定されるべき具体

的な指標、すなわちマイルストーンが不明確である。

 本技術を世界展開することが実用化・事業化に向けた戦略としてうたわれているが、
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アピールポイントが、石炭資源の存在、高効率、CO2 削減といったやや漠然とした議

論となっている。世界には日本と異なり、例えば水資源が少ない国、内陸で海水によ

る蒸気タービンの冷却ができない国などがあるため、そのような国へ適合するアピー

ルポイントなどをもう少し明確にすべきと思われる。

 技術確立の見通し、EOR（Enhanced Oil Recovery：石油増進回収法）との連携、CO2
有効利用技術においては他の技術との連携や、進捗・要素技術等の確認が重要だと考

える。

 酸素吹 IGCC プラントで得られる設計・保守・運用技術の「ノウハウ」をパッケージ

化し、国際展開を図ることになっているが、「ノウハウ」を主体的に維持・管理するの

は、3 社のうちどの会社になるのかが曖昧である。事業化や海外展開を本当に考えて

いるのであれば、設備メーカーが自社技術としてこれらのノウハウをもちいて事業展

開した方がより現実的であり、このような仕組みやビジネスモデルを早急に検討すべ

きと考える。

〈今後に対する提言〉

 現在の事業計画は適切であると考えるが、国際競争力を考える場合、可能であれば事

業期間の短縮が望ましい。研究開発費の縮減の観点からも、事業計画の短縮が可能で

あるか否かを適切な時期に検討すべきである。

 負荷運用のありかた、特に CO2 回収設備の負荷応答に関しては、本研究開発後の次の

ステップでは動特性シミュレーションによる補完を行い、実用機の設計が実施される

と思われる。それと同様のことを、本試験前に本格的に行い、実用機での課題を抽出

して、それに沿った試験計画をお願いしたい。CO2 回収部は海外企業の担当ゆえブラ

ックボックスとして扱うのでなく、システムと CO2 回収装置のインターラクションの

弱みを技術開発で無くすというスタンスでお願いしたい。それが世界最初の開発に取

り組む中で、知的財産を確保するよい機会を与える。CO2 技術の国産化という視点で

の戦略的な開発を進められることを期待する。

 事業の成果を商用に載せていくときの標準化はなかなか難しいため、十分な準備とリ

サーチが重要と考える。同時に特許戦略も重要になってくるため、戦略的に進める必

要がある。それぞれについてのパーツになってくる技術（ガスタービンの高温化や触

媒の開発、燃料電池の開発等）や、CCS のような回収後の技術等、他のプロジェクト

で行われているものがあるため、他の成果と連動しながら、大きな成果となるように

検討して欲しい。

 今後は世界展開を考えて、様々な国の高効率石炭発電に要求される性能を調査し、本

ガス化発電システムの長所を生かせるような、具体的な海外展開の構想を立てられた

い。

 低融点炭利用法としては超臨界蒸気を用いた循環流動層ボイラがあり、水資源の乏し

い条件で既に大型循環流動層が稼働していることから、ガス化発電間だけの競争力比

較ではなく、低融点炭＋低水使用量などの立地条件の観点からの各種発電プロセスと
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の競争力についての検討も行われたい。

 CO2 削減に関しては、将来のエネルギー状況と国際世論に左右されるため、不透明で

ある。将来の見通しとして CO2 規制がグローバルに条約化される可能性も勘案した幅

のある予測シナリオに備える必要がある。

 エネルギーの将来を考えると、自然エネルギーが主体となる社会へ徐々に移行してい

くことになる。現状は、IGCC は発電効率が高いことからベース電源であるという考

え方が認められている。本技術の実用化時にはミドル電源としての運用ができないと

使い勝手の悪い発電装置となると予想する。ミドル火力としての運用可能であること

を開発目標のひとつとしていただきたい。

 早期の実用化のためには、成果の部分適用や他の次世代火力技術を相互に取り入れる

ことについても考慮すべき。

 酸素吹 IGCC の国内向けについては、実用化・事業化に向けての課題とその解決方針

は明確に示されている。しかしながら、アジア・大洋州を中心とした海外展開では、「高

効率化・CO2 削減など」より、「経済性や技術の信頼性」がより重視されるため、酸

素吹 IGCC の海外展開の見通しは必ずしも明るくなく、先ずは国内での実績を積み重

ねることを優先すべきであろう。

 本事業の中で直接的に実証可能な各反応プロセスの性能指標について、個別に数値目

標を設定してはどうか。
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３．評点結果

評価項目 平均値 素点（注）

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A A 

２．研究開発マネジメントについて 2.6 A A A B B A B 

３．研究開発成果について 2.7 B A B A A A A 

４．成果の実用化・事業化に向けた

取組及び見通しについて
2.1 B A B B B B B 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。

〈判定基準〉

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について

・非常に重要 →A
・重要 →B
・概ね妥当 →C
・妥当性がない、又は失われた →D

・非常によい →A
・よい →B
・概ね妥当 →C
・妥当とはいえない →D

２．研究開発マネジメントについて ４．成果の実用化・事業化に向けた

取組及び見通しについて

・非常によい →A
・よい →B
・概ね適切 →C
・適切とはいえない →D

・明確 →A
・妥当 →B
・概ね妥当 →C
・見通しが不明 →D

2.1 

2.7 

2.6 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．成果の実用化・事業化に向

けた取組及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

平均値
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１．事業原簿

次ページより、当該事業の事業原簿を示す。



「次世代火力発電等技術開発／ 

石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」 

事業原簿 

【公開版】 

担当部 

国立研究開発法人 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 

環境部 
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概 要 

最終更新日 2017 年 5 月 12 日 

プロジェクト名 
次世代火力発電等技術開発／ 

石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業 

プロジェクト番号 P16002 

担当推進部/ 

ＰＭまたは担当者 

環境部 高橋主査（2017 年 4 月現在） 

山本主査（2016 年 4 月～2016 年 9 月） 

０．事業の概要 

石炭火力発電から排出される二酸化炭素（CO2）を大幅に削減するため、究極の高効率石炭火

力発電技術である石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）と CO2 分離・回収を組み合わせた革新

的な低炭素石炭火力発電の実現を目指して「石炭ガス化燃料電池複合発電(IGFC)実証事業」を

実施する。本事業は以下の 3段階に分けて実施する。 

(1)第 1 段階（2012～2018 年度）：IGFC のベースとなる酸素吹石炭ガス化複合発電技術（酸素吹

IGCC）の実証事業を行う。本事業は 2012 年より経済産業省の補助事業として実証が開始され、

2016 年度から NEDO が助成事業として事業を承継している。 

(2)第 2 段階（2016～2020 年度）：酸素吹 IGCC 実証試験設備と CO2 分離・回収設備を組み合わせ

た CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC のシステムとしての性能や運用性、信頼性、経済性について

の実証事業を行う。 

(3)第 3 段階（2018～2021 年度）：CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証試験設備に燃料電池を付設

した CO2 分離・回収型酸素吹 IGFC の実証事業を 2018 年度より実施する。 

 

１．事業の位置 

付け・必要性

について 

経済産業省は、次世代火力発電技術を早期に技術確立、実用化するための方策に関するこれ

までの議論を踏まえ、2016 年 6 月 30 日に「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」をとりま

とめた。本ロードマップに記載の「2030 年度に向けた取組の中心となる石炭、LNG 火力に関す

る方針」においては、石炭火力発電はガスタービンと蒸気タービンを組み合わせたコンバイン

ドサイクルに燃料電池を組み合わせたトリプルコンバインドサイクルへと技術開発の段階が進

展するとされている。また、「個別技術の開発方針」において、高効率石炭火力発電技術では、

酸素吹 IGCC が 2018 年度頃の技術確立（発電効率 46-50%）に、IGFC は 2025 年頃の技術確立（発

電効率 55%）に取り組むことが示されている。更に、CO2 分離・回収技術のうち物理吸収法では、

2020 年頃の技術確立（回収コスト 2000 円台/t-CO2）の実現に取り組むことが示されている。 

２．研究開発マネジメントについて 

  事業の目標 

IGFC の早期技術確立に向け、各段階の目標を以下の通り設定する。 

 

(1)第一段階：酸素吹 IGCC 実証 

(a) 基本性能：送電端効率 40.5%程度を達成することで、商用機における送電端効率約 46%達

成の目処を得る。また、最新の微粉炭火力と同等の環境目標値を達成する（O2 濃度 16%

換算で、SOx：8ppm，NOx：5ppm，ばいじん：3mg/m3N）。 

(b) 多炭種適合性：瀝青炭及び灰融点の低い亜瀝青炭を用いて炭種適合範囲を把握する。 

(c) 設備信頼性：5,000 時間の長時間耐久性試験を行い、商用機における年利用率 70%以上の

見通しを得る。 

(d) プラント制御性・運用性：事業用火力設備として必要な運用特性・制御性を確認する（不

可変動率 1～3%/分） 

(e) 経済性：商用機において発電原価が微粉炭火力と同等以下になる見通しを得る。 

 

(2)第二段階：CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証 

 (a)基本性能（発電効率）：新設商用機（1,500℃級 IGCC において、CO2 を 90%回収しつつ、

現状の微粉炭火力と同等レベルの発電効率 40%程度の見通しを得る。 

 (b)基本性能（回収効率・純度）：CO2 分離・回収装置における CO2 回収効率 90%以上、及び

回収 CO2 純度 99%以上を得る。 

 (c)プラント運用性・信頼性：CO2 分離・回収型 IGCC システムの運用手法を確立し、信頼性を

検証する。 

 (d)経済性：商用機における CO2 分離回収の費用原単位について技術ロードマップに示された

費用原単位をベンチマークとして評価する。 

 (e)低温作動型サワーシフト触媒実証研究：低温作動型サワーシフト触媒を対象とし、従来触
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媒比 0.8pt の効率改善（発電効率 40%程度）が可能な条件にて 1 年程度の性能維持を確認

する。 

 

(3)第三段階：CO2 分離・回収型 IGFC 実証（計画） 

 (a)CO2 分離・回収型 IGFC 商用機（500MW 級）に適合した場合に、CO2 回収率 90%の条件で、

発電効率 47%程度の達成見通しを得る。 

 

事業の計画内容 

主な実施事項 
2012- 

2015fy 
2016fy 2017fy 2018fy 2019fy 2020y 2021fy 

(1)第一段階        

(a)実証試験設備建設        

(b)実証試験運転        

        

(2)第二段階        

(a)実証試験設備建設        

(b)実証試験運転        

        

(3)第三段階（計画）        

(a)実証試験設備建設        

(b)実証試験運転        

        

事業費推移 

(会計・勘定別に

NEDOが負担した

実績額（評価実

施年度について

は予算額）を記

載) 

(単位:百万円) 

 

※ 2012-2015fy

は METI 事業と

して実施 

会計・勘定 2012fy 2013fy 2014fy 2015fy 2016fy 2017fy 総額 

一般会計        

特別会計：第 1段階 

（電源・需給の別） 
1,370 7,000 6,240 5,770 3,850 1,600 25,830 

特別会計：第 2段階 

（電源・需給の別） 
    310 2,890 3,200 

開発成果促進財源        

総 NEDO 負担額 

*2012-20157fy は 

METI 負担 

1,370 7,000 6,240 5,770 4,160 4,490 29,030 

（助成）第 1段階 
：助成率１/３ 

1,370 7,000 6,240 5,770 3,850 1,600 25,830 

（助成）第 2段階 
：助成率２/３ 

    310 2,890 3,200 

開発体制 

経産省担当原課 資源エネルギー庁 資源・燃料部 石炭課 

プロジェクト 

リーダー 
大崎クールジェン株式会社 副社長 木田 淳志 

プロジェクト 

マネージャー 
NEDO 環境部 主査 高橋 洋一  
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委託先 

（助成事業の場合「助成

先」とするなど適宜変

更） 

（組合が委託先に含ま

れる場合は、その参加企

業数及び参加企業名も

記載） 

大崎クールジェン株式会社 

株式会社日立製作所 

情勢変化への 

対応 

2014 年 4 月 11 日に閣議決定された「エネルギー基本計画」の中で、石炭は安定供給性や経済

性に優れた重要なベースロード電源の燃料として再評価されている。また、2015 年 7 月に決定

された「長期エネルギー需給見通し」において、 石炭火力の高効率化を進め、環境負荷の低減

と両立しながら活用することで、2030 年の石炭火力の比率を 26%程度とする方向性が示された。

更に、2015 年 12 月にパリ協定が採択され、日本の目標としては、2030 年度に 2013 年度比 26%

の温室効果ガスを削減することが提出されている中、達成に向けては石炭火力の高効率化が前

提となっている。これらの情勢変化により、本事業の早期実用化が一層重要になっている。 

中間評価結果 

への対応 
－ 

評価に関する 

事項 

事前評価 － 

中間評価 2017 年度（第 1，第 2段階） 

事後評価 2019 年度（第 1段階）、2022 年度（第 2，第 3段階） 

３．研究開発成果

について 

石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業の第 1段階である酸素吹 IGCC 実証については、設備の

建設，試運転を完了し、2016 年度末から実証試験を開始した。また、第 2段階である CO2 分離・

回収型酸素吹 IGCC 実証については、2019～2020 年度に予定している実証試験のための基本設計

を実施した。 

 

(1) 第一段階：酸素吹 IGCC 実証 

・発電効率については、送電端効率 40.8％を確認し、本事業での目標である 40.5%を達成した。 

・環境性能については、当初設定した目標値を達成した。 

・プラント制御性運用性，設備信頼性，多炭種適用性，経済性等については今後の実証試験を通じて

検証する。 

 

(2)第 2 段階：CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証 

・CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証研究については、設備の基本設計を実施し、見積のための

購入仕様を作成した。 

・低温サワーシフト触媒実証研究については、基本設計を実施し、システム構成，機器仕様を

決定した。 

・基本性能の確認，プラント運用性・信頼性の確認，経済性の検討については 2019～2020 年度

に実証試験を行い検証する。 

 

投稿論文 「査読付き」３件、「その他」５８件 

特 許 

「出願済」４０件、「登録」２４件、「実施」０件（うち国際出願６件） 

特記事項： 

・本事業の建設フェーズでは新たな知財は出願されていないが、本事

業の実施に必要な知財は前身のEAGLEプロジェクト等において出願

している（40 件）。 

・実証試験開始後は必要に応じ特許出願を行う。 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 
新聞・雑誌・TV 等：28 件 

４ . 成 果 の 実 用

化・事業化に

向けた取組及

び見通しにつ

いて 

①実用化・事業化の見通し 

・第 1 段階である酸素吹 IGCC については、2020 年度頃技術確立し、その後速やかに商用規模

（500MW 程度）の酸素吹 IGCC プラントが商用化される。 

・第 2段階である CO2 分離・回収型 IGCC については、2020 年度頃技術確立し、CO2 貯留技術の

開発進展に応じて送電端効率 40%程度の CO2 分離・回収型 IGCC プラントが商用化される。 

・第 3段階である CO2 分離・回収型 IGFC については、2025 年度頃に商用規模で送電端効率 55%

程度の IGFC に向けた中小型 IGFC 技術を確立し、燃料電池、GTFC の技術開発進展に応じて CO2
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分離・回収型 IGFC プラントが商用化される。 

②実用化・事業化に向けた戦略

・国内については、事業実施者の親会社である中国電力㈱・電源開発㈱が本事業の成果を石炭

火力の新設・リプレースへの導入を目指す。その上で、他の電気事業者等に対しても導入を

働きかける。

・海外については、国内の商用機運転実績を積極的に発信し、海外市場において「高効率化、

CO2 削減等」の従来石炭火力に対する優位性をアピールする。特に低廉な低品位炭に適した発

電方式として、今後、電力需要が拡大し、石炭火力発電の普及拡大が見込まれるアジア・大

洋州を中心に海外普及を図る。また、CO2 分離・回収型 IGCC/IGFC については、CO2 貯留技術

が実用化されている国（豪州等）において普及を図る

５．基本計画に 

関する事項 

作成時期 ２０１６年１月 作成 

変更履歴 

２０１６年４月改訂（実施体制，PM，評価時期等の変更） 

２０１６年９月改訂（評価時期，研究開発スケジュール等の変更） 

２０１７年２月改定（研究開発項目の追加，PM・PL の修正，評価実施

時期の修正等） 
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プロジェクト用語集  

名称 略号 意味 

インターロック INT 

機器の誤操作や事故の未然防止、また事故が

拡大することを防ぐために、正常な運転の行

われる条件を逸脱した際に自動的に設備を停

止する等機器の運転を制御するもの。 

EAGLE 炉  

本事業で採用する 1室 2段旋回流方式の噴流

床ガス化炉で、HYCOL 試験、EAGLE パイロット

試験の技術知見を踏まえたもの。 

液化天然ガス LNG 
メタンを主成分とした天然ガスを冷却し液化

したもの。 

ガスタービン GT 

圧縮空気と燃料の燃焼によって生じた高温高

圧の燃焼ガスによってタービンを回し動力を

得る原動機で、排気熱を利用し蒸気タービン

との複合発電を行うことでプラント効率を高

めることができる。 

ガスタービン燃料電池複

合発電 
GTFC 

燃料電池、ガスタービン、蒸気タービンの 3

つを組み合わせて複合発電を行うもの。 

空気分離設備 ASU 

大気中の空気から酸素と窒素を分離する設

備。酸素はガス化炉の酸化剤として、窒素は

石炭・チャー搬送用等として供給される。 

グランドフレア   

ガス化炉で生成したガスのうちプラント起

動・停止操作時および緊急操作時等に系統内

から放出されるガスを燃焼処理によって無害

化し、安全に大気放散する保安設備。 

高位発熱量 HHV 

燃料が発生することのできる全熱熱量。低位

発熱量（LHV）は HHV から水蒸気の潜熱を差し

引いた化学反応分の熱量。 

固体酸化物形燃料電池 SOFC 

固体電解質を用いた燃料電池で他の燃料電池

と比較して高温高圧化に適している。水素あ

るいは一酸化炭素を燃料として電気エネルギ

ーを発生させる。 

自動プラント起動・停止装

置 
APS 

プラント状況を把握しながら各機器の起動・

停止、自動弁の開閉を自動で行う各マスタに

キック指令を出力するシステム。 

自動プラント制御装置 APC 

プラント全体を協調性をもって制御する方

法。本プラントでは、発電機出力指令に対し、

ガスタービン燃料ガス量とガス化炉の石炭供

給量をバランスさせながらプラント負荷変化

を行う統括負荷制御システムで APC を実現し

ている。 
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名称 略号 意味 

シフト反応  

一酸化炭素と水蒸気から水素と二酸化炭素を

生成する反応。（CO+H2O⇔H2+CO2） 

硫化水素を含有するガスを対象とした場合を

「サワーシフト」、硫化水素ガスを含有しな

い場合を「スイートシフト」という。 

蒸気タービン ST 
ボイラで発生した蒸気により動力を得る原動

機。 

スラグ   

石炭灰が高温の石炭ガス化炉で溶けてガラス

状に固まったもの。石炭灰をスラグ化し排出

できることで、灰の減容化が図れる。 

石炭ガス化燃料電池複合

発電 
IGFC 

石炭をガス化して利用する発電方式で、燃料

電池、ガスタービン、蒸気タービンの 3つの

複合発電を行うもの。IGCC を上回る発電効率

が達成可能となる。 

石炭ガス化反応   

固体燃料である石炭を無灰ベースの一酸化炭

素や水素等の可燃性ガス転換する一連の反

応。 

石炭ガス化複合発電 IGCC 

石炭をガス化して利用する発電方式で、ガス

タービンと蒸気タービンとの複合発電を行う

ことで従来の微粉炭火力発電を上回る発電効

率が達成可能となる。ガス化方式によって酸

素吹と空気吹の 2種類ある。 

CO2 圧入-石油増進回収 EOR 

油田の油層に CO2 を圧入し、地下に残った原

油を回収するとともに CO2 を地中に貯留する

技術。 

先進的超々臨界圧火力発

電 
A-USC 蒸気温度 700℃以上の超臨界圧火力発電。 

送電端効率   

発電機で発生した発電端電力量から発電所内

で消費される所内電力量を差し引いた送電端

電力量を電力発生のために供給された総熱量

で除したもの。 

チャー   
石炭を熱分解した時にできる未反応固体生成

物で未燃炭素と灰分を主成分とする。 

超々臨界圧火力発電 USC 
蒸気温度 566℃～600℃級の超臨界圧火力発

電。 

熱回収ボイラ SGC 

ガス化炉で生成された高温の石炭ガス化ガス

の顕熱を回収するためにガス化炉の後段に設

置されたボイラ 
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名称 略号 意味 

排熱回収ボイラ HRSG 
ガスタービンの排ガスの余熱を回収して蒸気

を発生させるボイラ。 

冷ガス効率  

石炭が持つ発熱量が生成ガス発熱量に転換し

た割合[%]、石炭ガス化におけるエネルギー転

換効率を表す。 
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１. 事業の位置付け・必要性について 

 

１．事業の背景・目的・位置付け 

 

石炭は、他の化石燃料と比べ、可採年数が長く、かつ世界各国に幅広く分布する

等、供給安定性が高く、経済性に優れることから、エネルギー自給率が極めて低い

我が国にとって重要な一次エネルギー源であり、発電の分野においても石炭火力発

電は発電電力量の約 3割を占める重要な電源の一つである。 

一方で、石炭は他の化石燃料と比べ、燃焼時の単位発熱量当たりの CO2 排出量が

多く地球環境面での制約要因が多いという課題を抱えており、石炭火力発電につい

てもさらなる CO2 排出量の抑制が求められている。 

したがって、石炭火力発電の高効率化及び CO2 排出量削減の観点から本事業を実

施する必要性がある。 

 

（１）政策的重要性 

平成 26 年 4 月に閣議決定されたエネルギー基本計画においても、石炭火力発電

は、「安定供給性や経済性に優れた重要なベースロード電源」と評価されている一

方、「温室効果ガスの排出量が多いという課題がある」と指摘され、その課題を解

決すべく、次世代高効率石炭火力発電技術として、石炭ガス化複合発電（IGCC）の

開発・実用化を進めるとともに、2020 年頃の二酸化炭素回収貯留（CCS）の実用化

を目指した研究開発を行うことが盛り込まれている。 

その後、エネルギー基本計画を踏まえ、平成 26 年 12 月にまとめられた「エネル

ギー関係技術開発ロードマップ」において、「高効率石炭火力発電」、「二酸化炭素回

収・貯留技術」が国際展開も見据えた形で整理されている。平成 27 年 7 月に決定さ

れた長期エネルギー需給見通しにおいては、3E+S(安全性、経済効率性、環境適合、

安定供給)を同時達成しつつ、バランスの取れた電源構成を実現していくこととして

おり、火力分野においては、石炭火力発電及び LNG 火力発電の高効率化を図り、環

境負荷の低減と両立しながら、有効活用を推進することとしている。火力発電の高

効率化は、再生可能エネルギーの最大限の導入促進、安全性の確認された原子力発

電の活用と合わせ、温室効果ガス削減目標積み上げの基礎となった対策・施策とし

て位置づけられている。これを踏まえ、平成 28 年 6 月に官民協議会で策定した「次

世代火力発電に係る技術ロードマップ」においては、石炭火力や CO2 回収・利用

(CCUS)を含む次世代火力発電関連技術を早期に技術確立し、実用化するための技術

ロードマップ(図 1-1、図 1-2、図 1-3)がとりまとめられ、火力発電の高効率化、CO2

削減を実現するため、次世代の火力発電技術の早期確立を目指し、今後とも、官民

一体となり技術開発を加速化させることとしている。このとりまとめの中でも、当

該技術は第 1段階が「中型酸素吹 IGCC 技術実証」、第 2段階が「物理吸収法技術実

証」、第 3段階が「小型 IGFC 技術実証」として次世代火力発電技術の早期確立、実

用化に向けた工程表に記載されており、次世代の石炭火力発電の中核的な技術とし

て位置付けられたところである。 
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図 1-1 次世代火力発電に係る技術ロードマップ 

図 1-2 次世代火力発電に係る技術ロードマップ（次世代火力発電技術） 
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図 1-3 次世代火力発電に係る技術ロードマップ（CO2 回収関連技術） 

 

（２）我が国の状況 

 我が国の火力発電の熱効率は世界最高水準を保っている。世界で初めて超々臨界

圧火力発電（USC)を実用化し、さらには高効率な空気吹石炭ガス化複合発電(IGCC)

が既に実用化段階であり、酸素吹 IGCC においても実証フェーズにある。また、効

率向上に大きく寄与するガスタービンにおいて、1600℃級という高温化を世界に先

駆けて実現する等、熾烈な国際競争の中においても、我が国の高効率火力発電シス

テムは、トップレベルを維持しており、世界をリードしている。しかしながら、燃

料資源を他国に大きく依存する我が国にとっては、限られた資源の有効利用を図る

ことは至上命題であり、今後とも、更なる効率化を図っていく必要がある。また、

中長期的な視点では、大幅な CO2 削減を実現しうる CO2 の回収・貯留・利用(CCUS)

の技術の開発・推進も重要なテーマであり、国内での CCS(二酸化炭素の回収・貯留)

大規模実証事業や貯留ポテンシャル調査等が進められている。 

 

（３）世界の取組状況 

 地球温暖化問題の対策として、CO2 排出量の削減が強く求められている中で、米

国や欧州においても国家レベルで巨額の研究開発費を投じ、基礎研究から技術開発、

実証研究等の様々な取組が行われており、日本と同様に IGCC や先進的超々臨界圧

火力発電(A-USC)、高効率ガスタービン等の開発が進められている。また、大幅な

CO2 削減を達成するため、CO2 分離・回収を行った IGCC や CO2-EOR(石油増進回収)

の実証といったプロジェクトも進められている。世界のプロジェクトの計画等進捗

例を図 1-4 に示す。 

IGCC の実証事業は、表 1-1 に示すとおりである。1990 年代に実施された Buggenum 

IGCC(オランダ)、Puertollano IGCC(スペイン)、Wabash River IGCC、Tampa IGCC(い

ずれもアメリカ)が 4大プロジェクトとして知られている。 
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内、Buggenum は、欧州の再生エネルギー拡大の影響を受け、2013 年 3 月末に廃

止され、Puertollano についても、同様の理由により、2015 年 8 月に廃止されてい

る。Wabash River については、天然ガス価格の低下や運転費用の増加によりアンモ

ニア製造設備への転換を予定している。なお、Tampa については、ガス化しやすい

ペトロコークスとの混焼により運転を継続しているが、スラッギングの発生が主な

要因で、連続運転時間が 3,000 時間以下と短い。

一方、本実証機では、1室 2段旋回流方式の採用により、同様の事象を回避する

ことができる。 

最近では、Edwardsport(アメリカ)、GreenGen(中国)が運転を開始しているが、

いずれにおいても、連続運転時間は短い。 

本プロジェクトでは EAGLE の連続運転時間 1,295 時間を踏まえ、5,000 時間の長

期耐久試験において信頼性を確立することを目標としており、これを達成したあか

つきには、他の先行機を凌駕する成果となる。 

表 1-1 海外における IGCC の実証事業 

IGCC からの CO2 分離回収の実証事業は、表 1-2 の通り米国の Tampa と Kemper が挙

げられる。Kemper は、空気吹 IGCC を対象とし、低い CO2 回収効率であるにも係わら

ず、送電端効率(CO2 回収含)28.1%となっている。また Tampa は、酸素吹 IGCC を対象

としているが、送電端効率（IGCC）37.5%と低く、化学吸収法の CO2 分離・回収方式

を採用している。 

本プロジェクトでは、EAGLE 炉の 1室 2段旋回流方式による世界最高水準の冷ガス

効率に加え、高圧・高濃度の CO2 を対象に高圧プロセスで優位であり今後さらなる向

上が見込める物理吸収法を用いて効率的に CO2 を分離し、IGCC システムとの最適化

をすることで、CO2 分離回収をしていない微粉炭火力と同等（送電端効率（HHV）：40％

程度）の発電効率を持つ CO2 分離・回収型 IGCC を目指しており、これを達成したあ
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かつきには、他の先行機を凌駕する成果となる。 

表 1-2 CO2 分離回収型 IGCC 海外先行事例との比較(効率は HHV) 

Tampa Kemper OCG 

場所 米国 FL 州 米国 MS 州 日本 

実施者 TECO/NETL Southern Co. 大崎クールジェン 

ガス化炉 GE 炉 KBR 炉×2 EAGLE 炉 

ガス化剤 酸素吹き 空気吹き 酸素吹き 

石炭処理量 2,300t/d 13,800t/d(褐炭) 1,180t/d 

炭種 
瀝青炭 

現在はﾍﾟﾄﾛｺｰｸｽ混焼 

褐炭 

無煙炭 

亜瀝青炭、瀝青炭 

(第1段階は4炭種) 

送電端出力 250MW 582MW 136MW 

送電端効率（IGCC） 37.5% 36% 40.5%【45.6%※】 

送電端効率（CO2 含） - 28.1% 39.2%【39.1%※】 

CO2 回収実証 

運転開始 2014 年 2017 年予定 2018 年 

CO2 回収率 20% 65% 15% 

CO2 回収効率 90% 65% 90% 

シフト反応 (乾式脱硫⇒)Sweet Sour (湿式脱硫⇒)Sweet 

CO2 吸収 化学 
物理 

（脱硫含） 

物理 

（改良方式） 

CO2 回収量 820t/d 8,200t/d 410t/d 

※参考値 商用機・90%CO2 回収における値

図 1-4 世界のプロジェクトの進捗例 

(Japan CCS フォーラム 2015 NEDO 資料(2015.6)に IAE が加筆,GCCSI データを元にアップデート） 
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（４）次世代火力発電等技術開発の意義 

 長期エネルギー需給見通しの実現に向けて、火力発電の高効率化に関しては、石

炭火力の発電効率を大幅に引き上げる石炭ガス化燃料電池複合発電(IGFC)に実証事

業をはじめ、石炭火力、LNG 火力の双方につき、新たな火力発電技術の開発等を実

施する。また、火力発電から発生する CO2 排出量をゼロに近づける切り札となる技

術として、火力発電所から発生する大量の CO2 を効率的に分離・回収・有効利用す

るための技術開発等を実施する。これまでの火力発電に係る技術開発は、個別の技

術ごとに進められていたが、石炭火力、LNG 火力は共通する要素技術が多く、火力

発電全体の技術開発を加速するためには、個別技術開発を統合し、包括的かつ一体

的に推進することが有効である。そこで、次世代火力発電技術に係る事業を本事業

において統合し、関連事業を一元管理し、一体的に進めることで、開発成果を共有

しつつ、技術開発に係るリソースを最適化する。これにより、次世代火力発電技術

の開発を加速し、早期の技術確立及び実用化を狙う。 

なお、本事業は、次世代火力発電技術開発のうち、究極の高効率発電である IGFC

と CO2 分離回収を組み合わせた実証試験を行うものであり、その意義は大きい。 
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２．NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

２－１．NEDO が関与することの意義 

従来の石炭火力発電設備より高効率かつ低品位炭を含む多炭種に対応可能な本技

術の実証は、今後のエネルギー・環境政策における重要政策の一つである石炭火力発

電の高効率化を実現するための鍵となるものであり、極めて重要な事業である。 

また、酸素吹 IGCC、CO2 分離･回収型 IGCC、CO2 分離･回収型 IGFC の開発は、「科学

的価値の観点から見た先導性」、「研究開発費」、及び「環境問題への先進的対応」と

いう観点からも NEDO が支援する必要性は引き続き高いと考えられる。 

【科学的価値の観点から見た先導性】 

本事業において実証を行う酸素吹 IGCC の核となる酸素吹ガス化炉（EAGLE 炉）は、

独自の 1室 2段旋回流方式により世界最高水準のガス化効率を達成する他、多炭種適

用性、信頼性の点で海外の先行ガス化炉を凌駕することが期待できることから、実用

化した場合には世界的に普及を拡大していくことが望めるとともに、酸素吹 IGCC で

は、燃焼前の石炭ガスから効率よく CO2 を回収できる。さらに、CO2 分離・回収型 IGCC

に燃料電池を組み込んだ CO2 分離・回収型 IGFC の実証は、世界に先立ち実施するも

のであり、その革新性は高く、IGFC が実現すれば石炭火力最高の発電効率を達成でき

ることから革新的低炭素石炭火力の実現に必要な発電技術である。しかしながら IGFC

の実現には平行して開発が進められている燃料電池や GTFC など要素技術の成果が必

要であり、研究開発の難易度が高いことから民間企業だけで実施するにはリスクが高

く NEDO の関与が必要不可欠である。 

【研究開発費】 

本事業を実施するためには、実際に商用機発電所の約 1/3 規模の実証試験設備を構

築する必要があるため、民間企業単独では費用負担、実証試験リスクが大きい。 

【環境問題への先進的対応】 

国内においては、「長期エネルギー需給見通し」の温室効果ガス削減目標（2030 年

度に 2013 年度比 26.0%）の達成に向けて、石炭火力については、現在の USC を超え

る低炭素化技術が前提とされており、高効率石炭火力である IGCC が果たす役割は大

きくなっている。なお、2030 年度に運転開始から 40 年を超える石炭火力は約 1,000

万 kW に達すると見込まれており、リプレースに際して、IGCC は従来以上に重要にな

るものと考えられるが、発電所計画から運転開始まで 10 年近くを要することを考慮

すると、国費を投入した早期の実証試験の実施が必要である。 

第２段階の CO2 分離･回収型 IGCC、第３段階の CO2 分離･回収型 IGFC の実証は、平

成 28 年 5 月に閣議決定された「地球温暖化対策計画」において言及されている、2050

年までに 80％の温室効果ガスの排出削減を目指す長期目標を実現するために必要な

技術開発であるが、効率の低下と発電コストの上昇につながり市場原理に基づく研究

開発の実施インセンティブが働かないことから、NEDO の主導が必要である。 

更に、本技術を国際展開することにより地球規模の気候変動対応にも貢献可能である

が、国際展開にあたっては、国内での早期の技術確立が前提となる。 

一方、アメリカやヨーロッパに加え中国及び韓国等の新興国においても IGCC や CO2

分離・回収型 IGCC の技術開発・実証が進められており、迅速かつ着実な予算確保は

我が国の国際競争力を維持する上で必要であり、産業政策の観点から重要である。 
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２－２．実施の効果（費用対効果） 

 

本事業において酸素吹IGCC、CO2分離・回収型IGCC、CO2分離・回収型IGFCが確立し、

確立した技術を国内の石炭火力の新設、リプレースに適用することで、国内における

石炭消費量の抑制とCO2排出量削減に貢献する。 

さらに、日本の持つ最新のクリーンコール技術を、諸外国の新設火力と老朽化した

低効率石炭火力のリプレースに適用することで、諸外国における石炭消費量の抑制と、

CO2排出削減に貢献する。国内において以下の導入効果が見込まれる。 

 

（１）経済効果[1,2] 

石炭火力発電所の建設コストは、約25万円/kWと試算されている。2020年から30年間

で出力60万kW級のIGCCリプレース需要を試算すれば14ユニットであり、経済効果は約2

兆円となる。さらに、CO2分離・回収型IGCC、IGFCについては、CO2分離・回収設備、

燃料電池設備建設による経済効果が加わる。 

 

（２）CO2削減効果 

発電効率が現行（USC）の最高レベルの40%（送電端効率（HHV）。以下同じ）から46%

（IGCC：1,500℃級GT)まで向上すれば、CO2排出量は約1割強、55%(IGFC)まで向上すれ

ば、約3割の削減が可能。 

さらに、CO2分離・回収型IGCC,IGFCについては、CCSと組み合わせることによりCO2

の排出を大幅に抑制することが可能となる。表1-3に、国内におけるCO2削減量を試算

する。 

 

表 1-3 IGFC等導入による国内におけるCO2削減効果   

 
*： 60万kW,14ユニットに適用された場合の排出量を試算 

   850万kW（60万kW×14ユニット）×8760時間×0.8（稼働率）＝59.6G kWh／年 

   現行USC：59.6GkWh／年×0.82kg/kWh＝4,900万t/年 

 

（３）雇用創出効果[3] 

出力60万kW級のIGCCにリプレースすることで、1ユニットあたり建設中の4年間に毎

年約1,000人規模の雇用が新たに創出される。14ユニットの雇用（4年間）創出効果は

約1万4千人と試算される。さらに、CO2分離・回収型IGCCについては、CO2分離・回収

設備設置分の雇用も加わる。 
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また、石炭火力発電所に関連する老朽化した石炭インフラ設備を新設することによ

る経済効果や、雇用創出効果も期待できる。 

 

世界においては、石炭火力は2016年～2040年にかけて世界全体で約1,023GW（41GW/

年）が新設され（リプレースを含む）、アジア・大洋州は、約825GW増加（33GW/年）

と増加量の大半を占める。 

アジア・大洋州は産炭国も多く、利用する炭種、導入時期、他産業との連携等のニ

ーズに応じた日本の高効率石炭火力発電技術の導入促進で地球環境問題対策に大きく

貢献することが期待出来る。 

 

 
 

図1-5 世界の石炭火力の導入見通し 

 

[1] 発電コスト検証WG（2015年5月11日）資料より   

[2] リプレース需要 

 2020年から2050年までの30年間で運転開始後40年を経過する石炭火力発電所は3,400万kWであり、石炭

火力にリプレースすると想定。 

 内訳を、酸素吹IGCC/IGFC、空気吹IGCC、USC、A-USCで1/4ずつとすれば850万kW。 

 1ユニットの出力60万kWとすれば、30年間で14ユニットの潜在需要と試算。 

[3] エコプロダクツ2009 クリーンコールセミナー資料より  
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２. 研究開発マネジメントについて  

 

１．事業の目標 

 

１－１．酸素吹 IGCC 実証 

 

本事業は、適用炭種幅が広く、かつ、冷ガス効率が高い等の特長を有する我が国独

自の酸素吹 1 室 2 段旋回型噴流床ガス化炉を採用した、酸素吹 IGCC の実用化前最終

段階の検証を行うものである。酸素吹 IGCC の実用化に向け表 2-1 に示す目標を達成

すべく、酸素吹 IGCC 実証試験設備（166MW）を建設し実証試験運転を行う。なお項目

別の目標設定の理由は表 2-2 に示す。 

 

表 2-1 酸素吹 IGCC 実証 開発目標 

項目 目標 

発電効率 

送電端効率(HHV) ： 40.5%程度 

<現状の水準> 

微粉炭火力（200MW 級）の送電端効率（HHV）：38% 

環境性能 

SOx       (O2=16%) ： 8ppm 

NOx        (O2=16%) ： 5ppm 

ばいじん   (O2=16%) ： 3mg/Nm3 

<現状の水準> 

過去 5年間に運転開始した主な微粉炭火力 

SOx       (O2=16%) ： 8～16ppm 

NOx        (O2=16%) ： 8～15ppm 

ばいじん   (O2=16%) ： 2～3mg/Nm3 

プラント制御性･運

用性 

事業用火力発電設備として必要な運転特性･制御

性を確認する。 

（出力変化速度：1～3％/分） 

<現状の水準> 

我が国における微粉炭火力はベースからミドル電源

として運用されており、国内最新鋭微粉炭火力は出

力変化速度 1～3%/分である。 

設備信頼性 

商用機において年利用率 70%以上の見通しが得ら

れること。 

（長時間耐久性試験：5,000 時間） 

<現状の水準> 

近年の石炭火力の稼働率は 70～80%で運用されて

いる。 

多炭種適用性 

炭種性状適合範囲の把握。 

<現状の水準> 

微粉炭火力は灰融点の高い瀝青炭、先行の IGCC で

はガス化に適する低品位炭（亜瀝青炭や褐炭）が主

流である。 
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経済性 

商用機において発電原価が微粉炭火力と同等以下

となる見通しが得られること。 

<現状の水準> 

発電単価：12.3 円/kWh（社会的費用含む） 

 

表 2-2 酸素吹 IGCC 実証 目標設定理由 

項目 目標設定理由 

発電効率 

実用化されているガスタービンのなかでも最高効

率である 1,500℃級ガスタービンを採用した酸素吹

IGCC 商用機(石炭処理量 2,000～3,000t/d）が実現し

た場合に、送電端効率(HHV)約 46%が達成される見通

しを得るため。 

 

※商用機の 1/2～1/3 倍の規模で 1,300℃級ガスター

ビンを採用する実証試験設備により送電端効率(HHV) 

40.5%を達成すれば、1,500℃級ガスタービンを採用す

る商用機(石炭処理量 2,000～3,000t/d）で送電端効

率(HHV)約 46%を達成する見通しを得ることが出来

る。 

環境性能 

我が国における最新の微粉炭火力は世界的に見ても

最高水準の環境諸元を達成しており、酸素吹 IGCC を

導入する場合には同等の環境諸元を達成することが

求められるため。 

プラント制御性･ 

運用性 

我が国における微粉炭火力はベースからミドル電

源として運用されており、酸素吹 IGCC 商用機を導入

する場合には同等の制御性、運用性が求められるた

め。 

設備信頼性 

我が国における微粉炭火力は年間利用率 70%以上

で運用されており、酸素吹 IGCC 商用機を導入する場

合には同等の信頼性が求められるため。 

多炭種適用性 

酸素吹 IGCC 商用機には、微粉炭火力に適合し難い

灰融点の低い亜瀝青炭から微粉炭火力に適合する比

較的灰融点の高い瀝青炭までの適用炭種の広さが求

められるため。 

経済性 

国内外において酸素吹 IGCC 商用機の普及を促進す

るためには、発電原価が微粉炭火力と同等以下とする

ことが求められるため。 

 

１－２．CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証 

 

本事業は、石炭火力発電から排出される CO2 を大幅に削減するため、高効率石炭火

力発電技術である「酸素吹石炭ガス化複合発電(IGCC)」に「CO2 分離回収設備」を組

み合わせた大型実証設備においてシステム検証を行い、商用スケールでの実用化を目

指すものである。実証研究は表 2-3 の目標を達成すべく実施する。なお、テーマ別の

目標設定の理由を表 2-4 に示す。 
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表 2-3 CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証 開発目標 

テーマ 目標・現状の水準 

CO2 分離・回

収型酸素吹

IGCC 実証研

究 

システム基本

性能の検証

新設商用機において、CO2 を 90%回収しつ

つ、発電効率 40%(送電端、HHV※)程度の見通

しを得る。※高位発熱量基準 

CO2 分離・回収装置における CO2 回収効率：

90%以上、回収 CO2 純度：99%以上 

（現状の水準） 

CO2 回収効率、回収 CO2 純度については、

上記と同等の性能がパイロット試験レベル

で確認されている。ただし、これら性能を満

足した上で、大型実証プラント規模で分離回

収に必要な所要動力を把握し、送電端効率へ

の影響を評価することについては、これまで

取組がなされていない。 

プラント運用

性・信頼性の検

証 

CO2 分離・回収型 IGCC システムについて、

プラントの起動停止や、発電所特有の負荷変

動等に対し、IGCC 本体に追従した CO2 分離・

回収装置の運用手法を確立し、信頼性を検証

する。 

（現状の水準） 

CO2 分離回収システムの個々の要素技術は

パイロット試験規模で検証がなされている

が、発電システムとの一貫プロセスとしての

運用性、長期信頼性等は検証されていない。 

経済性の検証 

商用機における CO2 分離・回収の費用原単

位について技術ロードマップに示された費

用原単位をベンチマークとして評価する。 

（現状の水準） 

「エネルギー関係技術ロードマップ」にお

いて、現時点で技術確立がなされている化学

吸収法による CO2 分離回収コストは約 4200

円/t-CO2 である。本事業においては 2020 年

代で2000円台/t-CO2をベンチマークとする。 

低温作動型

サワーシフ

ト触媒実証

研究

本研究では、上述の「CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証研

究」の目標の一つである「新設商用機において CO2 を 90%回収

しつつ発電効率 (送電端、HHV ベース) 40%程度を達成」を踏

まえ、 低温作動型サワーシフト触媒を対象として多段シフト

反応器で長時間運転を実施し、従来触媒と比較して 0.8pt の効

率改善効果となる送電端効率 40%を達成可能な運転条件(蒸気

量 25%削減)にて 1年程度の性能維持を確認する。 

（現状の水準） 

平成 23～25 年度に実施した「物理吸収法におけるサワーシ

フト反応最適化研究」では、CO2 分離回収システム付設による

発電効率低下を抑制することを目的として、シフト反応用蒸気
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の低減可能性を触媒上への炭素析出、及び耐久性といった触媒

健全性の観点から評価した。その結果、シフト反応用蒸気低減

を目的に開発された低温作動型サワーシフト触媒において、反

応用蒸気を従来よりも25%低減した条件にて1,000時間程度は

初期性能が維持されることが確認された。 

 

表 2-4  CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証 目標設定理由 

テーマ 目標設定理由 

CO2 分離・回収

型酸素吹 IGCC

実証研究 

システム基

本性能の検

証 

CO2 回収時のエネルギーロスによる発電効

率の低下という課題に対し、CO2 を 90％回収

（全量ガス処理）しながらも、現状の微粉炭

火力と同等レベルの発電効率 40%程度の見通

しを得ることで、低炭素且つ高効率の CO2 分

離・回収型 IGCC の普及につながる。 

IGCC 実証機に CO2 分離・回収装置（CO2 回

収率 15%規模）を付設して試験を実施し、発

電効率 39.2%程度(送電端、HHV)を達成すれ

ば、商用機で発電効率 40％程度の見通しを得

ることができる。 

革新的低炭素型石炭火力の実現の為に CO2

分離・回収装置単体における回収効率は 90%

以上を目標とする。 

CO2 地中貯留から求められる可能性がある

CO2 純度について、湿式物理吸収法を使って

定常運転時、体積百分率 99%以上を目標とす

る。 

プラント運

用性・信頼性

の検証 

現状の石炭火力は変動する需要に出力を

追従させることが求められる。第 1段階の実

証では、負荷変化率 1～3％/分 を目指してお

り、CO2 分離･回収型 IGCC についてもこれに

追従することをターゲットとする。また、

IGCC の起動停止にも追従した運用手法を確

立する。 

経済性の検

証 

CO2 分離・回収型 IGCC を普及させるに当た

っては、費用原単位評価が必要であり、CO2

分離・回収装置建設時期や発電所敷地等の制

約に応じた評価を実施することで、経済的な

方式を選択する。 

低温作動型サ

ワーシフト触

媒実証研究 

「物理吸収法におけるサワーシフト反応最適化研究(平成23

～25 年度)」での研究成果はシフト反応器単段での評価、且

つ 1,000 時間の短期運転によるものであった。商用のシフト

プロセスではシフト反応による CO 転化率を高めるために多

段構成とし、また、定期点検で装置を停止するまで最大 1年

間程度の運転が必要と見込まれる。 
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１－３．CO2 分離・回収型 IGFC 実証 

 

本事業は、究極の高効率石炭火力発電技術である「石炭ガス化燃料電池複合発電

（IGFC）」の技術確立に向けて、CO2 分離・回収型 IGCC システムと燃料電池を組み合

わせ、石炭ガス化ガスから CO2 を回収した後の水素リッチガスの燃料電池への適用性

を確認するため、CO2 分離・回収型小型 IGFC システムで実証を行うものである。実証

研究は表 2-5 の目標を達成すべく実施する。なお、目標設定の理由は表 2-6 に示す。 

 

表 2-5 CO2 分離・回収型 IGFC 実証 開発目標 

項目 目標 

システムの検証 

CO2 分離・回収型 IGFC 商用機（500MW 級）として、

CO2 回収率 90％の条件で、送電端効率 47%（HHV）程度

の達成見通しを得る。 

 

表 2-6  CO2 分離・回収型 IGFC 実証試験 目標設定理由 

項目 目標設定理由 

システムの検証 

新設商用 IGFC（500MW 級）において、CO2 を 90%回収

しつつ発電効率 47%程度（送電端、HHV）の見通しを得

ることで、低炭素排出かつ CO2 分離・回収型 IGCC から

更に高効率の石炭火力発電技術を確立することが出来

る。 
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２．事業の計画内容 

 

２－１．研究開発の内容 

 

２－１－１．研究開発計画 

 

 石炭火力発電から排出される CO2 を大幅に削減させるべく、究極の高効率石炭火力

発電技術である石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）と CO2 分離・回収を組み合わせ

た石炭火力発電の実現をめざし、第１段階として IGFC の基幹技術である酸素吹石炭

ガス化複合発電（酸素吹 IGCC）の実証試験を実施する。また、第２段階として、当該

IGCC 実証設備に CO2 分離・回収設備を設置し、CO2 分離・回収型 IGCC の実証試験を

実施する。さらには第３段階として当該設備に燃料電池を組み込んだ CO2 分離・回収

型 IGFC の実証試験を実施する。図 2-1 にプロジェクトの概要を図 2-2 にスケジュー

ルを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 プロジェクト概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 プロジェクトスケジュール 
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２－１－１－１．酸素吹 IGCC 実証試験 

 

（１）実証試験設備建設 

 実証試験設備は、敷地の大半が造成済みであり、既設の揚運炭設備、石炭貯蔵設備、

上水や軽油等のユーティリティ供給設備、復水器冷却水取放水設備及び煙突を利用す

ることが可能で、より合理的に実証試験を行うことが出来る中国電力株式会社大崎発

電所構内に建設することとし、新たに建設する設備を最小限とすることにより効率的

に実証事業を実施することができる。 

 実証試験設備の建設にあたっては、図 2-3 に示す 166MW 酸素吹 IGCC 実証試験設備

について必要な土木、建築工事、機械装置の設計、製作及び据付を行う他、建設した

実証試験設備と既設設備との接続を行う。 

 また、建設された各機器の単体試運転を行い、プラント全体の機能を確認するため

の総合試運転を行う。 

17万kW級　酸素吹IGCC実証試験設備の概要

石炭前処理･搬送設備 乾式供給（ドライフィード）方式

石炭ガス化設備 酸素吹1室2段旋回型噴流床ガス化炉

ガス精製設備 湿式ガス精製方式

複合発電設備 コンバインドサイクル発電方式

空気分離設備 加圧深冷分離方式

排水処理設備 凝集沈降、加水分解、中和処理

付帯設備 スラグ、石膏搬送コンベア他

　チャー
回収設備

石炭ガス化設備

空気
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（２）実証試験運転 

 多目的石炭ガス製造技術（EAGLE：Coal Energy Application for Gas Liquid & 

Electricity）で開発したガス化炉は、ガス化炉の上段部および下段部に複数の微粉

炭および酸素を供給するバーナを配置し各段のバーナを仮想円の接線方向に配置す

ることでガス化炉内に旋回流を形成し、旋回流下でガス化を行うガス化炉である。こ

のガス化炉は上段バーナと下段バーナへ供給する酸素を適切に配分することでガス

化炉の上下に温度勾配を付け、望ましい温度プロファイルを形成することが可能であ

る。すなわち下段バーナにはスラグの安定流下に必要な高温を維持するために必要な

酸素量を供給し、上段バーナへは下段バーナより少ない酸素量を供給し、ガス化炉全

体への酸素供給量を最適化することで高い冷ガス効率とスラグの安定流下を両立す

ることが可能である。また、炉内に形成された旋回流により微粉炭粒子の炉内滞留時

間を長くすることでガス化反応を促進し未燃炭素と灰分を主成分とする「チャー」の

発生を抑制することが可能であるのに加え、炉内の旋回流により溶融・半溶融状態と

なった石炭灰の炉内滞留を促進し生成ガスへの同伴を抑えることでガス化炉出口部

でのスラッギング防止を図ることが可能である。 

 上述の特性はガス化炉内に形成される旋回流によりもたらされるものであるが、ス

ケールアップに伴う炉径の拡大にあたってはバーナや炉壁の状態を適正な状態に維

持しつつ旋回流の効果を得ること等が課題となる。実証試験においては設計アルゴリ

ズムでは想定していない事象の発生が有り得るため、試験運転の結果を評価検討し設

計アルゴリズムの妥当性を確認することが必要である。 

また、IGCC 実証試験設備は商用機と同様の設備構成とし、実証試験運転を行う過程

で従来の石炭火力発電所と同様の運用（部分負荷運用、負荷変化速度）が可能である

ことを検証する必要がある。生成ガスの圧力の変動を抑制しつつ発電出力の高い追従

性、安定性を実現するためには、空気分離設備や石炭ガス化設備といった上流側設備、

ガス精製設備や複合発電設備といった下流側設備の静特性、動特性を把握し、これを

織り込んだ制御とする必要があり、このプラント制御技術を確立することが課題の一

つに挙げられる。 

 

【実施内容】 

 実証試験運転を行うにあたっては、実証試験設備の起動、停止及び通常運転時の操

作手順や異常時の操作手順等について検討を行い、試験運転に用いる手順書、マニュ

アル類として纏め、安全でより効率的に実証試験運転を行う。 

 また、計画通りに試験運転を行うために必要な設備点検及び修繕を行う他、設備の

耐久性を評価するために必要な設備点検を行う。 

 実証試験運転期間内に行う試験運転を以下に示す。 

(ⅰ)運転最適化試験 

 酸素吹 IGCC 実証試験設備について、各設備の調整を行ったうえで事業用火力発電

設備としての基本性能（発電効率、環境性）を確認する。 

(ⅱ)信頼性確認試験 

 商用機において、従来の石炭火力と同等の年利用率 70%以上の見通しが得られるこ

とを目標に、5,000 時間の長時間耐久性確認試験を行う。 

(ⅲ)運用性確認試験 

 事業用火力発電設備として必要な運転特性・制御性（出力変化速度：1～3%/分等）

の確認を行うことを目標に運用性確認試験を行う。 

(ⅳ)多炭種適用試験 

 炭種性状適合範囲の確認を行うことを目標に、微粉炭火力に適合し難い灰融点の低
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い亜瀝青炭及び微粉炭火力に適合する比較的灰融点の高い瀝青炭を利用した多炭種

適用試験を行う。 

(ⅴ)総合評価 

 実証試験運転や設備点検・保守の実績を取り纏め、経済性を含めた総合的な評価を

行う。 

 

（３）情報収集、支援研究 

 酸素吹 IGCC 実証試験をより効率良く実施するため、以下に示す情報収集、支援研

究を行う。 

 

(a)酸素吹 IGCC に関する情報収集・市場性調査 

 海外における酸素吹 IGCC の技術動向や運用実績について調査を行い、実証試験設

備の詳細仕様や実証試験運転におけるトラブル解決の方向性決定等に役立てる。また、

GUA(Gasification Users Association)等の国際会議および国内の会議等で関連情報

の収集を行う。さらに、商用化に向けた国内外における酸素吹 IGCC の市場性調査等

を実施する。 

 

(b)CO2 分離・回収型 IGFC 実証試験に向けた情報収集 

 酸素吹 IGCC 実証試験後に予定している CO2 分離・回収型 IGFC 実証試験に向け、燃

料電池及び精密ガス精製技術について情報収集を行う。情報収集の結果を基に CO2 分

離・回収型 IGFC 実証試験で検証すべき発電システムについて検討を行う。 

 

(c)プラント性能解析及び支援研究 

 試運転により得られた各種データを基にプラント性能について解析・評価を行う。

必要に応じ、運用性向上或いはトラブル解決に必要な要素試験等の支援研究を行う。 

 

 

２－１－１－２．CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証 

 

（１）CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証 

①システム基本性能の検証 

(a)CO2 分離回収設備の設計・製作・据付 

図 2-4 に CO2 分離回収設備の基本仕様と実証試験設備概要を示す。実証試験設備を

発電プラントに組み込むに当たっては発電プラント特有の運用性(発電負荷変動や燃

料性状変化への対応)を考慮して設備を設計する必要がある。また、CO2 分離回収によ

る発電効率へのマイナス影響を最小化すべく、排熱回収やユーティリティ削減の可否

を検証可能な試験設備とする必要がある。 

既設 IGCC に実証プラント規模の CO2 分離回収設備を追加設置する取組は世界的に

も前例が少なく、参考となる設計情報も限られることから、上記留意点を十分に考慮

した上で設備設計を行う。 

 

実証規模 IGCC ガスからの CO2 回収率 15%相当 

(定格ガス量：16,250m3N/h) 

CO2 吸収再生方式 物理吸収方式 

CO シフト方式 スイートシフト方式 

IGCC 設備ガス精製吸収塔出口ガス抜出し 
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基本性能 CO2回収効率(※)90%以上、回収したCO2の純度は99%

以上 

  

 
 

図 2-4 CO2 分離・回収型 IGCC 実証設備概要 

 

(b)基本特性確認および運転パラメータ最適化 

CO2 分離回収設備は、「CO2 回収効率 90%以上」、「回収 CO2 純度 99%以上」を指標と

して設計される。ただし、これら指標は現段階で法的要求事項として定められている

ものではなく、また実用化段階でどのような水準が求められるかを見通すことは困難

である。従って、以下の試験を実施し、CO2 回収効率や回収 CO2 純度について、これ

ら指標の前後の値となる運転条件において各々のケースでどのような発電効率とな

るか関係を把握し、商用プラントにおける最適設計および運用指針策定のベースとな

るデータを得る。 

 (ⅰ) プロセス基本特性データの取得 

大型実証プラント規模における定格条件での運転を行い、CO2 回収効率や回収 CO2

純度、熱物質収支(マスヒートバランス)、ユーティリティ使用量等の基本特性デ

ータを取得し、計画性能との比較、乖離要因の分析を行う。 

(ⅱ) CO シフト設備における条件変化試験 

シフト蒸気量低減試験や触媒活性の温度依存性評価等を実施する。 

(ⅲ) CO2 吸収再生設備における条件変化試験 

吸収液循環量(吸収塔 L/G 比)、フラッシュドラム圧力の影響評価や吸収液温度

依存性評価等を実施する。 

 

(c)発電効率影響評価 

CCS に係る費用を低減するためには CO2 分離回収に伴う発電効率の低下を出来る

だけ抑制し、効率低下による燃料費増嵩を抑えることが重要である。 
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実証試験で取得したプロセス基本特性および条件変化試験における最適運用条件検

討結果を踏まえ、別途構築する CO2 分離･回収型 IGCC システムのシミュレーションモ

デルにおいて発電効率評価を実施し、商用段階での送電端効率について評価する。 

 

②プラント運用性・信頼性の検証 

発電プラントに CO2 分離回収設備を組み合わせたシステムにおいて、変動する各種

運転条件に対して長期間安定的にプラント運用が可能であることを実証するために、

約 1年に亘る実証試験を通じて、負荷変動や原料ガス組成等の運転条件の変動、触媒

性能低下や不純物の蓄積等経年的な状況変化においても安定的に設備を運用できる

ことを確認、また、設備のメンテナンス作業を通じて適切な点検方法や点検頻度等を

検討し、設備の設計や運転保守(O&M)方法の妥当性を検証する。 

 

③経済性の検証 

CCS の本格導入に向けては CCS の経済的デメリットとなる CO2 分離回収コストを現

状推定値(=4,000 円台/ton-CO2)よりも大幅に縮減することが必要である。実証試験を

通じて得たデータに基づく各種評価結果、費用実績等を踏まえ、将来的に商用規模の

CO2 分離・回収型 IGCC システムを実用化する場合の CO2 分離回収コスト(円/ton-CO2)

について評価を実施する。 

 

④ その他調査 

 CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証研究をより効率よく効果的に実施するため、以下

に示す調査を実施する。 

(a)基本特性確認試験 

実証試験設備の設計および試験計画の立案に必要なデータを取得すべく、必要に応

じて触媒や吸収液の基本特性試験をラボレベルで実施する。 

(b)情報収集 

IGCC からの CO2 分離回収技術について国内外で実施されているパイロット試験、実

証試験を中心に動向調査を実施し、状況に応じて設備設計や試験計画への反映を適宜

行う。 

酸素吹 IGCC と CCS を組み合わせたパッケージとしての石炭ガス化複合発電技術確

立の為、CCS 事業の状況調査を実施する。 

海外展開も見据えて、関連する政策、規制、技術開発、他プロジェクト動向等に関

する調査を実施する。 

 

（２）低温作動型サワーシフト触媒実証研究 

（日立製作所と大崎クールジェンの共同研究） 

①サワーシフト触媒実証試験設備の設計製作据付 

(a)低温作動型シフト触媒の概要 

CO シフト反応は発熱反応であるため、反応温

度が低いほど CO から CO2 への平衡転化率は高く

なる。実機では、触媒層を通過するガスは反応熱

により加熱され、ある温度でそれ以上反応が進行

しなくなり平衡状態となる。触媒層へ導入するガ

ス温度と水蒸気供給量を変えたときの、平衡転化

率を図 2-5 に示す。水蒸気供給量を増加すると、

反応物質が増えるため、理論転化率も上昇する。

図 2-5 シフト反応の特徴 
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高温

水蒸気供給量

*
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論
転

化
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＊平衡状態における
CO→CO2転化率

反応温度低温化によ
り水蒸気供給量低減
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また、上述したように、触媒へ導入するガスの温度が低いほど平衡転化率は上昇する｡

この原理に基づき、蒸気添加量の低減を目的として、低温で高い活性を有し、低温運

用による平衡上のメリットによりシフト蒸気削減余地を生み出すことを可能とする

触媒を開発した。先に実施した「物理吸収法におけるサワーシフト反応最適化研究」

(平成 23～25 年度)では、CO2 分離回収システム付設による発電効率低下を抑制するこ

とを目的として、シフト反応用蒸気の低減可能性を触媒上への炭素析出、及び耐久性

といった触媒健全性の観点から評価した。その結果、シフト反応用蒸気低減を目的に

開発された低温作動型触媒において、反応用蒸気を従来よりも 25%低減した条件にて

1,000 時間初期性能が維持されることが確認された。更に、開発触媒を新設商用 IGCC

に適用することで送電端効率 40%(HHV)程度を達成できる見通しを得た。 

 

(b)サワーシフト触媒実証試験設備 

サワーシフト触媒実証設備のシステム構成を図 2-6 に示す。   

前プロジェクトではシフト反応器は単段構成であったのに対し、本プロジェクトで

は実機運用方式である多段(2 段)構成とする。既設 IGCC の水洗塔出口から抽気した生

成ガスと所内生成のシフト蒸気を混合した際、合流後のガスが露点を下回らないよう

に蒸気加温器で予備加熱する。蒸気合流後の生成ガスを所定の触媒入口温度となるよ

うに電気加熱器で調整した後、No.1 シフト反応器に供給する。シフト反応後のガスは

冷却器にて冷却、その後冷却過程で生成したドレンをドレン捕集器で除去する。ドレ

ン除去後のガスを再度蒸気、電気加熱器にて加熱し、ガス温度を No.2 反応器入口温

度に調節した後、No.2 シフト反応器に供給する構成とする。 

 

凝縮水
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反応器

ガス冷却器

ﾄﾞﾚﾝ捕集器

電気加熱器
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冷却水

生成ガス

シフトガス
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反応器
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図 2-6 サワーシフト触媒実証試験設備システム構成 

 

②低温作動型シフト触媒の長時間実証試験（㈱日立製作所、大崎クールジェン㈱） 

低温作動型サワーシフト触媒の長時間実証試験を実施し、触媒性能の経時変化を評

価する。 

長時間の触媒性能維持を目標に掲げているが、例えば設備製作の工期遅れや実証試

験中の触媒試験設備又は上流プラントの想定外のトラブルによる実証試験期間の短

縮等で目標期間の性能維持が確認できない可能性がある。このような課題に対し、模

擬ガスを用いた要素試験による長時間連続試験により触媒の経時劣化挙動と触媒の
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組成や物性変化等の関係を把握し、物性や触媒組成データから触媒寿命を予測する手

法を確立して臨む予定である。 

 

 

２－１－１－３．CO2 分離・回収型酸素吹 IGFC 実証計画 

 

CO2 分離・回収型 IGCC プラントに燃料電池を組み合わせた場合の、システムの検

証およびプラントの耐久性・信頼性を検証する必要がある。検証するシステムは表 2-7

の通りとし、その他、CO2 分離回収無しの IGFC で必要な、ガスクリーンアップ技術の

パイロット試験を実施する計画である。 

 

表 2-7 実証試験システム計画概要 

燃料電池 固体酸化物形燃料電池（SOFC） 

実証規模 1MW 級ユニット×２台 

システム概要 

 CO2 分離・回収型 IGCC 設備の CO2 分離後の水素リッチガ

スを分岐し、SOFC に導入する。 

 IGCC 脱硫後、CO2 分離前の石炭ガス化ガスを分岐し、ガ

スクリーンアップ技術の実証試験を行う。 

 

実証システム計画の概略系統を図 2-7 に示す。IGFC に適用する燃料電池としては、

作動温度が高く、ガスタービンとの組合せが可能で、CO と H2 を主成分とする石炭ガ

ス化ガスを利用でき、また、IGFC への適用を考える場合、高効率化の観点から高圧化

への対応が可能であることが望ましいことから、燃料電池は高温高圧プロセスに適す

る「固体酸化物形燃料電池（SOFC）」を採用する計画である。 

SOFC は現在、メーカーにおいて、250kW 級モジュールが市場導入前の段階であり、

また、1MW 級ユニット（600kW 級×2モジュール）の開発が実施される予定で、その成

果を第３段階での SOFC 実証試験システムユニットへ反映する計画である。 

実証規模は「1MW 級ユニット×２台」とし、現況で SOFC ユニットの単機での最大

規模は 1MW 級 であり、SOFC の大容量化は、1MW 級ユニットを並列で使用する形で対

応することを計画している。SOFC を並列で使用する場合に対して、燃料供給の制御と、

発電電力の集電の確認が必要であるが、これは、2 つのユニットの並列運転にて確認

および技術を確立することで、3つ以上の並列運転への拡張は可能である。 
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図 2-7 実証試験システムの計画系統 

 

 

試験は、石炭ガス化ガスから CO2 を分離した後の水素リッチガスを SOFC ユニット

に導入して行う。試験により、運用性と信頼性を把握する。 

 

 合わせて、CO2 分離回収設備と燃料電池の協調運転を確立する。CO2 分離回収設備

の運転条件の変化による燃料電池への燃料ガスの変動への対応等を確認する。 

 また、石炭火力発電の最高効率を達成する IGFC（CO2 分離無し）を念頭に、IGCC

での脱硫後のガスを直接燃料電池に導入するために必要な、燃料電池被毒成分を対象

とするガスクリーンアップ技術検証のため、IGCC ガス精製設備出口からのガスを用い

て試験ループ系統にて燃料電池被毒成分吸着材への通ガス試験を行う。 

 上述の実証試験の成果より、CO2 分離・回収型 IGFC 商用機（500MW 級）を想定した

システム検討を行い、送電端効率 47%（HHV）程度の達成可否の見通しを得る。 

 更に、大型 IGFC 技術開発に向けた課題を整理する。 
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２－１－２．資金配分 

 

２－１－２－１．酸素吹 IGCC 実証 

 

石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業は、総合科学技術会議および産業構造審議会

の事前評価を経て、経済産業省補助事業として、平成 24 年度から開始し、平成 28 年

度より NEDO 助成事業へ引き継がれている。 

第１段階は、平成 24 年度から平成 30 年度までの期間を予定しており、酸素吹 IGCC

実証試験設備の設計および建設を行い、平成 29 年 3 月から実証試験を開始した。工

程及び事業費の年度展開を表 2-8 に示す。 

本事業の総事業費は、平成 26 年度から新規に発注を行うものについて競争入札を

実施したことに加え、一部設備の仕様の詳細精査、現地工事の最適化等により、総事

業費を削減、約 840 億円となる見込みである。 

大崎クールジェンと出資会社である中国電力及び電源開発との間で研究委託契約

を締結し、実証事業費のうち補助金(補助率:1/3)を除いた 2/3 については両出資会社

からの分担金で賄い実証事業を確実に遂行する。 

 

表 2-8 第 1 段階 酸素吹 IGCC 実証事業の工程および事業費計画 
【億円】

事業費（億円） 41.1 183.0 194.1 183.9 183.0 60.9 57.0 903.0

補助額(億円) 13.7 61.0 64.7 61.3 61.0 20.3 19.0 301.0

事業費（億円） 41.2 210.0 187.1 173.0 115.4 48.0 62.0 836.7

補助額(億円) 13.7 70.0 62.4 57.7 38.5 16.0 20.7 278.9

平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

第1段階
酸素吹IGCC実証
（助成率：1/3） 実

施
内
容

年度
平成24年度
(2012年度)

平成25年度
(2013年度)

当初

現状

平成29年度
(2017年度)

平成30年度
(2018年度)

合計

実証試験酸素吹IGCC詳細設計・建設

H25.3着工

工事設計 土木・建築工事

総合

試運転

単体

試運転据付工事設計・製作

H26.6 着工 H27.10受電
H28.7ガス化炉火入

信頼性確認、多炭種対応他

 
※ 「現状」欄は平成 27 年度まで実績額を記載している。 

 

２－１－２－２．CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証 

CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証の研究開発費を表 2-9 に示す。 

第 2段階の総事業費は約 275 億円を見込んでいる。建設工程の進捗に合わせ予算の

年度展開を見直しているが、総事業費に変更はない。 

CO2 分離・回収型 IGCC 実証研究の開発費用と低温作動型サワーシフト触媒研究の大

崎クールジェン分については、出資会社である中国電力株式会社及び電源開発株式会

社と大崎クールジェン㈱の間で研究委託契約を締結し、実証事業費のうち助成金（補

助率 2/3）を除いた 1/3 については両出資会社から負担金で賄い実証研究を確実に実

施する。 

また、低温作動型サワーシフト触媒研究の㈱日立製作所分については、実証事業費

のうち補助金（補助率 2/3）を除いた 1/3 については自社負担金で賄い実証試験研究

を確実に実施する。 
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表 2-9 第 2 段階 CO2 分離・回収型 IGCC 実証事業の工程および事業費計画 

事業費（億円） 17.7 53.1 55.8 72.0 76.4 275.0

OCG分 17.6 52.9 55.7 71.8 76.2 274.2

日立分 0.1 0.2 0.1 0.2 0.2 0.8

補助額(億円) 11.8 35.4 37.2 48.0 50.9 183.3

事業費（億円） 4.7 43.3 71.1 99.4 56.5 275.0

OCG分 4.6 43.2 71.0 99.3 56.2 274.3

日立分 0.1 0.2 0.1 0.2 0.2 0.8

補助額(億円) 3.1 28.9 47.4 66.3 37.7 183.3

合計年度
平成28年度
(2016年度)

・CO2分離・回収IGCCシス

テム実証

平成29年度
(2017年度)

平成30年度
(2018年度)

平成31年度
(2019年度)

平成32年度
(2020年度)

第2段階
CO2分離・回収型

IGCC実証
(助成率：2/3）

当初

現状

実
施
内
容

・既存設備改造
・CO2分離・回収IGCC実証試験設備の設

計・製作・建設

実証試験CO2分離・回収詳細設計・建設

 
 

 

２－２．研究開発の実施体制 

 

２－２－１．酸素吹 IGCC 実証 

 

 本研究開発の実施体制は図 2-8 のとおりである。本事業を実施することを目的とし

て、中国電力と電源開発の共同出資により大崎クールジェンが設立され、事業実施者

となっている。 

中国電力が自社の発電所敷地、発電所の付帯設備を提供し、電源開発はこれまでの

技術開発で得られた技術ノウハウ等を提供する。 

また、中国電力と電源開発は、本プロジェクトに係る基礎的研究開発を行い技術的

なサポートを行っている。 

本事業は、酸素吹 IGCC について、事業用火力発電設備としての実用化へ向けた最

終段階の検証を行うものであり、検証された技術の普及促進の観点からも酸素吹 IGCC

が実用化した場合にその運用を行うと想定される電気事業者が主体となり事業を実

施することが望ましい。 

 
図 2-8 第一段階 研究開発実施体制 
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プロジェクトリーダーは、RUN 毎に試運転調整会議や技術課題検討会議を実施し、

プロジェクトの状況や成果と課題を把握するとともに、プロジェクト計画や工程に反

映させるとともに、第三者の学識経験者による技術検討委員会を３回/年程度、及び

試運転・実証試験評価検討会をそれぞれ３回/年程度開催し、実施計画、進捗状況の

確認、実施結果の評価を受けるとともに、実証試験においてトラブルが発生した場合

に解決策等の指導・助言を適宜プロジェクトに反映させている。 

 

２－２－２．CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証 

 

 本研究開発の実施体制は、図 2-9 のとおりである。 

CO2 分離・回収型 IGCC 実証研究と低温作動型サワーシフト触媒研究で構成され、前

者と後者の研究のため設備建設とその運営を大崎クールジェン株式会社が実施し、後

者の研究のうち、基本設計を日立製作所が実施する。 

 
 

図 2-9 第 2 段階 研究開発実施体制 

 

 

２－３．研究開発の運営管理 

 

（１）運営 

本事業の運営は図 2-10 の体制で実施している。 
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図 2-10 研究開発運営体制 

 

なお、平成 25 年度の行政事業レビュー（秋のレビュー）において、本実証事業に

ついては、PDCA サイクルが十分に機能しているとは言い難く、「第三者の専門家を入

れた国によるコスト検証の仕組みの導入などによるコスト削減を図るべきではない

か。」との指摘を踏まえ、「コスト検証委員会」（非公開）を設置し、平成 26 年度以降

の毎年の補助金交付決定前（1～3月）に、国として、第三者によるコスト検証を実施

している。 

補助金交付決定を受けるにあたって、第三者によるコスト検証委員会で実施体制、

コスト削減、事業計画について検証が実施され、全体として妥当との判断を受けてい

る。 

 

（２） 技術評価体制 

第三者の学識経験者で構成される「技術検討委員会」（非公開）において、事業実

施計画、事業進捗状況の確認、事業実施結果の評価に加え、実証試験においてトラブ

ルが発生した場合に解決策等の指導・助言を受けることで、より効果的に実証事業を

遂行している。 

 

２－４．研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

 

（１）実用化に向けた取組 

本事業は、石炭火力の低炭素化を達成するため不可欠なものであり、事業終了後

の早期商用展開に向け、実証試験目標の確実な達成を目指し NEDO の支援の下、必要

な資源を投入していく。早期普及拡大によるコスト低減を目指して成果を積極的に

公開するとともに、知財の実施許諾や技術提携等を含めた横展開を図る。あわせて、

発電用途のみならず多用途利用も視野に入れ、有効性を PR することで酸素吹石炭ガ

ス化技術の普及拡大を図る。 
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長期エネルギー需給見通しの実現に向けて、石炭火力においては、現在の USC を

超える低炭素化技術が求められている。さらに、近年、中国、インド等の石炭需要

の拡大により高品位炭の可採年数が急激に減少している背景を受け、今後は低品位

炭への需要拡大が見込まれ、高効率で多炭種対応性に優れる酸素吹石炭ガス化技術

のニーズが高まると想定している。 

本事業終了後、事業実施者の親会社である電源開発・中国電力は本事業の完遂成

果を将来の低炭素石炭火力として導入を目指す。続いて、他の電気事業者等に対し

ても導入を働きかける。 

※電源開発・中国電力は、多くの石炭火力（設備出力両社計：10,964MW、国内石炭

火力発電の約 24%:平成 28 年度時点）を保有している。 

また、国内の商用機運転実績を背景に、海外市場に対して「高効率化、CO2 削減等」

の従来石炭火力との優位性をアピールし、低廉な低品位炭に適した発電方式として、

今後、電力需要が拡大し、石炭火力発電の普及拡大が見込まれるアジア・大洋州を

中心に海外普及を図る。 

具体的には、電力、肥料向け等、相手国のニーズの把握、技術の優位性・信頼性

について理解を促進するため実証試験の成果を積極的に発表・PR する等、相手国と

の交流を図る。従来から、今後の国際展開を見据え、アメリカ・オーストラリア等

での国際会議において、プロジェクトの概要や進捗状況について発表、産炭国であ

るオーストラリアのメディア視察受入を行っており、今後も継続的に行っていくほ

か、親会社とも協調しながら、産炭国に加え石炭輸入国（台湾等）等の海外電力会

社および電力技術者の見学受入を積極的に実施していくこととしており、JICA 研修

事業の一環としてモンゴルやミャンマー等の電力技術者の受入を実施している。 

また、相手国のニーズにより本技術の特長を活かした設計・建設に加え、実証試

験等を通じて培った運用・管理を含むシステム提案を行うことで、我が国独自の高

性能酸素吹石炭ガス化技術と、我が国が誇る O＆M技術をパッケージ化し、官民一体

（メーカー含む）となったオールジャパン体制でのインフラシステム輸出につなげ

るべく、国の政策へ貢献していく。 

 

（２）実用化に向けた知財戦略 

本事業で得られる知的財産としては、「ガス化炉等のスケールアップにおける最適

化などのプラント設計上の基本技術的な知的財産」、「IGCC 発電プラントとしてのオ

ペレーション・メンテナンスなどの運用面に関する知的財産」が考えられる。 

オペレーション・メンテナンスなどの運用面に関する知的財産については、ノウ

ハウ化（秘匿化）することで、競合他社への優位性を確保する方が有益である場合

も考えられるため、本事業にて得られる知的財産については、プロジェクトに関す

る各メーカーと、将来的な事業展開に活用できるような知財協定を締結し、その内

容に応じて特許化またはノウハウ化（秘匿化）を行い、国際展開を図る。また、現

状において、IGCC 設備として国際標準（ISO）化はされていないが、IGCC の技術を

促進することによって、ディファクトスタンダード化を目指し、国際展開を図る。 

具体的には、国内において、他の電力事業者やメーカーなどへの展開を図るため

に、成果報告会等における情報提供・共有などを積極的に行うとともに、今後の事

業進展に合わせて更なる普及展開策を図っていく。本事業において得られる知財は、

他企業等からの要望に応じて、実施許諾や技術提携等による積極的な横展開を図っ

ていく。 

海外においては、今後、石炭火力の普及が見込まれるアジア・大洋州を中心とし

て展開していくことを考えており、相手国のニーズを把握しつつ、オールジャパン
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でシステムインフラ輸出を実現しようとする動きを見ながら、国際特許を含め、対

象国における戦略的な知財の取得に取り組み、国際競争力を確保する。 

また、本実証事業において今後発生する知的財産に関しては、大崎クールジェン

内に知財担当窓口を設置した上で、両親会社（中国電力、電源開発）の知財管理部

門と一体となって、特許管理、知財の横展開を実施する。 

 

図 2-11 本事業における知財戦略 
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３．情勢変化への対応 

 

石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業開始（平成 24 年度）以降、下記のような情

勢変化があり、本実証事業の重要性が一層強くなったと考えられる。 

 

３－１．エネルギー基本計画 

平成 26 年 4 月 11 日に閣議決定された新しい「エネルギー基本計画」の中で、石炭

は、温室効果ガスの排出量が大きいという問題はあるが、安定供給性や経済性に優れ

た重要なベースロード電源の燃料として再評価されている。 

第１段階で実証する IGCC は、「発電効率を大きく向上させることで発電量当たりの

温室効果ガス排出量を抜本的に低下させる高効率化技術として開発をさらに進め

る。」とされている。 

その他、日本の政策等における IGCC の重要な位置づけについて表 2-10 に示す。 

 

表 2-10 日本の政策等における IGCC の位置づけ 
日本の政策等 記載内容（抜粋等） 

科学技術基本計画 
（平成 23 年 8月 19 日 閣議決定） 

「グリーンイノベーションの推進」の中で、石炭ガス化複合発

電等と二酸化炭素の回収及び貯留を組み合わせたゼロエミッ

ション石炭火力の実現に向けた研究開発等の取組を推進する。 

科学技術イノベーション総合

戦略 2015 

～未来創造に向けたイノベー

ションの懸け橋～ 
（平成 27 年 6月 19 日 閣議決定） 

重点的取組「高効率かつ高効率かつクリーンな革新的発電・

燃焼技術の実現」 において、2030 年までの成果目標が以下の

とおり記載されている。 

・2020 年代に先進超々臨界圧火力発電と高効率・高信頼性石

炭ガス化複合発電を実用化し、輸出促進 

・2030 年代に石炭ガス化燃料電池複合発電を実用化 

・2020 年頃までに二酸化炭素分離・回収・貯留技術を実用化 

平成 27 年度科学技術重要施策

アクションプラン対象施策の

特定について 
（平成 26 年 9月 19 日  

総合科学技術・イノベーション会

議） 

＜高効率化かつクリーンな石炭火力発電の実現＞ 

本施策では、究極の高効率石炭火力発電技術である石炭火力

発電技術である IGFC と CO2 分離・回収技術を組み合わせた革

新的低炭素石炭火力発電の実現を目指す。そのための取組とし

て、IGFC の基幹技術である酸素吹 IGCC を確立させるべく、信

頼性、耐久性、高効率性、経済性等を実証する。 

環境エネルギー技術革新計画 
（平成 25 年 9月 13 日  

総合科学技術会議） 

「2030 年頃までに実用化が見込まれる技術」として、高効率

石炭火力の更なる高度化と CCS 技術との組合せが記載されて

おり、各技術項目のロードマップ等の「1．高効率石炭火力」

の中で、IGCC および IGFC が記載されている。さらに、「10．

二酸化炭素回収・貯留(CCS)」では、火力発電システムとのイ

ンターフェースの確保が重要とされている。 

エネルギー関係技術開発ロー

ドマップについて 
（平成 26 年 12 月 経済産業省） 

技術ロードマップ「9.高効率石炭火力発電」で IGCC の記載

あり。 

次世代火力発電に係る技術ロ

ードマップ 
（平成 28 年 6月 経済産業省） 

2030 年度に向けた取組の中心となる技術として、酸素吹 IGCC

を 2018 年度頃技術確立、IGFC を 2025 年度頃技術確立、量産

後従来機並みの発電単価を実現することとの記載あり。 

2030 年度以降を見据えた取組に係る技術として、物理吸収法

によるCO2分離回収技術を2020年頃技術確立、回収コスト2000

円台/t-CO2 を実現との記載あり。 
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３－２．電力システム改革 

電気事業の自由化は、卸電力自由化は 1995 年より、小売供給自由化は 2000 年の大

口需要家を対象に実施されて以降、段階的に実施されており、事業者としても自由化

範囲拡大を念頭に競争力（安定性、経済性、環境性）のある電源の開発が必要だとい

う認識のもと、安定供給性や経済性に優れた石炭火力の更なる効率向上を目指し、本

事業を立ち上げ、推進してきている。 

現在、国が進めている電力システム改革において、2016 年に小売全面自由化、2018

年～2020 年目途に小売料金規制撤廃の法整備がなされている。電力自由化に向けては、

競争力のある電源を確保するため、各分野の事業者が多くの石炭火力の新増設を計画

中である。安全性、経済性、安定供給性とともに環境性、いわゆる３E+S は我が国の

エネルギー政策の基本であり、環境性に優れた本技術の早期実用化が一層重要になっ

てくる。

３－３．海外における石炭火力発電を取り巻く情勢 

2015 年 12 月開催予定の気候変動枠組条約締約国会議（COP21）において京都議定書

に代わる温室効果ガス排出削減等のための新たな国際枠組みとして「パリ協定」が採

択され、主要排出国を含むすべての国が削減目標を 5 年ごとに提出・更新すること、

その実施状況を報告し、レビューを受けることが合意された。また世界共通の長期目

標として、気温上昇を 2℃より十分低く保持すること、1.5℃に抑える努力を追及する

ことにも言及された。世界的に環境負荷低減に向けた規制が厳しくなってきている。 

米国においては、2013 年 6 月にオバマ大統領が「オバマ大統領気候変動計画（米国）」

を発表、その中で石炭火力発電にとっては CCS を設置しなければ現状達成が困難なレ

ベルの CO2 排出基準（環境保護庁規制案：約 0.499kg-CO2/kWh）の制定が検討されて

いる。またイギリスにおいては排出原単位基準（EPS）が制定され、新設の場合は設

備の CO2 排出原単位 0.45kg-CO2/kWh という規制値が、カナダにおいては新設の石炭

火力発電所、経済的耐用年数に達した古い発電所を対象に 0.42kg-CO2/kWh の排出基

準が課されており、CCS 設備を備えない新規石炭火力は建設が困難な状況にある。 

さらに米英は、平成 26 年 4 月 OECD 輸出信用に関する国際ルールを決める OECD 輸

出信用会合で石炭火力向けの輸出信用の原則禁止を共同提案した。 

それに対し、日本は石炭火力に頼らざるをえない国が多い中、高効率化こそが現実

的な気候変動対策であると主張、平成 27 年 11 月、石炭火力向け支援に関する見直し

案として、高効率石炭火力向けの支援は継続するが低効率の石炭火力向けの支援を制

限することで合意した。 

今後経済発展を進める新興国、途上国がその増大する電力需要に応えるためには、

一定程度石炭火力発電プラントの新増設・リプレースに依存せざるをえないことは明

らかであり、こうした中、新興国では公的金融支援がなければ、高効率な石炭火力発

電プラントよりも低コストながら低効率な発電プラントが導入されることになり、

CO2 排出抑制の観点からはむしろ望ましくない結果となる恐れがあることが懸念され

ている。 

こうした CO2 排出規制の強化に向けた検討の動きがある中、米国政権がトランプ大

統領に交代し、気候変動に関する政策変更が明らかになっているものの、長期的な視

点に立てば、世界的に気候変動への対策が強化されていくことは避けられないと考え

られる。エネルギー資源の大半を輸入に頼る我が国においては、安定供給性やコスト

の面で優れたエネルギー源である石炭火力は今後も必要不可欠な存在であり、今後も
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その役割を継続的に果たしつつ環境影響を抑制していくためには、高効率の石炭火力

発電を利用していく必要がある。 

また、アジアなどにおいて LNG（液化天然ガス）はいまだ高価格であり、経済発展

を進める新興国、途上国がその増大する電力需要に応えるためには、主に自国産の低

廉な石炭を使った火力発電に頼らざるを得ない国も多いこと、さらに、これまで IGCC

や CCS の開発を推進してきた米国や欧州において、前者では、シェールガス革命によ

り、後者では再生可能エネルギーの大量導入により、高効率石炭火力の開発・導入が

停滞している状況下において、日本で IGCC や CO2 分離・回収型 IGCC,IGFC の開発を

進めることは、低廉な低品位炭に適した発電方式として、今後、電力需要が拡大する

アジア・大洋州を中心に海外普及が望め、世界的な CO2 排出削減に貢献できることか

ら、重要である。 

 

４．中間評価結果への対応 

 

平成２３年度 総合技術科学会議 

事前評価コメント 対処方針 

国際競争力を確保することが重要で

あることから、可能な限り事業期間を

短縮していくことを検討する必要が

ある。  

本事業設備建設については、建設工程会議

（月１度程度）に加え、週間工程会議を開

催して、工事状況を全関係者で把握し、円

滑かつ早期の工事実施を図っている。 

実証試験については、信頼性の検証試験（長

時間耐久試験）を実証初期に行うこと等に

より、実用化の見通しを早期に得るように

するほか、複数の技術実証をまとめて行う

など、早期実用化に向けて鋭意取組を進め

ている。 

第 2 段階移行評価を行う中間評価の

具体的な評価項目、実施時期・方法、

評価結果の事業見直しへの反映手順

等について、全体の事業計画の中で明

確に位置付ける必要がある。  

第２段階の事業開始直前である本年度に、

中間評価を実施している。 

なお、H26～27 年度に事業実施者の親会社が

FS （NEDO 事業として）を実施し、実証を行

う CO2 分離・回収方式や規模等の実証計画

を取り纏め、技術検討委員会に諮った。石

炭火力として備えるべき運用性、信頼性を

有する CO2 分離・回収型 IGCC を構築し、商

用化の目途を得ること、さらに CO2 を回収

しても微粉炭火力並みの発電効率を達成す

ることが実証に値すると判断した。 

経済産業省においては、今後、実証事

業の実施にあたって、全体計画の妥当

性や技術的課題について的確な評価

が行われるよう対応を検討していく

ことが求められる。 

 

本事業の中間･終了時評価については、概ね

3年ごと（直近では、第２段階・第３段階を

開始する直前である、平成 27 年度・29年度）

に開催される産業構造審議会 評価 WG 等の

場において評価を行うこととし、『経済産業

省技術評価指針に基づく標準的評価項目・
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評価基準（平成 25 年 4月、平成 27 年 4月）』

に基づき評価を実施する。 

事業者が実施する、外部有識者による技術

検討委員会をこれまでに計 12 回開催し、委

員の意見・助言を踏まえ、設備計画や実証

試験内容に反映している。 

平成２４年度 産業構造審議会事前評価 

事前評価コメント 対処方針 

今後、海外に事業展開をするために

も、研究開発成果の帰属にどのように

マネジメントしていくのかという知

財戦略を始めのうちに明確に定める

べき。 

今後発生する知財に関しては、大崎クール

ジェン内に知財担当窓口を設置した上で、

両親会社（電源開発、中国電力）の知財管

理部門と一体となって、特許管理、知財の

横展開していく。 

親会社である中国電力、電源開発、および

設備メーカーと当社との間で、本事業に関

する知財協定を締結している他、プロジェ

クトの実施意義を最大限に高めるため、

「OCG プロジェクト推進会議」を年 1、2

回程度開催し、酸素吹 IGCC の商用化・事

業化に関する情報交換等を行っている。 

この事業は究極的な技術開発を目指

しており、長期的な視点で見る必要が

ある。日本が一番独占できる方向に持

って行くためには、燃料電池の熱利用

や冷却に関する技術開発等も前もっ

て取り組むなど、第３段階までの見通

しを早急につけるべき。  

親会社で、以下の IGFC に関する検証を行

っている。 

○ EAGLE Step1（平成 14～18 年度）

ガス精製設備の性能評価を実施

○ NEDO 「IGFC 向け石炭ガス化ガスの

クリーンナップ要素研究」（平成 24～

26 年度） 

○ NEDO 「燃料電池向け石炭ガスクリー

ンナップ技術適用性調査」（平成 26

年度） 

○ NEDO 「燃料電池向け石炭ガスクリー

ンナップ技術要素研究」（平成 27 年度

～） 

平成２５年度 総合科学技術会議フォローアップ 

事前評価コメント 対処方針 

必要な分析を行い、コストも考慮して

研究開発を進めていると認められる

が、初期コストの低減に向けて取組を

進める必要がある。 

市場や海外での技術開発の動向を継

コスト評価のベースとなる実証試験設備

コストについて、競争入札、仕様の詳細精

査、現地工事の最適化等により事業開始時

点より削減を図っている。 
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続的に把握し、競争力・採算性の詳細

な分析を進め、コスト等に関する適切

な目標の設定や見直しを行い、研究開

発実施内容に反映させることが求め

られる。 

今後、実証試験において、技術開発による

コストダウン効果やランニングコスト等

の評価を実施し、競争力や採算性の詳細な

分析を行う。 

事業状況に応じ、売電収入の取扱いを

踏まえた国の予算計画を中間評価に

適切に反映させることが望まれる。 

補助金適正化法等に則り、適切に処理する

スキームを引き続き構築中。 

先進国では CO2 排出規制が強化され

ており、石炭火力発電システムの導入

時には CO2 分離・回収技術との組み

合わせが必須になりつつある。 

 

本プロジェクトの第 2段階の CO2 分

離・回収型 IGCC を想定した、競争力

強化方策を含む市場戦略を具体化す

る必要がある。 

相手国との交流を図り、相手国の電力ニー

ズ等の把握を行っている。 

今後の国際展開を見据え、アメリカ・オー

ストラリア等での国際会議において、プロ

ジェクトの概要や進捗状況について発表

を行った。また、産炭国であるオーストラ

リアのメディア視察受入を行っており、今

後も継続的に行っていく。そのほか、親会

社とも協調しながら、産炭国に加え石炭輸

入国（台湾等）等の海外電力会社および電

力技術者の見学受け入れを積極的に実施

していくこととしており、JICA 研修事業

の一環としてモンゴルやミャンマー等の

電力技術者の受入を実施している。 

酸素吹ガス化は燃料成分濃度が高いため、

合成燃料製造等の化学分野と電力との組

み合わせで展開を図っていく。 

 

平成２７年度 中間評価 

産業構造審議会 産業技術環境分科会 研究開発・評価小委員会評価ワーキングルー

プ 

ワーキンググループコメント コメントに対する対処方針 

海外市場を含めて非常に重要な技術

であることから、今後もしっかりと海

外の動向を把握し、研究計画に反映す

ること。 

従前より海外動向を把握しながら、事業を

実施しているが、引き続きこの取組を継続

し、必要に応じて研究計画に反映する。 

親会社との連携が非常に重要であり、

特に事業者（電力会社）のみならず、

メーカーも成果普及に関わることが

できるような知財の所有等について、

今後も親会社と連携して取り組むこ

と。 

 

プロジェクトに関する各メーカーと、将来

的な事業展開に活用できるように知財権

の実施及び実施許諾等の取扱いを定める

知財協定を締結し、発電用途及び発電以外

の用途向けの成果普及について、メーカー

が関わる事ができる体制を構築する。成果

普及にあたっては、知財の共有先でもある

両親会社と連携して取り組む体制を継続
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している。 

第 2段階については特に費用対効果

をよく意識し、研究計画に反映してい

くこと。 

第 2段階の研究計画については、エネルギ

ー関係技術開発ロードマップ（2014 年 12

月）に示す費用原単位（2020 年代で 2,000

円台/t-CO2）を商用段階のベンチマークと

して、引き続き費用対効果を検証しなが

ら、必要に応じて研究計画に反映してい

く。 

平成２７年度 中間評価 

総合科学技術・イノベーション会議 評価専門調査会 

区分 指摘事項概論 対応方針 

事業戦略 

・海外の動向を把握し、研

究計画に反映

・石炭ガス化炉、IGCC、CO2 分離・回収等

に関する最新技術動向調査を実施してい

る。

・酸素吹の用途を開拓、空

気吹との役割分担を含め

た展開戦略を立案

・酸素吹ガス化炉の優位性、多用途化等も

見据えた事業展開戦略の検討を行う。

・海外での事業採算性の検

討

・海外案件発掘を見据えた酸素吹石炭ガス

化炉の事業採算性の検討を行う。 

・酸素吹ＩＧＣＣとＣＣＳ

を組合せたパッケージと

しての石炭ガス化複合発

電技術確立

・CCS 技術の情報収集のため、苫小牧 CCS

事業等の状況調査を実施している。

・CO2 液化、輸送、貯留技術の調査を実施

する。

知財戦略 

・事業者（電力会社）、メ

ーカーも成果普及ができ

るような知財の所有等に

関する取組

・第 2段階含め EPC メーカーと知財協定を

締結する。 

・知財管理体制を構築した。

・海外との協力関係構築や

第３国による技術盗用へ

の防衛策等を含めた知財

戦略を立案

・海外における知財戦略を検討する。

経済性 

・商用機を想定した酸素製

造コスト削減のための方

策検討

・酸素製造技術の最新動向を調査する。 

・イニシャルコスト、ラン

ニングコストの縮減、及

び高い送電端効率の追求 

・実証試験結果を踏まえ、商用化を検討

する。 

・第２段階については特に

費用対効果を意識し、研

究計画に反映

・CO2 分離・回収技術の最新動向を調査

している。 

・第 2段階事業実施を通じて、コスト縮
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減、効率向上手法を検討する。 

第３段階

に向けて 

・燃料電池メーカー等と連

携し、酸素吹ＩＧＣＣへ

の燃料電池の組み入れが

実施できるよう研究開発

を加速 

・IGFC 関連技術の最新動向を調査する。 

・第３段階に向けた調査研究及び概念設

計を実施する。 

 

５．評価に関する事項 

 

 以下に本プロジェクトに係る評価の履歴を示す。 

 

○総合科学技術会議（第 101 回） 

 実施時期：平成 23 年 12 月 

（評価専門調査会：10 月、12 月 評価検討会：10 月、11 月） 

○産業構造審議会 産業技術分科会 第 58 回評価小委員会 

 実施時期：平成 25 年 3 月 

（評価検討会：平成 24 年 12 月、平成 25 年 1 月） 

○総合科学技術会議 評価専門調査会（第 103 回） 

 実施時期：平成 25 年 11 月 

（評価専門調査会：5月 フォローアップ検討会：7月） 

○産業構造審議会 産業技術環境分科会 研究開発・評価小委員会ワーキンググル

ープ 

 実施時期：平成 27 年 8 月 

（評価検討会：6月、7月） 

○総合科学技術・イノベーション会議（第 14 回） 

 実施時期：平成 27 年 12 月 

（評価専門調査会：9月、11 月 評価検討会：10 月） 

 

【評価委員】 

○総合科学技術会議（第 101 回）評価検討会評価委員 

 

奥村 直樹  総合科学技術会議 議員 

松橋 隆治  評価専門調査会 専門委員 

伊藤 恵子  評価専門調査会 専門委員 

中杉 修身  評価専門調査会 専門委員 

君島 真仁  芝浦工業大学 システム理工学部 機械制御システム学科 教授 

佐藤 義久  大同大学 工学部 電気電子工学科 教授 

松村 幾敏  JX 日鉱日石エネルギー 顧問 

吉識 晴夫  帝京平成大学 健康メディカル学部 教授 

 

○産業構造審議会 産業技術分科会 評価検討会 
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堤 敦司 東京大学 エネルギー工学連携研究センター 教授 

内山 洋司 筑波大学大学院 システム情報工学研究科 リスク工学専攻 教授 

尾崎 和弘 電気事業連合会 技術開発部長 

東嶋 和子 サイエンス・ジャーナリスト

村岡 元司 株式会社ＮＴＴデータ経営研究所

社会・環境戦略コンサルティング本部 本部長 パートナー

○総合科学技術会議評価専門調査会（第 103 回）評価委員（フォローアップ検討会）

久間 和生 評価専門調査会 会長 

竹中 章二 株式会社東芝執行役常務待遇 スマートコミュニティ事業統括部 

首席技監 

松橋 隆治 東京大学大学院工学系研究科 電気系工学専攻教授 

君島 真仁 芝浦工業大学 システム理工学部 機械制御システム学科 教授 

松村 幾敏 元 JX 日鉱日石エネルギー 顧問 

吉識 晴夫 東京大学名誉教授 

○産業構造審議会 産業技術環境分科会 中間評価検討会

堤 敦司 東京大学 生産技術研究所 

エネルギー工学連携研究センター特任教授

内山 洋司 筑波大学 名誉教授

梅田 健司 電気事業連合会 技術開発部長

東嶋 和子 サイエンス・ジャーナリスト

藤井 俊英 電気事業連合会 技術開発部長

村岡 元司 株式会社ＮＴＴデータ経営研究所

社会・環境戦略コンサルティング本部 本部長 パートナー

○総合科学技術・イノベーション会議（第 14 回）評価検討会評価委員

久間 和生 総合科学技術・イノベーション会議議員 

原山 優子 総合科学技術・イノベーション会議議員 

菱沼 祐一 東京ガス株式会社 燃料電池事業推進部長 

松橋 隆治 東京大学大学院 工学系研究科 教授 

岡崎 健 東京工業大学 ソリューション研究機構 特命教授 

岡崎 照夫 日鉄住金総研株式会社 調査研究事業部 環境エネルギー部長 

佐藤 義久 東京工業大学 原子炉工学研究所 非常勤講師 

竹内 純子 特定非営利活動法人 国際環境経済研究所 理事・主席研究員 

巽 孝夫 国際石油開発帝石株式会社 経営企画本部 

事業企画ユニット シニアコーディネーター 

田中 加奈子 国立研究開発法人 科学技術振興機構 

低炭素社会戦略センター 主任研究員 

原田 道昭 一般財団法人石炭エネルギーセンター 上席調査役 
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３. 研究開発成果について 

１．事業の全体の成果 

 

１－１．酸素吹 IGCC 実証 

 

 総合試運転が終了した時点で、事業初年度（Ｈ29 年度）に設定した中間目標に対し、

研究開発項目、目標に対する成果と達成度及び課題等を表 3-1 に整理した。 

 達成見込みが十分あると判断しており、今後、さらに良好な試験結果を得られるよ

う取り組んでいく。 

 

表 3-1 酸素吹 IGCC 実証の中間目標（平成 29 年度）および達成状況 

                       ※○達成、△達成見込み（中間）、×未達 

 

総合試運転が終了した時点で、事業最終年度（Ｈ30 年度）に設定した最終目標、研

究開発項目、現状、達成見通しを表 3-2 に整理した。 

 現時点においても、各目標の達成見込みが十分あると判断しており、今後、さらに

良好な試験結果を得られるよう取り組んでいく。 

 

表 3-2 酸素吹 IGCC 実証の最終目標（平成 30 年度）および達成見通し 

研究開発

項目 
現状 

最終目標 

（平成 30年度末） 
達成見通し 

プラント

制御運用

性 

試運転において、当初目

標である負荷変化率 3%/

分の見通しを得た 

事業用火力設備として必

要な運転特性及び制御性

を確認する。 

H28-30 年度の実証運

転を通じて、事業用火

力として必要な運転

特性及び制御性を確

認できる 

設備信頼

性 

IGCC 定格出力まで段階

的に試験を進め、各設備

の性能等を評価した 

商用機において年間利用

率 70%以上の見通しを得

る 

H29年度の実証運転に

おいて長時間耐久試

験を実施し、年間利用

率 70％の見通しが得

られる 

研究開発

項目 

目標 成果 達成度

※ 

今後の課題と解決

方針 

発電効率 

 

送電端効率(HHV):40.5%程度

を達成する 

試運転におけるプ

ラント性能確認に

て、送電端効率

40.8%を確認し、当

初目標を達成した 

○ 

H28-30 年度の実証

試験を通じて、実

績を積上げる 

環境性能 

SOx(O2=16%):8ppm 

NOx(O2=16%):5ppm 

ばいじん(O2=16%):3mg/Nm3

を達成する 

試運転におけるプ

ラント性能確認に

て、目標値以下とな

っていることを確

認し、当初目標を達

成した 

○ 

H28-30 年度の実証

運転を通じて、実

績を積上げる 
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多炭種適

用性 

試運転期間においては、

設計炭１炭種を用いて

適合性を評価した 

灰融点の異なる数種類の

炭種で適合性を確認する 

H30年度に他の設計炭

2炭種を含む数炭種を

用いた運転を実施す

ることで適合性を確

認できる 

経済性 

建設費、保守運転費を確

認中 

商用機において発電原価

が微粉炭火力と同等以下

となる見通しを得る 

実証運転を通じて保

守運用費を検証する

ことで、発電原価が微

粉炭火力と同等以下

となる見通しを得る 

 

 

 

１－２．CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証 

 

 H28 年度は CO2 分離回収設備の設備仕様を決定し、契約手続きを実施した。平成 29

年度の中間目標に対し、成果と達成度及び課題等を表 3-3 に、最終目標の達成見通し

を表 3-4 に整理した。 

 

表 3-3 CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証の中間目標（平成 29 年度）および達成状況 

研究開発項目 目標 成果 達成度 
今後の課題と

解決方針 

CO2 分離・回収型

酸素吹 IGCC 実証

研究 

CO2 分離・回収設

備の詳細設計を

完了する 

詳細設計のため

の基本設計を完

了した 

△ 

H29 年度末に

は詳細設計を

完了する必要

がある 

低温サワーシフ

ト触媒実証研究 

主要機器（制御シ

ステム以外）の詳

細設計を完了す

る 

基本設計を実施

し、システム構

成、機器仕様を

決定した 

△ 

H29 年度には

主要機器の詳

細設計を完了

する必要があ

る 

※○達成、△達成見込み（中間）、×未達 

 

表 3-4 CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証の最終目標（平成 32 年度）および達成見

通し 

研究開発

項目 
現状 

最終目標 

（平成 30年度末） 
達成見通し 

システム

基本性能

の 検 証

（発電効

率） 

基本設計にて目標達

成に向けた設備仕様

を決定し、購入手続き

を実施中 

新設商用機において CO2 を

90%回収しつつ、発電効率 40%

程度の見通しを得る 

H31～H32 年度の実

証運転にて目標効

率を達成の見込み 
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システム

基本性能

の 検 証

（回収効

率・純度） 

基本設計にて目標達

成に向けた設備仕様

を決定し、購入手続き

を実施中 

CO2 分離・回収装置において 

CO2 回収効率 99%以上 

回収 CO2 純度 99%以上 

を達成する 

H31～H32 年度の実

証運転にて、目標

効率・純度を達成

の見込み 

プラント

運用性・

信頼性の

検証 

基本設計にて目標達

成に向けた設備仕様

を決定し、購入手続き

を実施中 

CO2 分離・回収型 IGCC システ

ムの運用手法を確立し、信頼

性を検証する 

H31～H32 年度の実

証運転にて、運用

手法を確立する見

込み 

経済性の

検証 

基本設計にて目標達

成に向けた設備仕様

を決定し、購入手続き

を実施中 

商用機における CO2 分離・回

収の費用原単位を評価する 
H31～H32 年度の実

証運転にて、費用

原単位の評価が得

られる 

低温作動

型サワー

シフト触

媒実証 

実証試験の基本設計

を実施中 
送電端 40%程度を達成可能な

運転条件で、1年程度の性能

維持を確認する 

H31～H32 年度の実

証運転にて、目標

を達成の見込み 

 

 

２．研究開発項目毎の成果 

 

２－１．酸素吹 IGCC 実証 

 

２－１－１．実証試験設備建設 

 

酸素吹 IGCC 実証試験設備は、敷地の大半が造成済みであり、既設の揚運炭設備、

石炭貯蔵設備、上水や軽油等のユーティリティ供給設備、復水器冷却水取放水設備及

び煙突を利用することが可能で、より合理的に実証試験を行うことが出来る中国電力

大崎発電所構内に建設している。（図 3-1） 

また、166MW の酸素吹 IGCC 実証試験設備について、必要な土木・建築工事、機械・

電気・制御装置の設計、製作及び据付工事を行う他、建設した実証試験設備と大崎発

電所既設設備との接続を行っている。 

建設は平成25年3月に着工し、石炭前処理設備、ガス化炉設備、ガス精製設備、複

合発電設備、排水処理設備、空気分離設備に区分して進めた。平成27年度末で、機械・

電気設備の主な大物機器の据付け、単体試運転が完了、平成28年4月からガスタービ

ン点火、同6月に初並列、同7月石炭でのガス化炉火入れを行い、8月より総合試運転

を実施し、平成29年3月から実証試験を開始した。 
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（１）全体設備設計検討 

①地点 

(a)実証試験の実施計画地点 

広島県豊田郡大崎上島町中野 6208 番地 1 

中国電力株式会社 大崎発電所構内 

 

(b)敷地形状 

対象事業実施区域：中国電力大崎発電所敷地面積 約 50 万 m2 

そのうち、実証設備設置予定地 約 5万 m2 

実証試験設備は図 3-1 に示す対象事業実施区域のうち、大崎発電所 1-2 号機の建設

が予定されていた（平成 20 年 6 月に建設計画中止）区域に設置している。 

 
図 3-1 敷地形状図 
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②環境諸元 

(a)ばい煙 

石炭火力発電設備として、最高水準の環境性能を満足するべく、ばい煙諸元を表 3-5

のとおり設定した。 

 

表 3-5 ばい煙諸元 

項目 単位 計画値 環境保全対策 

硫黄酸化物 
排出濃度 ppm 10 湿式化学吸収法および湿式石

灰石石膏法による脱硫 排出量 m3N/h 12 

窒素酸化物 
排出濃度 ppm 6 ガスタービン（GT）低 NOx 燃焼

器および乾式アンモニア接触

還元法による脱硝 排出量 m3N/h 8 

ばいじん 
排出濃度 mg/m3N 5 サイクロン・キャンドル型フィ

ルタによる乾式脱じん 排出量 kg/h 6 

注：排出濃度は乾きガスベースで O2=16%換算値にて示した。 

 

(b)排水 

大崎クールジェン㈱および中国電力が広島県および大崎上島町と締結している「環

境保全に関する協定書」の記載値以下となるようにするとともに、大崎発電所構内か

ら海域へ排出する排水量は、実証設備および大崎発電所からの排水量の合計が日最大

量 650m3/日以下とするよう運用する計画である。 

 

(c)基本計画 

 設備計画として酸素吹 IGCC 商用機には、微粉炭に適合し難い灰融点の低い亜瀝青

炭から灰融点の高い亜瀝青炭までの適用炭種の広さがもとめられるために以下を考

慮した。 

・石炭ガス化方式 

石炭ガス化方式は、ガス化効率が高く、燃料電池を組み合わせた石炭ガス化燃料電

池複合発電（IGFC）による飛躍的な発電効率の向上が期待できるとともに、発電以外

の産業への幅広い分野に適用が期待できる酸素吹方式を採用する。 

酸素吹石炭ガス化方式は石炭のガス化剤に酸素を使用する方式で、石炭ガス化ガス

の主成分が一酸化炭素（CO）と水素（H2）であることから、IGCC 用のみならず IGFC

用または合成燃料・化学原料製造などの多目的用として開発が進められてきた。 

本実証試験では、パイロット試験で開発および検証が進められた EAGLE 炉をスケー

ルアップして、実証規模での検証を行う。 

・炭種 

設計炭は、EAGLE パイロット試験の成果を踏まえ、高効率・安定運用を見込むこと

ができ、かつ各設備の容量計画に用いる炭種とし、表 3-6 に示す A炭、B炭、C炭の 3

炭種とする。特に、EAGLE パイロット試験で豊富なデータを有する B 炭を性能確認炭

とする。 

A 炭： 水分が多く、発熱量が低い炭（亜瀝青炭） 

B 炭： 性能確認炭（亜瀝青炭） 
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C 炭： 硫黄分が高く、灰分が高い炭（瀝青炭） 

 

 

表 3-6 炭種性状一覧表 

 
設計炭 

 性能確認炭  

銘柄 
A 炭 B 炭 C 炭 

項目 ベース 単位 

発熱量 恒湿 MJ/kg 22.6 25.2 27.4 

全水分 到着 % 31.5 27.4 14.5 

水分 恒湿 % 17.6 13.1 9.01 

灰分 恒湿 % 3.0 1.7 6.01 

揮発分 恒湿 % 39.8 42.9 40.70 

固定炭素 恒湿 % 39.6 42.3 45.07 

全硫黄 恒湿 % 0.13 0.12 0.70 

燃料比 恒湿 - 0.99 0.99 1.13 

 

・出力規模 

出力規模は、パイロット試験により得られた知見に基づき、石炭ガス化設備・ガス

精製設備・複合発電設備等全体システムの連携を考慮した適正なスケールアップにつ

いて検討を行い設定した。 

一般的に、ボイラやガス化炉等、一定の容積、圧力条件下で燃焼やガス化などの熱

反応を伴う設備をスケールアップするにあたり、技術開発の設備（パイロット規模）

に対し経験的知見からも 10 倍以内のスケールで実証設備を構築している。 

先行機のスケールアップ実績および本実証機スケールアップ計画を図 3-2 に示す。

実証設備は、スケールアップ実績である EAGLE 炉（150t/d）の 10 倍以内とし、その

中で選定可能な高効率ガスタービン出力を考慮し、石炭処理量を 1,180t/d に設定し

ている。また、実証設備から商用規模へのスケールアップも海外先行機と同程度の比

率とすることが可能である。 

この規模でもっとも高効率な発電システムが実現可能なガスタービンとして、ター

ビン入口温度が 1,300℃級である 100MW 級ガスタービンを採用する。さらに、ガス化

炉ならびにガスタービンの下流に設置する排熱回収ボイラから発生する蒸気流量等

を踏まえ、発電システムとして最適な蒸気タービンを選定した。これにより、大気温

度 5℃においてガスタービン出力は 108MW、蒸気タービン出力は 58MW より、実証設備

の合計出力は 166MW となる。 
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海外先行機とのスケールアップの比較 (石炭処理量) 

GE炉 
パイロット → 実証機 → 実証機 

165ｔ/d 約6倍 1,000ｔ/d 約2.3倍 2,300t/d (Tampa) 

Shell炉 
パイロット → 実証機 

250ｔ/d 約8倍 2,000t/d(Buggenum) 

EAGLE炉 
パイロット → 実証機 (本実証事業) → 商用機 

150ｔ/d 約8倍 1,180t/d 約2.5倍 3,000t/d級 

出典：”Gasfication Technology Status-December 2006 Product ID Number 1012224” 

Electric Power Research Institute （EPRI） 

（参考）国内空気吹先行機のスケールアップ  （石炭処理量） 

勿来IGCC 
パイロット → 実証機 → 商用機 

200ｔ/d 約8.5倍 1,700t/d 約2倍 実証規模の約2倍と想定 

勿来IGCC 出典）日本ガスタービン学会誌 Vol37 N0.2（2009年3月） 

図 3-2 先行機の実績と本実証機のスケールアップ計画 

・基本仕様

実証設備の基本仕様を表 3-7 に示す。

ガス化炉はEAGLE炉をスケールアップした酸素吹一室二段旋回型噴流床ガス化炉で

ある。ガス化炉へ高圧で微粉炭を吹き込むための石炭前処理設備、ガス化用酸素の供

給設備として、深冷分離方式の空気分離設備を設置する。ガス精製設備の方式には、

パイロット試験で検証した湿式化学吸収法および湿式石灰石石膏法を適用する。この

ほか、ガス化炉へ高圧で微粉炭を吹き込むための石炭前処理設備、ガスタービンと蒸

気タービンを組み合わせて高効率発電を実現する複合発電設備、主変圧器のほか、取

放水設備、排水処理設備、燃料設備、グランドフレア等の付属設備などで実証設備を

構成する。これら付属設備の一部は実証試験実施地点の既設発電所の設備を共用する。 
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表 3-7 酸素吹石炭ガス化複合発電実証設備の基本仕様 

主要機器 基本仕様 

石炭前処理設備 微粉炭搬送：差圧搬送制御方式 

石炭ガス化設備 酸素吹一室二段旋回型噴流床方式 

空気分離設備 加圧深冷分離方式 

ガス精製設備 
湿式化学吸収法（MDEA） 

湿式石灰石石膏法 

排熱回収ボイラ(HRSG) 再熱複圧自然循環型 

ガスタービン（GT） 

蒸気タービン（ST） 

1 軸型コンバインドサイクル発電方式 

ガスタービン：開放サイクル型 

蒸気タービン：再熱復水型 

発電機 全閉横置円筒回転界磁形同期発電機 

主変圧器 導油風冷式 

排煙脱硝装置 乾式アンモニア接触還元法 

排水処理設備 
プロセス排水処理設備 

排水処理設備（ドラムブロー水，生活排水処理） 

取放水設備 深層取水（海底取水管方式）／水中放水 

付属設備 

グランドフレア 

軽油サービスタンク 

運炭設備 新設部分：ベルトコンベヤ方式 

運炭設備 既設部分：ベルトコンベヤ方式 

屋内式貯炭場 

軽油タンク 

自然循環式所内ボイラ 

鋼製自立形煙突 

 

注：黄色箇所は、新規建設設備を示す。  
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③全体配置図

(a)計画条件

実証設備の機器配置は図 3-3 に示す通り、大崎発電所 1-2 号機の建設が予定されて

いた区域を含む造成済みの空地を有効に活用するとともに、大崎発電所から燃料の石

炭や上水等のユーティリティの供給を受けることにより、運炭設備および港湾設備等

の新たな建設工事を行わないこととしている。また、煙突および復水器冷却水取放水

設備については、大崎発電所の既設設備を利用することにより、新たに大規模な土地

の造成を行わない計画とする。 

上記理由により、実証設備の機器配置については新規にプラントを計画する場合に

比べて一定の制約が発生するものの、既設設備を最大限活用することによって、設備

費用を極力低減している。 

(b)主要機器配置の考え方

実証試験設備の全体配置は、大崎発電所既設設備の共用、建設工事の円滑化等を考

慮の上、各設備を最適配置し合理化に努めるとともに、関連法規に準拠した離隔距離

確保する。 

・ 設備配置の基本的な考え方は、大型設備であるガス化炉設備およびコンバインド

設備の配置を決定したうえで、その他設備を最適配置する。

・ 既設流用する石炭コンベヤの位置を考慮して石炭前処理設備を配置し、石炭前処

理設備にガス化炉設備を隣接させる。

・ 復水器冷却水取放水設備、開閉所との繋ぎ込みおよび煙突位置を考慮し、コンバ

インド設備を大崎発電所 1-1 号機建屋と隣接する形で配置する。

・ グランドフレア設備については、周辺設備での影響および安全性を考慮して配置

する。

・ 設備の保安区画は「発電用火力電気設備に関する技術基準を定める省令（経済産

業省）」で規定されている設備間距離が保たれるよう配置する。
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設備名 考え方 

  石炭前処理設備 

既設石炭コンベヤを延長して石炭を受入れる計画であることから、石炭コンベヤ延

長距離が最短となり、かつ微粉炭乾燥用排気ダクトの繋ぎ込みを考慮した位置に配

置する。 

  石炭ガス化設備 
石炭前処理設備からの石炭供給距離の短縮化を図るため、排熱回収ボイラ設備

（HRSG）煙道を挟んで石炭前処理設備に隣接して配置する。 

  
ガス精製

設備 

ガス精製設備 

ガス化炉設備および複合発電設備との中間プロセスとなることから、取合い配管が

最短となるようガス化炉設備の南側に配置する。また、可燃性ガスを取扱う設備の

ため、火気取扱設備であるガス化炉、ガスタービンより 8m 以上の離隔距離を確保す

る。 

リサイクルガス系統

設備 

ガス精製設備からの精製ガスをガス化炉設備へ再供給するため、それぞれの設備に

近接するように、道路を挟んで、各設備の西側に配置する。 

硫黄回収系統 
入口側ガスの腐食性が高いため、ガス精製設備から硫黄回収系統までのダクト敷設

距離が短くなるよう、ガス精製設備の北西側（RG 圧縮機の北側）に配置する。 

  
複合発電

設備 

ガスタービン（GT） 

蒸気タービン（ST） 

発電機 

複合発電設備の配置は、ガス精製からの燃焼ガス供給系統、ガスタービン排ガス系

統、循環水系統、主変圧器配置の全体最適化を検討し、実証試験設備の南西位置に

配置する。 

排熱回収ボイラ 

（HRSG） 

HRSG～煙突の繋ぎ込み距離および微粉炭乾燥用排ガスダクト（HRSG～ミル）が最短

となるよう前処理設備の南側に配置する。 

  
排水処理設備 

（新設） 

主としてガス化炉設備とガス精製設備排水を処理することから、両設備近傍となる

ガス精製設備の南西側に設置した。 

  空気分離設備 

他設備との全体バランスを考慮し、ガス精製設備南側に配置する。酸素が支燃性で

あることから、可燃性ガスを扱うガス化炉設備とガス精製設備より 8m 以上の離隔距

離を確保する。 

  電気設備 
主変圧器 開閉所への繋ぎ込みを配慮し、複合発電設備の南側に配置する。 

所内変圧器 IPB 分岐長さが最小となるよう主変圧器の西側に隣接して配置する。 

  付帯設備 

煙突 大崎発電所 煙突外筒を利用して設置する。 

ベントガス処理設備 

（グランドフレア） 

グランドフレアからの熱的影響を考慮し高さのある工作物に対して距離を取った位

置に配置する。 

 

 
 

図 3-3 全体配置図 

リサイクルガス系統設備 

排水処理設備(新設) 

第２段階建設予定地 
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（２）個別設備の詳細検討 

①石炭前処理設備 

図 3-4,3-5 に石炭前処理設備機器配置図および完成写真を示す。石炭は石炭前処

理設備で粉砕乾燥させて微粉炭とし、搬送用媒体として純度 99.5vol%以上の窒素を

用いた差圧搬送によってガス化炉へ供給する。燃料搬送方式には微粉炭と水を混ぜ

たスラリー方式もあるが、同方式はスラリー中水分の蒸発潜熱が大きいため、ガス

化炉の冷ガス効率を高めることができるドライフィード方式を採用する。 

また、ガス化炉および熱回収ボイラ（SGC）を出た生成ガスに含まれるチャーは、

サイクロンおよびチャーフィルタにて加圧下で回収され、N2気流搬送によって、ガ

ス化炉のチャーバーナに供給される。 

 

   
図 3-4 石炭前処理設備機器配置図       図 3-5 石炭前処理設備 

 

②石炭ガス化設備 

ガス化炉について、図 3-6、3-7 に完成写真と断面図を示す。酸素吹一室二段旋回

型噴流床ガス化炉で、ガス化剤は純度 95.0vol%以上の酸素である。 

ガス化炉の炉壁は、水冷管で冷却されており（水冷壁）、高温度に耐えられるよう

設計されているのと同時に、炉内のガス化反応で生じた熱を水冷管で回収して蒸気を

発生させる。温度が特に高いガス化部の内面には耐火材が施工されているが、ガス化

運転中は耐火材表面にスラグが付着し、水冷壁の冷却によって一部が固化し、コーテ

ィング層を形成して耐火材および水冷壁を保護する（スラグコーティング）。 

ガス化炉で生成した高温の石炭ガス化ガス（生成ガス）の顕熱を回収するため、ガ

ス化炉上部の熱回収部および、ガス化炉後段に熱回収ボイラ（SGC）を配置し熱交換

により飽和蒸気を生成、複合発電設備の排熱回収ボイラ（HRSG）で発生する高圧飽和

蒸気と合流後、HRSG 過熱器で過熱され、蒸気タービンへ供給される。 
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図 3-6 石炭ガス化炉     図 3-7 石炭ガス化炉断面図（EAGLE ガス化炉） 

 

③ガス精製設備 

(a)生成ガス精製系統設備 

石炭ガス化設備からガス精製設備（図 3-8 参照）に供給された生成ガスには、硫

化水素（H2S）、残留ダスト、ハロゲン系成分、アンモニア（NH3）等が含まれる。こ

れら成分は、腐食や吸収塔吸収液（MDEA）の劣化要因となる。また、NH3 は、ガス

タービンにおいてフューエル NOx を生成させる。このため、ベンチュリースクラバ

を設置し生成ガス中のダストを除去、棚段式の水洗塔においてハロゲン、NH3 を水

洗除去する。生成ガス中の硫黄分の形態は、硫化水素（H2S）および硫化カルボニル

（COS）である。生成ガスからの硫黄分除去には、パイロット試験で使用実績があ

る触媒による COS 転化方式と湿式化学吸収方式を組み合わせて用いる。吸収塔吸収

液（MDEA）は、H2S を吸収するが COS は吸収しない特性があるので、吸収塔の上流

で COS 加水分解反応（COS + H2O → H2S + CO2）により COS を H2S に転化する。 

COS 転化触媒は、パイロット試験で使用実績がある酸化チタン系触媒を使用する。

この触媒はハロゲンによる被毒に対して比較的耐性のある触媒であるが、ハロゲン

存在下に長時間晒されることにより劣化を生じ得ることから、COS 転化器の信頼性

を優先し、COS 転化器はハロゲンを除去する第一水洗塔下流側に設置する。 

吸収塔で H2S を吸収した吸収液は、再生塔で脱圧、加熱されて H2S を脱離し、脱

離した H2S は硫黄回収系統へ送られ、石膏として固定化、回収される。 

吸収塔出口の精製ガス温度は約 50℃まで低下するため、ガス精製入口ガス／ガス

熱交換器でチャーフィルタ出口ガス（ガス精製入口ガス）と熱交換し、約 340℃ま

で上昇させ、ガスタービン燃焼効率を上昇させ、燃料消費流量低減を図る。 

(b)リサイクルガス系統設備 

ガス精製設備の吸収塔出口精製ガスの一部は、チャーフィルタの逆洗ガス、ガス

化炉および SGC のスートブローガスなどとして利用するため、リサイクルガス圧縮

機でそれぞれの機器に昇圧供給する。 

(c)硫黄回収系統 

図 3-9 に硫黄回収設備を示す。硫黄回収系統は、ガス精製設備の再生塔で脱離さ

れた H2S を含む酸性ガスを受け入れ、再生排ガス処理炉において硫黄分を SO2に酸

化する。燃焼ガスは次工程の硫黄回収吸収塔へ供給する。 

硫黄回収吸収塔の吸収液は高濃度のカルシウムや亜硫酸を含むため、亜硫酸カル
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シウムなどの付着によるスケーリングが運転の障害になる場合がある。このため、

硫黄回収吸収塔には、スケーリングによる運転障害を生じにくいスプレー塔を適用

し、石灰石石膏法により、SO2 を石膏として固定し、脱水機で水分除去し、製品石

膏として回収する。 

再生排ガス処理炉において、SO2の一部は SO3となる。石灰石石膏法では SO3の除

去率が低いことから、湿式電気集じん器により SO3を除去する。 

 

          
  図 3-8 ガス精製設備          図 3-9 硫黄回収設備 

 

④複合発電設備 

図 3-10,3-11 に複合発電設備系統図と完成写真を示す。ガスタービンは 100MW 級 GT

を用いる。燃焼器には分散混合型燃焼器を適用し、燃焼速度の速い燃料ガスに対して、

耐逆火性と低 NOXの両立を可能としている。 

ガス化炉上部熱回収部およびSGC給水はHRSGで予熱された給水が送られる。また、

HRSG への給水は、各設備の蒸気加熱器から回収したドレンで加熱した上で供給する。 

蒸気サイクルは再熱複圧とする。HRSG では、石炭ガス化設備で発生した高圧蒸気を

HRSG で発生した高圧蒸気と混合、過熱器を通過させた後、高圧蒸気タービンへ供給す

る。高圧蒸気タービンを出た蒸気は HRSG で発生した中圧蒸気と混合、再熱器通過後、

中低圧蒸気タービンを駆動し、復水器（真空度 722 mmHg）で冷却され復水となる。ま

た、HRSG は脱硝設備を有し、燃焼ガス中の NOXを低減する。 

 

 

 
図 3-10 複合発電設備系統図      図 3-11 複合発電設備 
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⑤排水処理設備 

図 3-12、3-13 に排水処理フロー図と完成写真を示す。新設するプロセス排水処理

設備は、実証プラントの石炭ガス化設備、生成ガス精製系統、硫黄回収系統で発生す

る、COD、NH3 等を含む IGCC 特有の排水を、排出水基準を満足する水質にまで処理す

るための設備である。 

IGCC 特有の排水に含まれる各対象成分に応じて、凝集沈殿、分解、ろ過、中和処理

等の単位操作を適切に組み合わせた高度排水処理プロセスで除去した後、海域に排出

する。 

 

  
図 3-12  排水処理フロー図        図 3-13 排水処理設備 

 

 なお、比較的清浄度の高いタービン系排水については、既設大崎発電所の排水処理

設備を使用し処理している。 

 

⑥空気分離設備 

図 3-14、3-15 に空気分離設備系統構成と完成写真を示す。大容量空気分離設備で

実績の多い深冷分離方式を採用し、純度 95.0vol%以上の酸素および純度 99.5vol%以

上の窒素を製造する。酸素はガス化炉における酸化剤として、窒素は石炭搬送・チャ

ー搬送用等として供給される。 

ガスタービン燃焼器に低 NOx型の分散混合型燃焼器を採用したことにより、NOx低減

用の窒素噴射が不要となり、また、ガスタービン圧縮機からの抽気が不要なことから、

空気分離設備の空気源としてガスタービン圧縮機抽気は使用しない。これに伴い、空

気源が大気になることから、空気分離設備の運転圧力を低下させ、原料空気圧縮機の

負荷を軽減する。 

低温部での水分、CO2 等の凝結を防止するために、原料空気は吸着塔（モレキュラ

ーシーブス吸着器）で凝結分除去の前処理を行う。寒冷発生源には空気昇圧膨張ター

ビンを適用する。 
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図 3-14 深冷分離方式系統構成      図 3-15 空気分離設備 

 

（３）EAGLE 成果による設計反映事項 

実証試験設備の設計にあたり、EAGLE パイロット試験の成果を最大限反映してお

り、実証試験においてこれらについて検証する。主な反映事項について、表 3-8 に

整理する。 

 

 

表 3-8  EAGLE 成果による設計反映事項 

設備 項目 内容 

石炭前処理設備 微粉炭・チャー搬送方式 ・差圧搬送方式の採用 

石炭ガス化設備 

ガス化炉隔壁部の環境改

善 

・ガス化部隔壁部の正圧化 

・SGC 連通部陣笠の採用（2重化） 

ガス化部温度監視方法 ・可動式熱電対の採用 

スラグタップ保温対策 ・スラグ流下促進ノズルの設置 

鉄スラグ生成対策 ・ガス化部底面の構造変更 

ガス精製設備 腐食防止対策 
・塔槽類及び熱交換器の最適配置 

・適切な材料選定 

複合発電設備 GT 燃焼器燃焼方法 
・燃焼方法改善による環境負荷低 

減 

排水処理設備 排水処理方法 ・ガス精製排水の高度処理 
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（４）製作・据付 

①製作・据付工程 

IGCC実証機の建設は平成25年3月に着工し、石炭前処理設備、ガス化炉設備、ガ

ス精製設備、複合発電設備、排水処理設備、空気分離設備ほか各設備の工事を実施

した（図3-16参照）。大物機器（排熱回収ボイラ、ガス化炉、SGC等）については

工場にて製作し、大崎発電所物揚桟橋にて水切りを行い現地に据付することにより

工程短縮とコスト削減が図られている。なお、建設中の延べ作業人数は約396千人

である。 

 

 

 

 
図 3-16 建設工事スケジュール 

 

 

 

METI 事業期間 NEDO 事業期間 
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②製作・据付状況 

排熱回収ボイラ、ガス化炉の搬入・据付状況を図 3-17，3-18 に示す。 

 

 
図 3-17 排熱回収ボイラ搬入・据付状況 

 

 

 
図 3-18 ガス化炉搬入・据付状況 
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建設段階初期の平成 25 年 4 月 25 日時点及び建設段階末期の平成 29 年 3 月 1 日に

煙突から見た設備全体の写真を図 3-19 に示す。 

 
図 3-19 設備全体写真（煙突より） 

 

建設段階末期の平成29年3月1日に西側から見た設備全体の写真を図3-20に示す。 

 

 
図 3-20 設備全体写真（西側より） 
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（５）試運転状況 

①試運転工程と実績 

表 3-9 に試運転工程とその実績を示す。平成 27 年 11 月の受電以降、機器単体・系

統試運転、連携システム運用調整を目的とした総合試運転を実施した。 

表 3-10 に総合試運転の試験項目と目標、達成状況を示す。総合試運転では、平成

28 年 4 月に軽油によるガスタービン設備試運転を行った。また、6月に送電網との初

並列を行い、発電と送電がともに可能であることを確認した。同年 7月、ガス化炉石

炭投入試験を実施、石炭ガスが生成されることを確認した。 

その後、RUN1 において、ガス化炉で発生した石炭ガスにより GT 通気を行い、ST と

も連携した複合発電方式による発電が可能であることを確認した。また、安全性の確

認のための 25%負荷遮断試験行った。 

RUN2 においては、100%負荷遮断試験を行い、ガス化炉が緊急停止した際においても

ガス閉じ込めに成功し、安全に停止できることを確認した。RUN3 においては、運転特

性を把握しつつ制御パラメータの設定変更を中心とした APS・APC 調整を行い、安定

的な自動運転制御ができることを確認した。RUN4 においては、これまでの試運転実績

を踏まえたガス化炉設備全般の設計レビューや運転管理方法の強化改善を行い、建設

段階の総仕上げとなる設備引き取りに向けた性能確認、引取試験を行い、実証試験を

開始した。 

 

表 3-9 第一段階 単体・総合試運転工程表 

 

 

 

 

METI 事業期間 NEDO 事業期間 
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表 3-10 実証試験項目ごとの主な成果 

試験項目 主要目的 主要試運転実績 

石炭投入

試験 

・石炭、チャー投入

・ガス化炉 INT 試験

・負荷データ取得

・GT 並列、油焚負荷運転

・石炭ガス化起動手順の確立

・ガス化炉 INT 試験正常動作

RUN1 

・ガス化炉 100%負荷

・ガス化炉加圧点火起動

・ST 通気、GT 燃料切替

・2/4 負荷遮断試験

・総合 INT 試験

・所内全停電試験

・グランドフレア燃焼試験

・ガス化炉 100%負荷達成

・石炭ガス化複合発電開始

・GT75%負荷データ採取

・2/4 負荷遮断試験実施

・総合 INT 試験正常動作

・所内全停試験正常動作

・グランドフレア運用手法の確立

RUN2 

・発電機出力 100%運転

・ガス化炉連続運転

・ガス精製他性能試験

・3/4 負荷遮断試験

・4/4 負荷遮断試験

・プラント制御試験（APC）

・GT 燃焼調整

・発電機出力 100%達成

・ガス化炉連続運転達成

・ガス精製、硫黄回収性能試験実施

・3/4 負荷遮断試験実施

・4/4 負荷遮断試験実施

・APC 調整試験

・GT 燃焼調整実施

RUN3 

・ガス化炉 100%負荷運転

・GT 燃焼調整

・全体制御試験（APC・APS）

・プラント性能予備試験

・ガス化炉最適調整運転

・ランバックの正常動作検証

・発電機出力増減負荷目標達成

・APS によるプラント起動自動化検証

RUN4 

・GT-HPT 過速度トリップ試験

・プラント性能確認試験、

負荷試験

・グランドフレア機能確認、

燃焼調整

・GT-HPT 過速度トリップ試験

・プラント性能確認、負荷試験実施

・APS によるプラント停止確認

・グランドフレア燃焼調整試験
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②目標に対する状況

(a)発電効率について

実証試験が H29 年度を通じて行われるため、最終的にはその結果により確定するも

のであるが、これまでの総合試運転を通じて得られた結果は表3-11のとおりである。 

冷ガス効率と発電効率共に、目標値を上回っていることを確認した。更なる効率向

上に向けて取り組んでいく。 

表 3-11 発電効率に関するデータ 

項目 実績 
計画値または 

目標値 
参考 

発電端出力 165.6MW 計画値 165.9MW - 

所内動力 25.3MW 計画値 26.0MW - 

送電端出力 140.3MW 計画値 139.9MW - 

冷ガス効率 82.7% 計画値 82.1% EAGLE 実績 82% 

発電端効率 

（HHV） 
48.1%* 計画値 48.0% - 

送電端効率 

（HHV） 
40.8%* 目標値 40.5% - 

*補正値

(b)環境性能について

これまでの総合試運転で得られた結果として、表 3-12 に煙突入口排ガスばい煙値

を示す。目標値を満足していることから、環境保全対策が効果を上げていることを確

認した。 

表 3-12 煙突入口排ガスばい煙値 

項目 単位 目標値 実績 環境保全対策 

硫 黄 酸 化 物

（SOx） 
排出濃度 ppm 8 <8 

湿式化学吸収法および湿式

石灰石石膏法による脱硫 

窒 素 酸 化 物

(NOx) 
排出濃度 ppm 5 <5 

ガスタービン（GT）低 NOx

燃焼器および乾式アンモニ

ア接触還元法による脱硝

ばいじん 排出濃度 mg/m3N 3 <3 
サイクロン・キャンドル型フ

ィルタによる乾式脱じん

注：排出濃度は乾きガスベースで O2=16%換算値にて示した。 
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(c)プラント制御性・運用性について 

総合試運転を通じ、以下のプラント自動制御試験を実施した。 

・プラント自動制御モード切替、各モード制御安定性の検証 

・発電機出力負荷変化率 3％/分における増減負荷の検証 

・保護機能の検証（増減ブロック、クロスリミット、GT/ガス化炉ランバック） 

 

その結果、目標としている負荷変化率：1～3%/分に対し、負荷変化率 5%/分を達成

できる見込みであり、ならびに安定した制御であることを確認した。プラント自動起

動試験においては、GT 起動～定格負荷までを 18 時間以内（仕様要求）、各ブレークポ

イント毎に自動起動可能であることを確認した。 

今後は負荷変化率の更なる向上、送電端出力制御の実現、通常運用負荷（111～

166MW）の範囲拡大に向けて検討を継続する。 

 

(d)設備信頼性 

平成 29 年 4 月 21 日における、累積の発電時間は約 1,775 時間、発電電力量は約

159,775MWh、石炭ガス化運転時間は約 1,408 時間となっている。また、石炭ガス化連

続運転時間としては、480 時間を達成している。引き続き、長時間耐久試験において

信頼性を確認をする。 

 

(e)多炭種適用性 

試運転期間においては、設計炭であるＢ炭を用いてプラント性能評価した。今後の

実証試験において、灰融点の異なる数種類の炭種で適合性を確認する。 

 

(f)経済性 

これまでの建設にかかった費用の集計および、今後実証試験において運転、保守費

を確認していく計画であり、これらを踏まえて発電原価の算出等、経済性の評価を行

う。 
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２－１－２．実証試験運転 

 

平成 29 年 3 月 28 日から実証試験を実施した。実証試験を開始するにあたっては、

総合試運転の実績を踏まえ、実証試験設備の起動、停止及び通常運転時の操作手順

や異常時の操作手順等について検討を行い、運転に用いる手順書、マニュアル類と

して纏め、安全でより効率的に実証試験運転を行う。また、計画通りに実証試験を

行うために必要な設備点検及び修繕を行う他、設備の耐久性を評価するために必要

な設備点検を行う。設備点検実績から保守コスト算出に必要なデータを得る。実証

試験期間内に行う試験及びその工程を表 3-13 に示す。 

 

（１）基本性能試験 

酸素吹 IGCC 実証試験設備について、各設備の調整を行ったうえで、事業用火力

発電設備としての基本性能（発電効率、環境性能等）を確認する。 

 

（２）信頼性確認試験 

商用機において、従来の石炭火力と同等の年利用率 70%以上の見通しが得られる

ことを目標に、5,000 時間の長時間耐久性確認試験を行う。 

 

（３）多炭種適用試験 

炭種性状適合範囲の確認を行うことを目標に、微粉炭火力に適合し難い灰融点の

低い亜瀝青炭及び微粉炭火力に適合する比較的灰融点の高い瀝青炭を利用した多

炭種適用試験を行う。 

 

（４）プラント制御運用性確認試験 

事業用火力発電設備として必要な運転特性・制御性（出力変化速度：1～3%/分等）

の確認を行うことを目標に運用性確認試験を行う。 

  

（５）実証評価  

実証試験運転や設備点検・保守の実績を取り纏め、経済性を含めて総合評価を行

う。 
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表 3-13 実証試験工程 

基本性能確認
信頼性確認 500H  5,000H

運用制御性確認 点検

中間点検

中間点検後確認試験

多炭種適用性確認

定期事業者検査

運用性向上試験

実証試験評価

年度

月 ３Ｑ ４Ｑ

２８ ２９年度 ３０年度

３ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ

▼実証試験開始

 
 

２－１－３．情報収集、支援研究 

 

（１）世界の石炭ガス化技術の変遷 

石炭ガス化技術の変遷を図 3-21 に示す。図は、石炭ガス化炉の特徴と開発経緯を

大まかな年代別に整理したもので、固定床や流動床の石炭ガス化炉開発は、1925 年の

大正末期にまで遡る。固定床の代表であるルルギ炉は、1925 年から現代に至るまで商

用機として健在であり、その代表格がチェコの Vresova IGCC である。 

現在石炭ガス化技術の主流となっている噴流床ガス化技術は、1950 年代に独のコッ

パース・トチェック炉と米テキサコ炉が開発され、コッパース・トチェック炉はその

後シェル炉とプレンフロー炉として、Buggenum IGCC、Puertollano IGCC で実証され

ている。またテキサコ炉は、名前を GE 炉に変え Tampa IGCC として実証されている。

1975 年代になると米ダウ炉、東独 GSP 炉が開発され、ダウ炉は E-GAS(Conoco)炉とし

て、Wabash River IGCC として実証され、GSP 炉は、GSP(Siemens)炉となっている。 

一方わが国の石炭ガス化技術は、1980 年代に水素製造用として、HYCOL 炉のパイロ

ットプラントを開発し、その後燃料電池用石炭ガス化複合発電パイロットプラントと

して EAGLE に引継がれ、2016 年には石炭処理量 1,180t/d の実証プラントが大崎 IGCC

として運転を開始する予定である。空気吹 IGCC の技術開発は、クリーンコールパワ

ーで国の補助事業として 2007 年度より実証試験を開始、2010 年度に終了（250MW)し、

IGCC 技術の成熟化に向けた検証を 2013 年 3 月に完了し、同年 4月から商用機として

運転を開始し、世界最長の連続運転時間（3,917 時間）を達成している。さらに、福

島県に商用規模（500MW 級）2基の建設計画がある。 
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固定床

流動床

噴流床

適用炭種

石炭投入方式

石炭粒径

ガス化温度、℃

タールの生成

灰分中未燃炭素

粘結炭～微粘結炭

乾式・微粉炭

0.1～3mm

850～1100
可能性あり

少量

ウィンクラー炉

1925 1950 1975 2000

ルルギ炉

テキサコ炉 GE炉

HTW炉

ダウ炉 E-Gas炉

HYCOL炉 EAGLE

GSP炉

U-GAS炉

非粘結炭

乾式・塊炭

5mm

制限なし

乾式/湿式

0.1mm以下

450～1100
あり

少量

1400～1600
なし

微量

ｺｯﾊﾟｰｽ・ﾄﾁｪｯｸ炉

シェル炉

プレンフロ－炉

IGC炉

パイロットプラント

実証、商用プラント

Siemens炉 Taylorville

Wabash

Tampa

Puertllano

Buggenum

Vresova

勿来

大崎ｸｰﾙｼﾞｪﾝ

 
 

図 3-21 石炭ガス化技術の変遷 
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（２）国内外 IGCC 動向調査 

国内外 IGCC 調査結果を表 3-14 に示す。 

 

表 3-14 国内外 IGCC 動向調査結果 
プロジェクト名称 Buggenum Wabash River Tampa Puertollano

ｸﾘｰﾝｺｰﾙﾊﾟﾜｰ
(常磐共同火力)

プロジェクト国 オランダ アメリカ アメリカ スペイン 日本

実証機・商用機の別 2013年4月閉鎖 実証機/商用運転 実証機/商用運転 2015年8月閉鎖 実証機/商用運転

ステータス 閉鎖
商用運転中

（ｱﾝﾓﾆｱプラント転換）
商用運転中 閉鎖 商用運転中

1994年1月～ 1995年10月～ 1996年9月～ 1997年12月～ 2007年9月～2010年6月

1998年1月 1999年12月 2001年9月 2010年7月～2013年3月

商用運転開始日 1998年～2013年4月 2000年～ 2001年～ 1998年～2015年8月 2013年4月～

事業費総額 現地通貨 850Mギルダー 438.2MUS＄ 606.9MUS＄ 110,490Mペセタ 896.4億円

プラント建設費 現地通貨 ― ― ― ― ―

事業費総額 円 510億円 499億円 738億円 884億円 896.4億円

プラント建設費 円 ― ― ― ― ―

為替レート 60円/ギルダー 113.96円/＄ 121.54円/＄ 0.8円/ペセタ ―

補助金額 現地通貨 不明 219.1MUS＄ 151MUS＄ 4,958Mペセタ ―

補助金額 円 補助金あり 250億円 183億円 39.6億円 252.15億円

補助率 ％ 不明 50 24.9 4.48 30

ガス化炉 Shell炉 Dow(E-Gas)炉 GE(Texaco)炉 PRENFLO炉 電中研/三菱炉

概略図

ガス化方式 1室1段 2室2段 1室1段 1室1段 2室2段

石炭供給方式 ドライフィード スラリーフィード スラリーフィード ドライフィード ドライフィード

ガス化炉　炉壁 水冷耐火壁 耐火材 耐火材 水冷耐火壁 水冷耐火壁

ガス化剤 酸素 酸素 酸素 酸素 空気

冷ガス効率 81～76% 81～72% 75～73% 76～74% 77～75%

使用炭種
海外炭 18炭種

高灰溶融点炭は
融点降下剤必要

地元(ｲﾝﾃﾞｨｱﾅ)炭
現在はﾍﾟﾄﾛｺｰｸｽ専焼

地元炭
(Pittsburgh#8他)

現在はﾍﾟﾄﾛｺｰｸｽ混焼

地元高灰分炭と
ﾍﾟﾄﾛｺｰｸｽ混焼

設計炭 中国炭に加え
ｺﾛﾝﾋﾞｱ,ﾛｼｱ,ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ,

米国,ｶﾅﾀﾞ等
合計9炭種

排水処理 蒸発乾固 蒸発乾固 蒸発乾固 蒸発乾固 海域放流

石炭処理量 t/日 2,000 2,600 2,300 2,600 1,700

発電出力(計画値)

発電端(Gross) MW 284 297 315 335 250

送電端(Net) MW 253 262 250 300 220

送電端効率(HHV)

計画 ％ 41.4 37.8 39.7 41.5 40.5

実績 ％ 41.4 39.7 37.5 41.7 40.6

連続運転時間実績 3,291時間 1,848時間 2,500時間程度 954時間程度 3917時間

実証試験期間

生成ガス

微粉炭

微粉炭

クエンチ

ガス

微粉炭

生成ガス

微粉炭

生成ガス

クエンチ

ガス

石炭
スラリー

生成ガス

生成ガス

石炭スラリー
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プロジェクト名称 Edwardsport
Tianjin

(GreenGen)
Kemper Taean

国産酸素吹IGCC

商用機※ 大崎ｸｰﾙｼﾞｪﾝ

プロジェクト国 アメリカ 中国 アメリカ 韓国 日本 日本

実証機・商用機の別 商用機 実証機 商用機 実証機 ― 実証機

ステータス 商用運転中 実証運転中 建設中 実証運転中 ― 実証運転中

－ 2012年12月～ － 2016年8月～ ― 2017年3月～

商用運転開始日 2013年6月～ － 2017年～運転開始予定 － ― ―

事業費総額 現地通貨 3,550MUS＄ 419.6MUS＄ 6.6BUS＄ 1,556Bウォン ― ―

プラント建設費 現地通貨 ― ― ― ― ― ―

事業費総額 円 3,668億円 393億円 5,569億円 1,057億円 ― 895億円

プラント建設費 円 ― ― ― ― ― ―

為替レート 103.34円/＄ 93.57円/＄ 84.38円/＄ 0.0679円/ウォン ― ―

補助金額 現地通貨 593.5MUS＄ 5MUS＄ 270MUS＄ 467Bウォン ― ―

補助金額 円 612.6億円 4.7億円 227.8億円 317.1億円 ― 298.3億円

補助率 ％ 16.7 1.2 4.1 30 ― 33.3

ガス化炉 GE炉
TPRI炉

（HCERI炉）
KBR炉 Shell炉 EAGLE炉 EAGLE炉

概略図

ガス化方式 1室1段 2段2室 高速循環流動床 1室1段

石炭供給方式 スラリーフィード ドライフィード ドライフィード ドライフィード ドライフィード ドライフィード

ガス化炉　炉壁 耐火材 水冷耐火壁 水冷耐火壁 水冷耐火壁 水冷耐火壁

ガス化剤 酸素 酸素 空気 酸素 酸素 酸素

冷ガス効率 75～73% 83～81% 81～76% 83% 82%

使用炭種
インディアナ炭

ミッドウェスタン炭
内モンゴル褐炭

晋城無煙炭
ミシシッピー褐炭 瀝青炭～亜瀝青炭

海外炭
(ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ炭)

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ炭他
(第1段階で4炭種)

排水処理 河川放流 海域放流 ― ― 海域放流 海域放流

石炭処理量 t/日 1.5Mt/年 2,000 13 ,800（褐炭） 2,670 2,400 1,180

発電出力(計画値) ― ―

発電端(Gross) MW 784 265 914 380 369 166

送電端(Net) MW 618 225 582 300 319 140

送電端効率(HHV) ― ―

計画 ％ 38.5 41 28 .1※CO2　65%回収後 42 45 .6 40.5

実績 ％ 未公開 未公開 ― ― ― ―

連続運転時間実績 1,700時間程度 1,900時間程度 ― 2,000時間程度 ― 目標:5,000時間

実証試験期間

1室2段

生成ガス
微粉炭

クエンチ

ガス

生成ガス

微粉炭

クエンチ

ガス

微粉炭

生成ガス

微粉炭

生成ガス

微粉炭

微粉炭

生成ガス石炭スラリー

 
 

※商用機は、大崎クールジェンプロジェクトをスケールアップした場合の試算。 

 

 

（３）酸素吹 IGCC 市場性調査 

商用化に向けた国内外における酸素吹 IGCC の市場性調査を計画し、平成 28 年度

分を実施した。 

 

表 3-15 酸素吹 IGCC 市場性調査項目および内容 

 調査項目 調査内容 

Phase１ 世界全体および国内について、公開文献

や統計情報をもとに IGCC の市場性を調

査 
 世界全体での酸素吹 IGCC（CO2 回収

付き含む）の市場性の傾向を把握 
 国内での IGCC のニーズおよび市場ポ

テンシャルを把握 

 世界の石炭（瀝青炭、亜瀝青炭、褐

炭）の資源量、分布および価格 

 国内・世界の電力市場規模（現況、

将来）、電力価格 

 酸素吹 IGCC から併産可能なプロダ

クト（水素、シンガス、メタノール、

等）に対する需要動向、価格 

 競合技術の動向、商品化に向けたス

テージ・市場普及度 

 環境面、CO2 排出面に関する一般的

な規制動向 

Phase２ Phase 1 の調査をもとに、高い市場性が

見込める有望な地域を候補地域として、 

 専門的な情報の収集、ヒアリング、現

地調査等を実施 

候補地域別に： 

 酸素吹 IGCC に適する石炭の資源

量・分布の詳細、価格 

 電力市場規模（現況、将来）、電力
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 酸素吹 IGCC（CO2 回収付き含む）の市

場性の観点で情報を整理 
価格 

 コストターゲット（イニシャル、ラ

ンニング） 

 酸素吹 IGCC に対するニーズ 

 環境面、CO2 排出面に関する規制動

向 

 酸素吹IGCC導入に係る市場の特徴、

課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-22 Phase１調査例：世界の石炭可採埋蔵量と分布 

 

Phase１の調査結果に基づき、Phase２での調査対象となる、高い市場性が見込め

る有望な地域を選定している。 

 

 

２－２．CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証 

 

２－２－１．CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 研究 

 

CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証試験は、中国電力大崎発電所敷地内に建設が完

了している酸素吹 IGCC 実証試験設備に、新たに建設する CO2 分離回収設備を接続

し実施する。 

平成 28 年度 4月より、設備の仕様検討を開始、平成 28 年度末時点で基本設計は

完了し契約手続きを実施している。 
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（１）設備仕様 

①基本方針 

性能目標として、新設 IGCC 商用機において CO2 を 90％回収しつつ発電効率約 40％

（新設 IGCC、1500℃級ガスタービン採用、送電端、HHV ベース）を達成できる見通し

を得ることを掲げている。CO2 分離回収の実施による発電効率低下の要因としては以

下が挙げられる。 

(a)ガスタービン入口燃料性状の変化(CO が減少し H2 が増加)によりガスタービン

入熱が減少し、ガスタービン出力が低下する。 

(b)上記影響によりガスタービン排気温度が低下し排熱回収ボイラ（HRSG）におけ

る収熱量が低下。蒸気発生量が低下するとともに CO2 分離回収工程で蒸気が消

費されることにより、蒸気タービン入口の蒸気量、蒸気温度が低下し蒸気ター

ビン出力が低下する。 

(c)CO2 分離回収工程における補機動力により所内率が増加し送電端出力が低下す  

る。 

このうち、(b)については CO2 分離回収工程における蒸気の消費量を低減すること

により、(c)については運転パラメータを最適化し CO2 分離回収性能を維持しつつ補

機動力量を低減することにより、発電効率低下の抑制を図ることとする。 

本設備の設計方針は、上記の背景および立地地点の特性を踏まえ、以下の基本方針

にて設計するものとする。 

・ 複合発電設備の蒸気系統からの抽気量を低減すべく、CO シフト工程で発生する

シフト反応熱の有効利用により発生させた蒸気をシフト蒸気として再利用す

る。 

・ 運転パラメータの最適化により補機動力低減の可能性を検証すべく、各機器は

幅広い運転レンジを有するものとする。 

・ 系内で発生した凝縮水・排水は有効利用または焼却処理し系外排出しないこと

とする。 

 

②設備仕様条件 

CO2 回収効率 ：90.0mol％以上とする。 

回収 CO2 純度：99.0mol％(dry ベース)以上とする。  

原料ガス    ：CO2 分離回収設備は IGCC 実証機ガス精製出口ガスを一部分岐し、

原料ガスとして CO2 分離回収設備に供給する。 

H2 リッチガス ：CO2 分離回収設備は CO シフトプロセスおよび CO2 吸収プロセスを

経た処理ガス（H2 リッチガス）を、ガスタービン燃料として所定

の条件に昇温昇圧し、ガス精製出口ガス系統に合流返送する。 

 

表 3-16 CO2 分離回収設備 原料ガス条件 

項目 単位 条件 

定格原料ガス量（wet) m3N/h 16,250 

精製ガス圧力 MPaG 2.74 

精製ガス温度 ℃ 342 
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表 3-17 CO2 分離回収設備 原料ガス組成 

成分 単位 性能計画点 

CO mol%(wet) 56.86 

H2 mol %(wet) 27.98 

CO2 mol %(wet) 3.48 

H2O mol %(wet) 0.42 

N2 mol %(wet) 8.96 

Ar mol %(wet) 1.11 

CH4 mol %(wet) 1.19 

H2S ppm-mol (wet) 
H2S+COS≦23 

COS ppm-mol (wet) 

NH3 ppm-mol (wet) ≦1 

HCN ppm-mol (wet) ≦0.1 

ばいじん mg/m3N(wet) ≦1 

合計 mol %(wet) 100 

 

 

③個別設備設計検討 

(a)CO シフト設備 

CO シフト系統設備は、所定量の炭素を CO2 として回収するために、IGCC 実証機

で発生する H2、CO を主成分とする石炭ガス化ガスの一部を抽気し、水性シフト反

応により CO と H2O を CO2 と H2 に転化する設備である。S吸着器、熱交換器、気液

分離器、シフト反応器、H2 リッチガス圧縮機、凝縮水ドラム、シフト凝縮水ストリ

ッパ、再生蒸気発生器等で構成される。 

シフト反応の触媒としてスイートガスシフト触媒を採用し、コンパクトでより高

い CO 転化率を達成する為に、反応速度の高い高温シフト触媒を前段に配置し、後

段には発熱反応である水性ガスシフト反応の平衡転換率を高めるべく、低温条件で

作動する低温シフト触媒を配置する系統構成としている。 

また、原料ガスには10～20ppm程度の硫化水素および硫化カルボニルを含むため、

シフト触媒の被毒を抑制する為に、前段の S吸着塔で精密脱硫を行う。 

なお、系内で発生した凝縮水・排水を熱交換器及び再生蒸気発生器で加熱し蒸気

として有効利用し無排水化を図るとともに、IGCC 複合発電設備の蒸気抽気量を低減

すべく、CO シフト工程で発生するシフト反応熱の有効利用により発生させた蒸気を

シフト蒸気として再利用し、熱の有効利活用を図る。また、H2 リッチガス昇温の熱

源としてもシフト反応熱を利用する。 
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シフト反応器にて生成されるメタノール、アンモニア等の副生成物の系内濃縮対

策として、シフトガス水洗塔、ストリッパ、焼却設備を設置する。 

図 3-23 CO シフト系統 

(b)CO2 吸収再生設備

CO2 吸収再生系統設備は、CO シフト系統設備から流入する CO2 と H2 を多く含む

ガスから、CO2 を分離回収する設備である。CO2 吸収塔、CO2 フラッシュドラム、物

理吸収液再生塔等から構成される。 

CO シフト系統設備からのガスは、CO2 吸収塔において物理吸収液と接触し、ガス

中の CO2 を選択的に吸収する。 

CO2 を分離された H2 リッチガスは、CO シフト系統設備に返送され H2 ガス圧縮機

によって昇圧され IGCC ガスタービンへ返送される。 

CO2 を分離した物理吸収液は段階的に減圧することで CO2 を放散し、再生・再利

用する。また、物理吸収液中の水分量を制御するために、物理吸収液の一部を物理

吸収液再生塔に送り脱水する。 

図 3-24 CO2 吸収再生系統 
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CO2 吸収液は、改良型の吸収液を採用した。改良型は粘度が低いという物性によ

り低温度での運転が可能となる。“低温化”により CO2 ガスの吸収選択性が高まり、

単位吸収液当たりのCO2溶解度が増加するため吸収液循環量を低減することができ

る。低温化のため吸収液冷却用動力(冷凍機動力)は増加するものの、補機動力全体

では 1割程度の削減が見込める。さらに、設備のコンパクト化も図れる。 

④配置図

図 3-25 配置図 

（２）実証試験工程

「システムの基本性能」、「プラント運用性・信頼性」および「経済性」を検証

すべく、実証試験を図 3-26 の通り計画している。

図 3-26 実証試験スケジュール 
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①パラメータ最適化

パラメータを変化させることにより、最適な運転条件を探索する。単独のパラメ

ータのみを変化させて個別に最適化を図った後、各パラメータを組合せてシステム

全体の最適化を行う。 

②長時間信頼性検証

最適運転条件において、長時間連続運転時の信頼性検証を行う。IGCC の負荷追従

性、触媒活性の経時変化、吸収液の安定性(フォーミング発生状況)等を確認する。 

③炭種影響評価

炭種性状の違いによる性能への影響を確認する。

④性能評価

長期間運用後のプラントにおける性能確認試験を行い、触媒活性や吸収液性能へ

の影響を確認する。 

２－２－２．低温サワーシフト触媒実証研究 

（１）基本運転条件の選定

実証設備の基本設計に先立ち、実証試験条件について検討した。性能計画炭であ

る B炭ガス化後の、第一水洗塔出口ガスが触媒実証設備に流入し、H2O/CO 比

1.2mol/molとなるように水蒸気を添加した後のガス組成における露点は約190℃で

ある。実証試験中の環境変化や上流設備の状態変動による外乱の影響で、一時的に

入口ガス温度が低下する可能性を考慮し、No.1 反応器入口温度は露点から 15℃の

尤度を見込み、205℃とした。No.1 反応器にて平衡状態までシフト反応が進行した

場合、No.2 反応器入口における露点は約 155℃であるため、No.2 反応器入口温度は

当初の計画通り 200℃とした。また、反応器の空間速度(SV:Space Velocity)につい

ては No.1、No.2 でそれぞれ 6,500、2,500Nh-1 とした。これはこれまで実施してき

た要素試験と EAGLE での 1,000h 実証試験結果から実機における触媒の反応速度を

算出し、反応速度を考慮した静特性解析により平衡運転に必要量を算出、更に、触

媒劣化に起因する安全率を考慮して選定した。なお、現在計画している定常シフト

反応時における生成ガス供給量 200m3N/h から、各反応器に充填する触媒量はそれ

ぞれ 48、120L となる。 

表 3-18 サワーシフト触媒実証試験条件 

項目 選定条件

No.1 反応器入口温度(℃) 205 
No.2 反応器入口温度(℃) 200 
No.1 反応器入口 H2O/CO 比(mol/mol) 1.2 
No.1 反応器 SV(Nh-1) 6,500 
No.2 反応器 SV(Nh-1) 2,500 

（２）触媒実証設備のシステム構成

触媒実証設備のシステムフローを図 3-27 に示す。本設備は蒸気加熱器、電気

加熱器、シフト反応器、ガス冷却器、及びドレン捕集器を主要機器として構成され
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る。本体設備のガス精製プロセスの第一水洗塔の出口から生成ガスを一部分岐して

本設備へ供給する。第一水洗塔出口ガスは約 130℃の計画であり、7～10％程度の水

分を含む。抽気口から実証設備入口までの移送時の放熱による温度低下によって、

水分が凝縮するためドレン捕集器 1 でドレンを除去する。ドレンを除去した生成ガ

スは、まず蒸気加熱器で約 160℃まで昇温される。その後、蒸気混合器で反応用蒸

気が添加された後に、電気加熱器 1で No.1 シフト反応器入口温度である 205℃に調

節し、No.1 シフト反応器に供給される。No.1 シフト反応器が平衡運転された場合、

反応器出口でのシフトガス温度は約 470℃となる。本シフトガスはガス冷却器 1に

送られ、200℃まで冷却される。ガス冷却器 1後のガスが放熱の影響等で冷却され

た場合は電気加熱器 2にて 200℃に調節されて No.2 シフト反応器に供給される。

No.2 シフト反応器が平衡運転された場合、反応器出口でのシフトガス温度は約

280℃となる。本シフトガスは冷却器 2で 45℃以下まで冷却され、ドレン捕集器 2

で未反応の水蒸気由来の凝縮水を分離した後、本体設備のガス精製プロセスの第二

水洗塔入口ガスへ合流させる。一方、凝縮水はCO2回収設備用焼却設備へ送られる。

性能確認計画炭である B炭を対象として、定常状態でのマスバランスを計算した結

果を表 3-20 に示す。2段シフトプロセスにおける CO 転化率は 91.3%、COS 転化率は

93.1%、及び HCN 分解率は 100.0%が得られることが分かった。 

 サワーシフト触媒は、シフト反応に供する前に活性化を目的として還元硫化処理

を行う必要がある。前処理方法としては液化 H2S を用いた H2S 硫化方式と常温で液

体である DMDS(ジメチルジスルフィド)を用いた DMDS 硫化方式の 2通りがあるが、

本実証試験では要素試験やEAGLE実証試験で実績のあるH2S硫化方式を主方式とす

る。一方の DMDS 流化方式は、脱硫触媒の硫化においては実績があるがサワーシフ

ト触媒では実績が少ない。しかし、液化 H2S よりも DMDS の方が安全面で管理が容

易であると考えられるため、長時間実証試験終了後に、DMDS 硫化方式の確立を目的

とした追加実証試験を実施可能なプロセスとする。 

 

 



３－３５ 

 

図 3-27 低温作動型サワーシフト触媒実証設備のプロセスフロー 

 

表 3-19 マスバランス計算結果(B 炭, 設備入口温度 30℃) 

 

２－２－３．情報収集 

 

 競合技術及び他プロジェクトの最新動向を把握の為、国内外の CO2 分離･回収型

IGCC に係る技術動向、IGCC からの CO2 分離･回収技術の動向及び CCUS の動向に関

して以下の項目について調査を計画し、H28 年度分を実施した。 

 CO2 分離・回収型 IGCC 動向調査 

・CO2 分離・回収型 IGCC の最新情報把握 

・IGCC と CO2 分離・回収設備との適合性 

CCS 他動向調査 

・CCS プロジェクトの最新動向 

・CCUS の動向及び IGCC との適合性 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

生成ガス 生成ガス 蒸気 生成ガス シフトガス シフトガス シフトガス シフトガス シフトガス シフトガス シフトガス 凝縮水

CO vol% 56.14 56.14 0.00 33.57 33.57 9.92 9.92 9.92 2.94 2.94 3.28 0.10 

H2 vol% 27.63 27.63 0.00 16.52 16.52 40.18 40.18 40.18 47.16 47.16 52.86 0.12 

CO2 vol% 4.78 4.78 0.00 2.86 2.86 26.52 26.52 26.52 33.50 33.50 36.12 11.93 

H2O                     vol% 0.14 0.14 100.00 40.29 40.29 16.62 16.62 16.62 9.64 9.64 0.25 87.13 

N2 vol% 8.86 8.86 0.00 5.30 5.30 5.30 5.30 5.30 5.30 5.30 5.92 0.17 

Ar vol% 1.09 1.09 0.00 0.65 0.65 0.65 0.65 0.65 0.65 0.65 0.73 0.02 

CH4 vol% 1.18 1.18 0.00 0.71 0.71 0.71 0.71 0.71 0.71 0.71 0.79 0.06 

H2S volppm 320 320 0 191 191 205 205 205 207 207 206 212 

COS volppm 28 28 0 17 17 3 3 3 1 1 1 2 

NH3 volppm 1281 1281 0 766 766 804 804 804 805 805 359 4479 

HCN volppm 65 65 0 39 39 0 0 0 0 0 0 0 

温度 ℃ 30.0 160.0 251.0 200.0 205.0 470.8 200.0 200.0 279.2 45.0 45.0 45.0

圧力 MPaG 3.2 3.2 3.92 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2

質量流量 kg/h 192.48 192.48 108.15 300.62 300.62 300.62 300.62 300.62 300.62 300.62 266.54 34.09 

体積流量 m3
N/h 200.0 200.0 134.5 334.5 334.5 334.5 334.5 334.5 334.5 334.5 298.3 36.1 

CO転化率 % 70.5 91.3

COS転化率 % 82.1 93.1

HCN分解率 % 99.5 100.0
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CO2 分離回収技術動向調査 

・CO2 分離回収技術の最新動向及び将来性 

 

（１）Tampa、KemperIGCC 最新状況調査 

 

表 3-20 Tampa、KemperIGCC 最新状況 

  Tampa IGCC Kemper IGCC 

概要  発電端出力 320MW（最大） 、CO220％回

収 

 2015 年度の設備稼働率 78％ 

 Convective Syngas Cooler の細管の詰

りにより、常に 100 日程度でプラント

を停止して 3日間の清掃を実施 

 RTI の実証プロジェクトとして、2014

～2016 年に固体吸着による脱硫（Warm 

Desulfurization Process）*+ CO2 回収

の検証を実施、回収方式は化学吸収法

式、CO2 は大気放出 

 CO220％回収により、燃料ガス中の H2

濃度が 33％から 42％まで上昇。既設 GT

が 60％までは対応可能なため、運転す

る上でのパラメータの変更のみをメー

カーにて実施したとのこと 

 発電端出力 582MW（最大）、524MW（石

炭ガス化ガスのみ）、CO265％回収 

 主要設備は空気吹の流動床ガス化炉

（TRIGTM）2 基、GT2 基、ST1 基、H2S

吸着、 CO2 分離回収設備 2 系列、石

炭乾燥設備 

 CO2 分離回収は H2Sとの 2段回収方式

を採用 

 現在、片系毎の試運転を実施中、2017

年の第一四半期中に商用運転開始予

定 

 パイロット装置から石炭供給量で100

倍程度の大幅なスケールアップをし

ているが、現状では重大な問題は起き

ていないとのこと 

 試運転で分離回収した CO2 について、

CO2 井からの CO2と合わせて EOR 利用

を開始している 

 

（２）CO2 の有効利用に関する調査 

日本における炭酸ガス生産量は約 120 万 t 程度で推移しており、液化炭酸ガスが

約 60％、ドライアイスが約 40％。液化炭酸ガスは溶接用が約半数 、次いで飲料用

が 15％前後となっている。炭酸ガスは、用途によって品質を変えず、最も厳しい飲

料用に併せて品質規格を定め、製造している。 

炭酸ガス原料の主な仕入れ先は、従前は石油精製工場が約 50％、アンモニア製造

工場が約 30％であったが、石油精製工場の統廃合、アンモニア製造工場の相次ぐ閉

鎖により、原料が不足している。日本ではタンクローリー(10t 程度)で輸送してい

るが、長距離輸送が増えることで運送費が高騰している。 

 

表 3-21 炭酸ガス品質例 

 

 

・純度 99.95%以上 

・約 30 の分析項目で基準値以下であること 

・無色の気体で臭いがなく、水中で濁りが無く、異常な味が無い 
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３．成果の普及 

 

プロジェクトの進捗にあわせて、見学対応、ホームページ（日本語、英語）やプロ

ジェクトガイド（広報誌）を通じたプロジェクトの情報発信を実施。さらに地元の高

等専門学校との「発電所内 3D 案内システム共同研究開発」などを通して、本事業の

理解普及活動を実施している。 

 

（１）見学者対応 

平成 29 年 3 月末までの実績：3,096 名 

 

（２）地元とのコミュニケーション 

第 1回大崎上島町産業文化祭すみれ祭り説明パネル出展(平成 26 年 2 月) 

 第 2 回大崎上島町産業文化祭すみれ祭り説明パネル出展(平成 27 年 2 月) 

 第 3 回大崎上島町産業文化祭すみれ祭り説明パネル出展(平成 28 年 2 月) 

 第 4 回大崎上島町産業文化祭すみれ祭り説明パネル出展(平成 29 年 2 月) 

 

（３）発電所内 3D 案内システム共同研究開発 

地元大崎上島町の独立行政法人国立高等専門学校機構広島商船高等専門学校と共

同で、「発電所内 3D 案内システム共同研究開発」を実施。3D グラフィクスで実証試験

発電所を再現し、タブレット端末などを使い、あたかも発電所内を歩いて見学してい

るかのように体験できる「見学対応システム」、IGCC 設備の配置を瞬時に検索できる

「機器検索システム」を開発した。 

 

４．知的財産の確保に向けた取組 

 

本事業の実施に必要な知財は、前身の EAGLE プロジェクト等において出願（40 件）

している。本事業開始以降、建設段階であった為、新たな知財は得られていないが、

今後実証運転に移行し、知財が創出された場合は速やかに特許出願を行う。 
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４. 成果の実用化に向けての見通し及び取組について 

 

１ 本事業における実用化について 

 

（１） 実用化の内容 

酸素吹 IGCC 実証が終了する 2018 年度（平成 30 年度）以降、既に天然ガス焚で実

用化している 1500℃級ガスタービンを酸素吹 IGCC プラントに適用することにより、

商用規模(500MW 相当)で送電端効率（HHV):46%程度の酸素吹 IGCC が商用化される。 

CO2 分離・回収型 IGCC 実証が終了する 2020 年度(平成 32 年度）以降、低炭素を目

指した高効率の CO2 分離・回収型石炭火力技術が確立し、CO2 貯留技術の開発成果を

組み合わせることで送電端効率 40％程度の石炭火力且つ CO2 排出量の大幅削減が可

能な CO2 分離・回収型 IGCC プラントが商用化される。 

CO2 分離・回収型 IGFC 実証が終了する 2021 年度（平成 33 年度）以降、追加の技術

開発や別途開発が進んでいる GTFC の技術開発成果を活用することで、2025 年頃に商

用規模で送電端効率 55%（HHV)程度の IGFC に向けた、中小型 IGFC 技術が確立される。

さらに燃料電池や GTFC の技術開発進展に応じて CO2 分離・回収型 IGFC プラントが商

用化される。 

本実証事業により確立した技術を国内のみならずアジア・大洋州諸国を中心とした

海外へ輸出することで我が国の産業力強化に資すると共に、輸出先の国々における

CO2 排出量の抑制に貢献することが出来る。 

 

 

（２）実用化の実施者等 

本事業終了後、事業実施者の親会社である電源開発・中国電力は本事業の成果を将

来の低炭素石炭火力として導入を図るべく新設・リプレースでの導入を目指す。続い

て、他の電気事業者等が導入していくことが考えられる。 

*中国電力・電源開発は多くの石炭火力（設備出力両社計:10,964MW、国内石炭火

力の約 24％、平成 28 年時点）を保有している。 

また、国内の商用機運転実績を背景に、海外市場において「高効率化、CO2 削減等」

の従来石炭火力に対する優位性をアピールし、低廉な低品位炭に適した発電方式とし

て、今後、電力需要が拡大し、石炭火力発電の普及拡大が見込まれるアジア・大洋州

を中心に海外普及を図る。特に、CO2 分離・回収型 IGCC/IGFC については、CO2 貯留

技術が実用化さている国（オーストラリア等）において普及を図る。 

具体的には、電力、肥料向け等、相手国のニーズの把握、技術の優位性・信頼性に

ついて理解を促進するため実証試験の成果を積極的に発表・PR する等、相手国との交

流を図る。従来から、今後の国際展開を見据え、アメリカ・オーストラリア等での国

際会議において、プロジェクトの概要や進捗状況について発表、産炭国であるオース

トラリアのメディア視察受入を行っており、今後も継続的に行っていくほか、親会社

とも協調しながら、産炭国に加え石炭輸入国（台湾等）等の海外電力会社および電力

技術者の見学受入や発表・PR 活動を積極的に実施していくこととしており、JICA 研

修事業の一環としてモンゴルやミャンマー等の電力技術者を受入れた他、ウクライナ、

インド、台湾などの電力関係者の受入を実施している。 

また、相手国のニーズにより本技術の特長を活かした設計・建設に加え、実証試験

等を通じて培った運用・管理を含むシステム提案を行うことで、我が国独自の高性能

酸素吹石炭ガス化技術と、我が国が誇る O＆M 技術をパッケージ化し、官民一体（メ

ーカー含む）となったオールジャパン体制でのインフラシステム輸出につなげるべく、
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国の政策へ貢献していく。 
 

２．実用化に向けた取組 

 

（１） 研究開発の動機 

石炭資源は、エネルギーセキュリティーと経済性の両面で優れた燃料であるが、

地球環境との親和性が求められている。酸素吹石炭ガス化技術は、このニーズへの

回答の一つとして、燃料電池との組み合わせによる飛躍的な発電効率の向上のほか、

CO2 分離・回収、水素製造、石油代替燃料製造等、幅広い可能性を有している。 

中国電力と電源開発は、電源構成上の石炭比率が高く、地球温暖化問題に対応し

た石炭の有効利用・高度利用という関心を共有することから、本実証事業の実施に

至ったものである。 

実施にあたっては、電源開発が国および NEDO の支援を受けて研究開発してきた、

多目的石炭ガス製造技術（EAGLE：Coal Energy Application for Gas Liquid & 

Electricity）の成果を活用し、中国電力大崎発電所構内で実証試験設備の建設、

実証試験を効率的に進めるために、中国電力と電源開発の共同出資により大崎クー

ルジェンを設立したものである。 

なお 2015 年 12 月に気候変動枠組条約締約国会議（COP21）において、パリ協定

が採択され、世界的に環境負荷低減の方向性が固まってきた中、CO2 削減策に対す

る多様なアプローチをしていく必要があり、本事業は、エネルギーロスの少ない CO2 

分離・回収型 IGFC の確立を目的とするものであり、CCS チェーンのなかでも最も

重要な基盤技術である発電からの CO2 分離・回収技術の大幅な効率向上とコスト低

減に寄与できる。 

 

（２） 事業として成功すると考えた理由 

IGFC の基盤技術となる酸素吹 IGCC の核である酸素吹ガス化炉（EAGLE 炉）は、独

自の 1室 2段旋回流方式により世界最高水準の冷ガス効率を達成する他、多炭種適用

性、信頼性の点で海外の先行ガス化炉を凌駕することが期待できることから、実用化

した場合には世界的に普及を拡大していくことが望める。さらに、酸素吹 IGCC では、

燃焼前の石炭ガスから効率よく CO2 を回収できるため、革新的低炭素石炭火力の実現

に不可欠な発電技術である。 

また、高効率石炭火力発電から更に CO2 排出を削減するには、CO2 分離・回収が不

可欠であるが、CO2 を分離する為のエネルギー損失による発電効率の著しい低下が課

題である。一方、本事業で検証する CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC は、高圧・高濃度

の CO2 を対象に高圧プロセスで優位な物理吸収法を用いて効率的に CO2 を分離し、

IGCC システムとの最適化を目指しており、本システムが検証されれば CO2 回収による

エネルギー損失を抑え、CO2 分離・回収をしていない微粉炭火力と同等（送電端効率

（HHV）：40%程度）の発電効率を持つ CO2 分離・回収型 IGCC の見通しを得ることがで

きる。 

加えて、平成 33 年度までの CO2 分離・回収型 IGFC 実証において、小型 IGFC 技術

を実証し、国が別途実施する GTFC の技術開発成果等を活用した場合、商用規模 CO2

回収率 90%の条件で 47%程度（送電端効率（HHV）の発電効率達成の見通しを得ること

ができる。 

 

① EAGLE 酸素吹ガス化技術の海外酸素吹ガス化技術に対する優位性 

EAGLE 酸素吹技術は、海外の酸素吹技術に対して、(a)発電効率（冷ガス効率）の高
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さ、(b)低品位炭（亜瀝青炭や褐炭）を中心とした適合炭種の広さ、(c)高度な排水処

理技術、(d)幅広い産業用途への活用の面で優位性がある。 

 

(a)発電効率（冷ガス効率）の高さ 

１室１段方式を用いている海外の酸素吹ガス化炉は、ガス化部全体をガス化および

灰の溶融に必要な温度域まで上げなくてはいけない。海外の IGCC が対象としている

亜瀝青炭は、ガス化に必要な温度域は比較的低いが、灰の溶融温度はそれよりも高く、

灰の溶融点が温度律速となっている。すなわち、ガス化部全体を高温にするために石

炭の燃焼割合が増え、熱損失が大きくなり冷ガス効率が低下する。 

一方 EAGLE 炉は、1 室 2 段旋回流方式を採用していることから、ガス化部の中で温

度勾配を設けることができるため、灰を溶融する部分だけを高温度とすることができ、

ガス化炉内での石炭の燃焼割合は海外と比べて少なく、冷ガス効率を高くすることが

できる。また、海外 IGCC でガス化炉の炉壁に耐火材を用いているプロジェクトと比

較して、EAGLE 炉では水冷耐火壁を採用しており耐火壁から熱回収することで発電効

率を高めている。 

これらの理由により海外のガス化炉の送電端効率（HHV）は 38～42%程度であるが、

EAGLE炉の商用機は1,500℃級GTにより送電端効率（HHV）46%の高効率が期待できる。 

 

  
図 4-1 EAGLE 炉の原理、冷ガス効率 

 

(b)適合炭種の広さ 

酸素吹の採用によるガス化炉の高温化、1 室 2 段による炉内温度の最適化により、

ガス化に適する低品位炭（亜瀝青炭や褐炭）はもとより、微粉炭火力で利用される灰

溶融点の高い高品位炭（瀝青炭）まで高効率にガス化できるという優位性がある。海

外の IGCC は使用できる石炭が亜瀝青炭を中心にしているのに対し、大崎クールジェ

ンプロジェクトは瀝青炭の一部までガス化でき、幅広い炭種に対応できる。 

 

プロジェクト名称 冷ガス効率

Buggenum 81～76％

Wabash River 81～72％

Tampa 75～73％

Puertollano 76～74％

Edwardsport 75～73％

(GreenGen、実証運転中) (83～81％)
(Taean、建設中) (81～76％)
大崎クールジェン 82%
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図 4-2 ガス化適合炭分布 

(c)高度な排水処理技術

先行している海外の IGCC の多くは、山元の石炭もしくは限定された石炭を利用し

ている。また、内陸に立地していることから無排水化もしくは排水規制の緩い地点に

限られており、排水処理設備を設置していないか、処理能力の低い設備を設置してい

るのが現状である。 

一方、大崎クールジェンプロジェクトで開発実証しようとしているシステムは、対

応炭種の幅の広さ、かつ沿岸立地を可能とする高度な排水処理技術を有している点が

特徴である。 

IGCC からの排水には、微粉炭火力からのものに比べるとガス化特有の成分が含まれ、

処理対象の排水濃度は格段に高く、高度な排水処理技術を必要とする。本実証試験を

通じて、炭種の変化による含有不純物量の変化と、発電出力の変動による不純物量の

変化に伴う、排水処理設備の負荷変化に対応しつつ、日本で最も厳しい排水基準が要

求される瀬戸内海水域の適合水準まで確実に処理できる最適な排水処理システムを

確立することにより、放流水の水質による立地制約を受けずに、IGCC を世界に普及さ

せる際のハードルを引き下げることができる。 

(d)幅広い産業用途への活用

酸素吹方式で生成した石炭ガス化ガスはN2成分が少なく燃料成分濃度が高いため、

合成燃料製造など、産業用途への活用にも有利である。具体的には、化学産業では石

炭ガス化ガス中の一酸化炭素（CO）と水素（H2）から合成燃料やアンモニア、肥料な

どを含む多様な製品を製造できること、ガス産業はメタン（CH4）等の SNG（代替天然

ガス）を製造できること、石油精製産業では脱硫用に水素（H2）を利用できることな

どが期待される。 

②酸素吹 IGCC の空気吹 IGCC に対する優位性

酸素吹 IGCC と空気吹 IGCC との違い（優位性）について、以下に示す。

(a)設備の特徴
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空気吹方式の空気分離設備は、石炭搬送に必要な窒素を製造するためのものである

ため、酸素吹方式に比べ小型であり、所内動力が小さい。一方で、酸素吹方式は、石

炭ガス化剤として使用される酸素を製造する空気分離設備が大型になるものの、石炭

ガス化ガス中に含まれる窒素が少なくなることで、生成ガス量は空気吹の約半分とな

り、ガス化炉設備、ガス精製設備および CO2 回収設備を小さくできる。 

 

酸素吹IGCC 空気吹IGCC

概略図
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図 4-3 酸素吹・空気吹方式の設備概要 

 

(b)石炭ガス化ガスの燃料成分割合及び発熱量 

酸素吹方式で発生する石炭ガス化ガスは、空気吹方式に比べ N2 が少なく燃料成分

（CO、H2）の割合が高く発熱量が高い。 

 

 
図 4-4 酸素吹・空気吹方式による石炭ガス化ガスの成分割合 

 

酸素吹と空気吹の比較例 

・酸素吹方式の石炭ガス化ガスの発熱量：約 10.5MJ/Nm3(約 2,500kcal/Nm3) 

・空気吹方式の石炭ガス化ガスの発熱量：約 4.8MJ/Nm3(約 1,150kcal/Nm3) 

 

(c)酸素吹 IGCC の更なる高効率化の可能性 

酸素吹方式は空気吹方式に比べて石炭ガス化ガスの発熱量は約 10.5MJ/Nm3(約

2,500kcal/Nm3)と高いため、さらなるガスタービンの高温化への適用性が高いと考え

られる。 

 

(d)空気吹 IGCC と酸素吹 IGCC の効率比較 

上記の通り、酸素吹方式は空気吹方式に比べガスの発熱量が高いことに加え、冷ガ

ス効率が高いことから、ガスタービン出力が大きくなり発電端効率は高くなるが、空

気分離装置が消費する動力が大きいため、送電端効率においては空気吹方式と同等と

なる。例えば、商用規模で比較した場合は、両システムとも送電端効率 46%程度とな

る。 
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(e)酸素吹方式で生成した石炭ガス化ガスの産業用途への活用 

酸素吹方式で生成した石炭ガス化ガスは発熱量が高いため、合成燃料（GTL（液体

燃料）、SNG（合成天然ガス））・H2・アンモニア・肥料の製造等、発電のみならず石炭

ガス化ガスの産業用途への活用が可能となる。 

 

③ 効率的な CO2 分離・回収 

(a)IGCC における物理吸収法の優位性 

CO2 分離・回収技術については、化学産業等でアミン等のアルカリ溶液を用いた化

学吸収法やエーテル等を用いた物理吸収法が商用化されている。化学吸収法は、アル

カリ性溶液に CO2 を化学反応によって吸収させ、吸収液を過熱することにより CO2 を

放出して回収するのに対し、物理吸収法は、ポリエチレングリコール等の吸収液に CO2

を吸収させ、その後減圧(加熱)することにより CO2 を放出して回収することから、高

圧プロセスにおいて優位である。本事業で実証する物理吸収法は、将来の IGCC の高

効率化技術として期待される高温ガスタービンプロセスでは対象ガスの高圧化によ

り、化学吸収法に比べ更なる効率向上が見込める技術である。 

 

 
 

図 4-5 化学吸収法と物理吸収法の特徴 

 

(b)酸素吹 IGCC の優位性 

酸素吹方式は、生成ガス中に窒素成分が少なく生成ガスの量が空気吹方式より少な

いことに加え、シフト反応後のガス中に CO2 が多く含まれるため、高濃度の CO2 を効

率的に回収することが可能なシステムである。 
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図 4-6 酸素吹・空気吹方式におけるシフト反応前後のガス組成 

  

④IGFC への展開 

酸素吹方式は、空気吹方式と比べ、生成ガス中の燃料成分（CO、H2）の割合が大き

いことから、起電力が大きく燃料電池の効率が高い。そのため IGFC に適用した場合

も発電効率の向上が見込める。 

 

       
出典：公開情報を基に電中研で試算  

図 4-7 ガス組成と起電力 

 

（３） 実用化のスケジュール 

酸素吹 IGCC 実証試験により、技術を確立するが、実証試験の成果を踏まえ、商用

規模（大型機）の主要設備・付属機器の合理化や効率面・コスト面・トラブル事例の

恒久対策等の詳細検討を行う。 

例えば、実証試験により、EAGLE パイロット試験から大崎クールジェンプロジェク

トへのスケールアップ手法の妥当性を検証し、シミュレーション等を行うことで、商

用機に向けたスケールアップ手法の構築および改善を検討していく。 

実証試験運転により得られた運用面での知見および日常保守、定期点検およびトラ

ブル事例の恒久対策等による設備維持管理面での知見を蓄積し、商用機における設

備・機器の設置数および配置等の最適化を検討していく。 

また、実証試験で使用しなかった新規炭種についても、電源開発が所有する試験研

究設備での検証等による、ガス化特性等の把握についても併せて検討していく。 
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併せて、発電用途のみならず産業用途においても、事業化調査等を通じて、導入検

討先の要望・用途に応じた設計を検討し、実用化・商用化につなげていくとともに、

ガス化炉の設計・製作の習熟化、仕様標準化によるコストダウンを図る。 

産業用途については、合成燃料、水素、アンモニア、肥料の製造などへの活用が考

えられる。電源開発（株）が NEDO 委託事業として、EAGLE 炉を適用して、自然発火性

が高く水分が多いため輸送性に劣る豪州のビクトリア褐炭を用い、山元でガス化およ

び CO2 分離・回収を行うことで水素を製造し、貯蔵、利用までが一体となった液化水

素のサプライチェーン構築を目指す研究開発にも取り組んでおり、適合炭種が広く、

燃料成分濃度が高い EAGLE 炉の優位性を活かした産業用途への国際展開を図る。 

さらに CO2 分離・回収型 IGCC の実証が終了する 2020 年度以降、実証試験により得

られた CO2 分離・回収型 IGCC の運用面、設計面の知見を反映し、CO2 分離・回収型 

IGCC の商用化につなげる。 

加えて、CO2 分離・回収型 IGFC により小型 IGFC 技術実証を行い、それにより得ら

れた運用面、設計面の知見を反映し、大型化/商用機に向けた追加技術開発や 2025 年

度頃の IGFC の技術確立につなげる。 

      

 
図 4-8 実用化スケジュール 

 

３．市場の動向・競争力 

（１）  市場規模 

国内において、石炭火力発電所の建設コストは、約25万円/kWと試算されている[1]。

市場規模としては、2020年から30年間で出力600MW級のIGCC/IGFCリプレース需要を試

算すれば14ユニットであり、経済効果は約2兆円となる[2]。さらに、CO2分離・回収型IGFC

については、CO2分離・回収設備建設による経済効果が加わる。 

 

[1]発電コスト検証WG（2015年5月11日）資料より   

[2]リプレース需要 

 2020年から2050年までの30年間で運転開始後40年を経過する石炭火力発電所の総容量は34GWであり、 

石炭火力にリプレースすると想定。 

 内訳を、酸素吹IGCC/IGFC、空気吹IGCC、USC、A-USCで1/4ずつとすれば8.5GW。 

 1ユニットの出力600MWとすれば、30年間で14ユニットの潜在需要と試算。 
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世界においては、石炭火力は2016年～2040年にかけて世界全体で約1,023GW（41GW/

年）が新設され（リプレースを含む）、アジア・大洋州は、約 825GW 増加（33GW/年）

と増加量の大半を占める。 

アジア・大洋州は産炭国も多く、利用する炭種、導入時期、他産業との連携等のニ

ーズに応じた日本の高効率石炭火力発電技術の導入促進で地球環境問題対策に大き

く貢献することが期待出来る。 

 
 

図 4-9 世界の石炭火力の導入見通し 

 

（２）  競合が想定される他社の開発状況とそれに対する優位性 

IGFC については GreenGen（中国）が計画中と発表されているが、具体的な計画につ

いては明らかにされていない。一方、IGCC の実証事業としては、1990 年代に実施され

た Buggenum IGCC(オランダ)、Puertollano IGCC(スペイン)、Wabash River IGCC、Tampa 

IGCC(いずれもアメリカ)が 4大プロジェクトとして知られている。 

内、Buggenum は、欧州の再生エネルギー拡大の影響を受け、2013 年 3 月末に廃止

され、Puertollano についても、同様の理由により、2015 年 8 月に廃止されている。

Wabash River については、天然ガス価格の低下や運転費用の増加によりアンモニア製

造設備への転換を予定している。なお、Tampa については、ガス化しやすいペトロコ

ークスとの混焼により運転を継続しているが、スラッギングの発生が主な要因で、連

続運転時間が 3,000 時間以下と短い。 

一方、本実証機では、1室 2段旋回流方式の採用により、同様の事象を回避するこ

とができる。 

最近では、Edwardsport(アメリカ)、GreenGen(中国)が運転を開始しているが、い

ずれにおいても、連続運転時間は短い。 

国内においては、空気吹 IGCC の技術開発（250MW）がクリーンコールパワーで国の

補助事業として、2007 年度より実証試験を開始、2010 年度に終了した。その後、IGCC

技術の成熟化に向けた検証を 2013 年 3 月に完了、同年 4 月から常磐共同火力㈱が商

用機として運転を開始し、世界最長の連続運転時間（3,917 時間）を達成している。

さらに、福島県に商用規模（540MW）2 基の建設計画がある。 

本プロジェクトでは EAGLE の連続運転時間 1,295 時間を踏まえ、5,000 時間の長期

耐久試験において信頼性を確立することを目標としており、これを達成したあかつき

には、他の先行機を凌駕する成果となる。 
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表 4-1 海外における IGCC の実証事業 

         

 

プロジェクト名称 Buggenum Wabash River Tampa Puertollano Edwardsport Tianjin
(GreenGen)

大崎ｸｰﾙｼﾞｪﾝ

プロジェクト国 オランダ アメリカ アメリカ スペイン アメリカ 中国 日本

ステータス 2013年4月閉鎖
実証機/商用運転
ｱﾝﾓﾆｱﾌﾟﾗﾝﾄ転換

実証機/商用運転 2015年8月閉鎖 商用機/商用運転 実証機/商用運転 実証機/実証運転

商用運転開始日 1998年～2013年4月 2000年～ 2001年～ 1998年～2015年8月 2013年6月～ 2012年12月～ -

ガス化炉 Shell炉 Dow(E-Gas)炉 GE(Texaco)炉 PRENFLO炉 GE炉
TPRI炉

（HCERI炉）
EAGLE炉

概略図

ガス化方式 1室1段 2室2段 1室1段 1室1段 1室1段 2段2室 1室2段

石炭供給方式 ドライフィード スラリーフィード スラリーフィード ドライフィード スラリーフィード ドライフィード ドライフィード

ガス化炉　炉壁 水冷耐火壁 耐火材 耐火材 水冷耐火壁 耐火材 水冷耐火壁 水冷耐火壁

ガス化剤 酸素 酸素 酸素 酸素 酸素 酸素 酸素

冷ガス効率 81～76% 81～72% 75～73% 76～74% 75～73% 83～81% 82%

使用炭種 海外炭 18炭種
地元炭

現在ﾍﾟﾄﾛｺｰｸｽ専焼
地元炭

現在ﾍﾟﾄﾛｺｰｸｽ混焼
地元高灰分炭と
ﾍﾟﾄﾛｺｰｸｽ混焼

地元炭
褐炭

無煙炭
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ炭他

(第1段階で4炭種)

排水処理 蒸発乾固 蒸発乾固 蒸発乾固 蒸発乾固 河川放流 海域放流 海域放流

石炭処理量(t/日) 2,000 2,600 2,300 2,600 4,100 2,000 1,180

発電端出力(MW) 284 297 315 335 784 265 166

計画(％) 41.4 37.8 39.7 41.5 38.5 41 40.5

実績(％) 41.4 39.7 37.5 41.7 未公開 未公開 -

3,291時間 1,848時間 2,500時間程度 954時間 1,700時間程度 1,900時間程度 目標:5,000時間

発生有り 発生有り 発生有り 発生有り 未公開 未公開
EAGLEパイロット
試験では発生なし

送電端効率
(HHV)

連続運転時間
実績

ｽﾗｯｷﾞﾝｸﾞ等による
閉塞

クエンチ

ガス

微粉炭

生成ガス

微粉炭

生成ガス

クエンチ

ガス

石炭
スラリー

生成ガス

生成ガス

石炭スラリー

微粉炭

生成ガス

微粉炭

生成ガス

石炭スラリー

微粉炭

クエンチ

ガス

生成ガス

微粉炭

 
 

IGCC からの CO2 分離・回収の実証事業としては、米国の Tampa と Kemper が挙げら

れる。Kemper は、空気吹 IGCC を対象とし、低い CO2 回収効率であるにも係わらず、

送電端効率(CO2 回収含)28.1%となっている。また Tampa は、酸素吹 IGCC を対象とし

ているが、送電端効率（IGCC）37.5%と低く、乾式脱硫の実証を目的としており、化

学吸収法の CO2 分離・回収方式を採用している。 

本プロジェクトでは、EAGLE 炉の 1室 2段旋回流方式による世界最高水準の冷ガス

効率に加え、高圧・高濃度の CO2 を対象に高圧プロセスで優位であり、今後さらなる

向上が見込める物理吸収法を用いて効率的に CO2 を分離し、IGCC システムとの最適

化をすることで、CO2 分離・回収をしていない微粉炭火力と同等（送電端効率（HHV）：

40％程度）の発電効率を持つ CO2 分離・回収型 IGCC を目指しており、これを達成し

たあかつきには、他の先行機を凌駕する成果となる。 

 

表 4-2 CO2 分離・回収型 IGCC 海外先行事例との比較(効率は HHV) 

  Tampa Kemper OCG 

場所 米国 FL 州 米国 MS 州 日本 

実施者 TECO/NETL Southern Co. 大崎クールジェン 

ガス化炉 GE 炉 KBR 炉×2 EAGLE 炉 

ガス化剤 酸素吹き 空気吹き 酸素吹き 

石炭処理量 2,300t/d 13,800t/d(褐炭) 1,180t/d 

仕様炭種 
瀝青炭 

現在はﾍﾟﾄﾛｺｰｸｽ混焼 

褐炭 

無煙炭 

亜瀝青炭、瀝青炭 

（第1段階は4炭種） 

送電端出力 250MW 582MW 136MW 

送電端効率

（IGCC） 
37.5% 36% 40.5%【45.6%※】 
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送電端効率（CO2

含） 
- 28.1% 39.2%【39.1%※】 

CO2 回収実証       

 運転開始 2014 年 2017 年予定 2018 年 

 CO2 回収率 20% 65% 15% 

 CO2 回収効率 90% 65% 90% 

 シフト反応 (乾式脱硫⇒)Sweet Sour (湿式脱硫⇒)Sweet 

 CO2 吸収 化学 
物理 

（脱硫含） 

物理 

（改良方式） 

 CO2 回収量 820t/d 8,200t/d 410t/d 

※参考値 商用機・90%CO2 回収における値 

 

（３）価格競争力 

発電コスト検証ＷＧ報告（経済産業省 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科

会 長期エネルギー需給見通し小委員会 H27.5）を基に、IGCC 建設コストを微粉炭

火力の 1.2 倍と見込んで発電コストを試算する。 

微粉炭火力の発電単価 12.3 円／kWh のうち、イニシャルコスト（資本費）は 2.1

円／kWh を占める。 

他方、酸素吹 IGCC 商用機のイニシャルコストは 2.7 円／kWh と見込まれるが、し

かしながら、発電効率が高いことや、燃料価格が瀝青炭よりも安価な亜瀝青炭を使用

できるため、ランニングコスト（運転維持費、燃料費、社会的費用（火力発電では CO2

対策費））が 9.2 円／kWh となり、微粉炭火力のランニングコスト 10.2 円／kWh より

も低減でき、発電原価は 11.9 円／kWh と同程度と試算される。 

本実証を通じて、建設費、保守運転費用を検証し、上記コスト試算の検証を実施す

る。 

 
 

図 4-10 電源別発電コスト試算 

 

 

NEDO 委託事業「IGCC における CO2 分離回収システムの最適化に関する検討」結果

を元に、商用規模で、Sour シフト物理吸収方式で CO2 を 90％回収した場合の CO2 回

収コストを試算すると 2000 円台/t-CO2 となる。これは、「次世代火力発電の早期実現

に向けた協議会」で提示された各 CO2 分離・回収技術の回収コストと比較しても遜色

ないレベルである。 

微粉炭火力     IGCC     LNG 火力 
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表 4-3 CO2 分離・回収技術比較 

「次世代火力発電に係る技術ロードマップ 技術参考資料より」 

コスト（円/t-CO2） 技術確立（年度）

① 化学吸収法
4,200円

※ポストコンバッションの場合
技術確立済み

② 物理吸収法 2,000円台 2020

③ 固体吸収法
2,000円台

※新設石炭火力の燃焼後回収想定時試算値
2020

④ 膜分離法
1,000円台

※IGCCの燃焼前回収、昇圧無し想定時試算値
2030

⑤ 酸素燃焼法 3,000円台 2015

分離回収技術

 
 

燃料電池のうちSOFCについては、「NEDO燃料電池・水素技術開発ロードマップ2010」

において、大容量コンバインドシステムでの単価として初期導入時は数 10 万円/kW

から 100 万円/kW、普及時には 15 万円/kW 以下をターゲットにされている。本実証を

含めた燃料電池の開発・実証試験において、耐久性や設備信頼性を確認するとともに、

大量生産技術の開発が求められている。 

 

４．波及効果 

（１） 経済効果[1][2] 

石炭火力発電所の建設コストは、約 25 万円/kW と試算されている。2020 年から

30 年間で出力 60 万 kW 級の IGCC リプレース需要を試算すれば 14 ユニットであり、

経済効果は約 2兆円となる。さらに、CO2 分離・回収型 IGCC、IGFC については、CO2

分離・回収設備、燃料電池設備建設による経済効果が加わる。 

 

（２）CO2 削減効果 

発電効率が現行（USC）の最高レベルの 40%（送電端効率（HHV）。以下同じ）か

ら 46%（IGCC：1,500℃級 GT)まで向上すれば、CO2 排出量は約 1割強、55%(IGFC)

まで向上すれば、約 3割の削減が可能。 

さらに、CO2 分離・回収型 IGCC,IGFC については、CCS と組み合わせることによ

り CO2 の排出を大幅に抑制することが可能となる。表 4-4 に、国内における CO2 削

減量を試算する。 

 

表4-4 IGFC等導入による国内におけるCO2削減効果   

 
*： 60万kW,14ユニットに適用された場合の排出量を試算 

   850万kW（60万kW×14ユニット）×8760時間×0.8（稼働率）＝59.6G kWh／年 
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   現行USC：59.6GkWh／年×0.82kg/kWh＝4,890万t/年 

 

（３）雇用創出効果 

また、雇用創出効果としては、出力600MW級のIGCC/IGFCにリプレースすることで、1

ユニットあたり建設中の4年間に毎年約1,000人規模の雇用が新たに創出される[3]。14

ユニットの雇用（4年間）創出効果は約1万4千人と試算される。 

また、石炭火力発電所に関連する老朽化した石炭インフラ設備を新設することによ

る経済効果や、雇用創出効果も期待できる。 

 

（４）産業用途への活用等 

酸素吹き石炭ガス化技術、IGCC、CO2 分離・回収型 IGCC 技術が確立すると、褐炭

等低品位炭を利用した水素製造による水素社会の構築、電力と化学原料製造による電

力需給に対応したコプロダクション等、多岐にわたる関連技術への波及が期待される。

また、ガス化燃料にバイオマス等を利用することによって再生可能エネルギーの有効

活用も可能となる。 

本事業が対象とする酸素吹きガス化は、空気吹きガス化と比較して、石炭ガス化ガ

ス中の N2 成分が少なく燃料成分濃度が高いため、合成燃料製造など、産業用途への

活用にも有利である。具体的には、石油精製産業では脱硫用に水素（H2）を利用でき

ること、化学産業では石炭ガス中の一酸化炭素（CO）と水素（H2）から合成燃料を含

む多様な製品を製造できること、ガス産業はメタン（CH4）等の SNG（代替天然ガス）

を製造できること、などが期待される。 

電源開発では、既に NEDO 委託事業として、EAGLE 炉を用いて豪州のビクトリア褐

炭から水素（H2）を製造し、貯蔵、輸送、利用までが一体となった液化水素のサプラ

イチェーン構築を目指す研究開発にも取り組んでいる。 
 

（５）EOR 、CO2 有効利用技術（CCU）との連携 

回収した CO2 の EOR への活用や、環境配慮型コンクリートや人工光合成など、分離

回収した CO2 に付加価値をつける CCU 技術開発との連携が期待できる。特に EOR が実

用化されている国において CO2 分離・回収型 IGCC/IGFC の普及が見込める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[1]発電コスト検証WG（2015年5月11日）資料より   

[2]リプレース需要 

 2020年から2050年までの30年間で運転開始後40年を経過する石炭火力発電所の総容量は34GWであり、石炭火力

にリプレースすると想定。 

 内訳を、酸素吹IGCC/IGFC、空気吹IGCC、USC、A-USCで1/4ずつとすれば8.5GW。 

 1ユニットの出力600MWとすれば、30年間で14ユニットの潜在需要と試算。 

[3] エコプロダクツ2009 クリーンコールセミナー資料より  
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図 4-11 酸素吹きガス化炉の技術の多様性イメージ 
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「次世代火力発電等技術開発」基本計画 

環境部 
 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

①政策的な重要性 

平成２７年７月に決定された長期エネルギー需給見通しにおいては、３Ｅ＋Ｓ（安全性、

安定供給、経済効率性、環境適合）を同時達成しつつ、バランスの取れた電源構成を実現

していくこととしており、火力分野においては、石炭火力発電及びＬＮＧ火力発電の高効

率化を図り、環境負荷の低減と両立しながら、有効活用を推進することとしている。火力

発電の高効率化は、再生可能エネルギーの最大限の導入促進、安全性の確認された原子力

発電の活用と合わせ、温室効果ガス削減目標積み上げの基礎となった対策・施策として位

置づけられている。これを踏まえ、平成２８年６月に官民協議会で策定した「次世代火力

発電に係る技術ロードマップ」においては、火力発電の高効率化、ＣＯ２削減を実現する

ため、次世代の火力発電技術の早期確立を目指すこととしている。 

 

②我が国の状況 

我が国の火力発電の熱効率は世界最高水準を保っている。世界で初めて超々臨界圧火力

発電（ＵＳＣ）を商用化し、さらには高効率な空気吹石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）が

既に実用化段階であり、酸素吹ＩＧＣＣにおいても実証フェーズにある。また、効率向上

に大きく寄与するガスタービンにおいて、１６００℃級という高温化を世界に先駆けて実

現する等、熾烈な国際競争の中においても、我が国の高効率火力発電システムは、トップ

レベルを維持しており、世界をリードしている。しかしながら、燃料資源を他国に大きく

依存する我が国にとっては、限られた資源の有効利用を図ることは至上命題であり、今後

とも、更なる効率化を図っていく必要がある。また、中長期的な視点では、大幅なＣＯ２

削減を実現しうるＣＯ２の回収・貯留・利用（ＣＣＵＳ）の技術の開発・推進も重要なテ

ーマであり、国内でのＣＣＳ（二酸化炭素の回収・貯留）大規模実証事業や貯留ポテンシ

ャル調査等が進められている。 

 

③世界の取組状況 

 地球温暖化問題の対策として、ＣＯ２排出量の削減が強く求められている中で、米国や

欧州においても国家レベルで巨額の研究開発費を投じ、基礎研究から技術開発、実証研究

等の様々な取組が行われており、日本と同様にＩＧＣＣや先進的超々臨界圧火力発電（Ａ

－ＵＳＣ）、高効率ガスタービン等の開発が進められている。また、大幅なＣＯ２削減を

達成するため、ＣＯ２分離・回収を行ったＩＧＣＣやＣＣＳ－ＥＯＲ（石油増進回収）の

実証といったプロジェクトも進められている。 

 

添付資料１  



 
 

 

④本事業のねらい 

長期エネルギー需給見通しの実現に向けて、火力発電の高効率化に関しては、石炭火力

の発電効率を大幅に引き上げる石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）の実証事業をは

じめ、石炭火力、ＬＮＧ火力の双方につき、新たな火力発電技術の開発等を実施する。ま

た、火力発電から発生するＣＯ２排出量をゼロに近づける切り札となる技術として、火力

発電所から発生する大量のＣＯ２を効率的に分離・回収・有効利用するための技術開発等

を実施する。これまでの火力発電に係る技術開発は、個別の技術ごとに進められていたが、

石炭火力、ＬＮＧ火力は共通する要素技術が多く、火力発電全体の技術開発を加速するた

めには、個別技術開発を統合し、包括的かつ一体的に推進することが有効である。そこで、

次世代火力発電技術に係る事業を本事業において統合し、関連事業を一元管理し、一体的

に進めることで、開発成果を共有しつつ、技術開発に係るリソースを最適化する。これに

より、次世代火力発電技術の開発を加速し、早期の技術確立及び実用化を狙う。 

 

（２）研究開発の目標 

①アウトプット目標 

 本事業を通じて、発電効率の大幅向上やＣＯ２分離・回収後においても高効率を維持す

ること及びＣＯ２有効利用等、ＣＯ２排出の削減に寄与する革新的な次世代火力発電技術の

確立を目指す。 

 研究開発項目ごとの目標については、別紙にて定める。 

 

②アウトカム目標 

本事業の開発成果により、２０３０年頃にＬＮＧ火力においては、将来のガスタービン

燃料電池複合発電（ＧＴＦＣ）商用機として送電端効率６３％（高位発熱量基準）を達成

し、さらには、ＩＧＦＣ商用機へと繋げることで、石炭火力として送電端効率５５％（高

位発熱量基準）を達成する。また、ＣＣＵＳの実現に向け、ＣＯ２分離・回収コスト１，

０００円台/ｔ-ＣＯ２という大幅な低減を達成する。また、ＣＯ２有効利用の一例として、

天然ガスパイプラインの許容圧力変動による、負荷変動対応能力は、６，０００万ｋＷと

推定される。そのうち、１割をＣＯ２由来のメタンで代替すると、１，３００億円を獲得

する。 

世界の火力発電市場は、今後、２０４０年にかけて石炭火力では約５２０兆円、ＬＮＧ

火力では約２７０兆円で、累計７９０兆円の規模が見込まれる。年平均では約３０兆円で

あり、このうちのシェア１割、約３兆円の次世代火力技術の市場を獲得する。 

 

③アウトカム目標達成に向けての取組 

市場ニーズを見極めつつ、各技術開発プロセスの進捗管理を行い、開発優先度の調整、

開発スケジュールの最適化、技術開発の相互連携を図り、中長期の火力発電技術開発の全

体プロセスの最適化・効率化を図る。そして、技術開発のプロセスにおけるコスト低減の

取組と信頼性の確保により、商用機導入を早期に拡大する。 

 

（３）研究開発の内容 

火力発電の効率化及びＣＯ２分離・回収・有効利用等に関する調査、開発及び実証を実施



 
 

する。実施に当たっては、各事業の性質に合わせ、委託事業又は助成事業（ＮＥＤＯ負担１

／３、２／３、１／２）により実施する。 

なお、個別研究開発項目の研究開発内容の詳細については、別紙にて記載する。 

 

研究開発項目① 石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業［助成事業］ 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成） 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証（２／３助成） 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証 

研究開発項目② 高効率ガスタービン技術実証事業［助成事業］ 

 １）１７００℃級ガスタービン（２／３助成） 

 ２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）（２／３助成） 

研究開発項目③ 先進超々臨界圧火力発電技術開発［助成事業（２／３助成）］ 

研究開発項目④ 次世代火力発電基盤技術開発［委託事業］ 

１） 次世代ガス化システム技術開発 

２） 燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術要素研究 

３） ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 

４） 燃料電池石炭ガス適用性研究 

    ５） ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発 

    ６） 石炭火力の競争力強化技術開発 

    ７） ＣＯ２有効利用技術開発 

研究開発項目⑤ ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣ技術開発［委託事業］ 

研究開発項目⑥ 次世代火力発電技術推進事業［委託事業］ 

研究開発項目⑦ 次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発［助成事業（１

／２助成）］ 

 

３．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本事業は、ＮＥＤＯが単独又は複数の企業、大学等の研究機関（原則、国内に研究開発拠

点を有していること。ただし、国外企業の特別の研究開発能力、研究施設等の活用あるいは

国際標準獲得の観点から国外企業との連携が必要な部分はこの限りではない。）から、原則

公募によって実施者を選定し実施する。ただし、移管事業に関してはこの限りではない。 
ＮＥＤＯは、プロジェクトの進行全体の企画・管理やプロジェクトに求められる技術的成

果及び政策的効果を最大化させるため、必要に応じてプロジェクトマネージャー（以下ＰＭ

という）を任命する。また、各実施者の研究開発ポテンシャルを最大限に活用し、効率的か

つ効果的に研究開発を推進する観点から、必要に応じて研究開発責任者（プロジェクトリー

ダー、以下ＰＬという）を指名する。 
なお、研究開発項目ごとのＰＭ、ＰＬは以下のとおり。また、研究開発項目④２）、３）、

４）は、推進にあたって、燃料電池に関する情報共有と開発戦略の整合性を図るため、プロ

ジェクトチーム（ＰＴ）にＮＥＤＯ新エネルギー部を加える。 
 

研究開発項目① 石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 高橋洋一、ＰＬ：大崎クールジェン株式会社 木田淳志 



 
 

研究開発項目② 高効率ガスタービン技術実証事業 

１）１７００℃級ガスタービン 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 佐藤順、ＰＬ：三菱重工業株式会社 石坂浩一 

２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ） 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 佐藤順、ＰＬ：三菱日立パワーシステムズ株式会社 吉田正平 

研究開発項目③ 先進超々臨界圧実用化要素火力発電技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 足立啓、ＰＬ：一般社団法人高効率発電システム研究所 福田雅文 

研究開発項目④ 次世代火力発電基盤技術開発 

１）次世代ガス化システム技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 中田博之、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 牧野尚夫 

２）燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ要素研究 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 西岡映二、ＰＬ：電源開発株式会社 小俣浩次 

３）ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 高橋洋一、ＰＬ：三菱日立パワーシステムズ株式会社 北川雄一郎 
４）燃料電池石炭ガス適用性研究 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 高橋洋一、ＰＬ：電源開発株式会社 小俣浩次 

５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 中田博之、ＰＬ：一般財団法人石炭エネルギーセンター 原田道昭 
６）石炭火力の競争力強化技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 佐藤順、ＰＬ：ＮＥＤＯにおいて選定 
   ７）ＣＯ２有効利用技術開発 
    ＰＭ：ＮＥＤＯ 村上武、ＰＬ：ＮＥＤＯにおいて選定 

研究開発項目⑤ ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣ技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 足立啓、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 牧野尚夫 

研究開発項目⑦ 次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 足立啓、ＰＬ：ＮＥＤＯにおいて選定 

 
（２）研究開発の運営管理 

ＮＥＤＯは、研究開発全体の管理及び執行に責任を負い、研究開発の進捗のほか、外部環

境の変化等を適切に把握し、必要な措置を講じるものとする。運営管理は、効率的かつ効果

的な方法を取り入れることとし、次に掲げる事項を実施する。 

①進捗把握・管理 

ＰＭは、ＰＬや研究開発実施者と密接に連携し、研究開発の進捗状況を把握する。また、

外部有識者で構成する技術検討委員会を組織し、定期的に技術的評価を受け、目標達成の

見通しを常に把握することに努める。 

 

②技術分野における動向の把握・分析 

ＰＭは、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開発動向、政策動向、

市場動向等について調査し、技術の普及方策の分析及び検討を行う。 

 

４．研究開発の実施期間 

本事業の実施期間は、平成２８年度から平成３３年度までの６年間とする。なお、研究開



 
 

発項目①及び②は平成２４年度から平成２７年度、研究開発項目③は平成２０年度から平成

２７年度まで経済産業省により実施したが、平成２８年度よりＮＥＤＯが実施している。 

 

５．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、事業の意義及び目標達成度や成果に係る技術的

意義及び将来の産業への波及効果等について、評価を実施する。研究開発項目①～⑤、⑦に

ついては、技術評価実施規程に基づき、プロジェクト評価を行う。 
評価の時期については、研究開発項目①は、中間評価を平成２９年度及び平成３１年度、

事後評価を平成３４年度に実施する。研究開発項目②は、平成３０年度に中間評価、平成３

３年度に事後評価を実施する。研究開発項目④１）は前倒し事後評価を平成３０年度に実施

し、２）は事後評価を平成３０年度に実施し、３）、４）及び６）は、事後評価を平成３２

年度に実施し、５）は中間評価を平成２９年度、前倒し事後評価を平成３２年度に実施し、

７）は前倒し事後評価を平成３１年度に実施する。研究開発項目⑤は、中間評価を平成２９

年度、前倒し事後評価を平成３１年度に実施する。研究開発項目⑥は、その調査内容に応じ

て研究開発項目①から⑤、⑦の中間評価、事後評価の際に合わせて評価を実施する。研究開

発項目⑦は、事後評価を平成３３年度に実施する。 

 

６．その他の重要事項 

（１）委託事業成果の取扱い 

①成果の普及 

得られた事業成果については、ＮＥＤＯ、実施者とも普及に努める。 

 

②標準化等との連携 

得られた事業成果については、標準化等との連携を図り、我が国の優れた次世代火力発

電等技術を普及させるために、標準化への提案等を積極的に行う。 

 

③知的財産権の帰属 

事業成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則とし

て、全て委託先に帰属させることとする。 
なお、海外動向や国際展開を見据えた知財管理を行うとともに、海外における知財の確

保を積極的に推進する。 
知財マネジメント適用プロジェクトは、研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発の

３）ガスタービン燃料電池複合発電技術開発、４）燃料電池石炭ガス適用性研究、６）石

炭火力の競争力強化技術開発及び７）ＣＯ２有効利用技術開発である。 
 

（２）基本計画の変更 

ＰＭは、当該事業の進捗状況及びその評価結果、社会・経済的状況、国内外の研究開発

動向、政策動向、研究開発費の確保状況等、事業内外の情勢変化を総合的に勘案し、必要

に応じて目標達成に向けた改善策を検討し、達成目標、実施期間、実施体制等、基本計画

を見直す等の対応を行う。 

 



 
 

（３）根拠法 

本事業は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第一号ハ、

第三号及び第六号イに基づき実施する。 
 

（４）その他 

最新の技術動向や政策上の必要性に鑑み、必要に応じた研究開発項目の追加や見直しを

行うことがある。 

 

７．基本計画の改訂履歴 

（１）平成２８年１月、基本計画制定。 

（２）平成２８年４月、３．研究開発の実施方式（１）研究開発実施体制 研究開発項目③、 

④ １）と２）、⑤のＰＭの変更。 

５．評価に関する事項、研究開発項目④ ５）中間評価、事後評価の年度を１年後ろ倒し。 

  別紙 研究開発項目④ ５）の３．達成目標、中間目標年度と最終目標年度を１年後ろ倒

し。 

  研究開発スケジュールは研究期間を１年延長し、中間評価と事後評価を１年後ろ倒し。 

（３）平成２８年９月、５．評価に関する事項、研究開発項目④ ５）中間評価、事後評価の 

年度を１年後ろ倒ししたが、当初計画通りに戻す。 

別紙 研究開発項目④ ５）の３．達成目標、中間目標年度と最終目標年度を１年後ろ倒し 

したが、当初計画通りに戻す。 

研究開発スケジュールは研究期間を１年延長し、中間評価と事後評価を１年後ろ倒しした 

が、当初計画通りに戻す。 

 （４）平成２９年２月 

１．研究開発の目的・目標・内容の（２）研究開発の目標並びに（３）研究開発の内容

に、研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発６）石炭火力の競争力強化技術開発、

７）ＣＯ２有効利用技術開発及び研究開発項目⑦次世代技術の早期実用化に向けた信頼性

向上技術開発の内容を追加した。 

３．研究開発の実施方式のＰＭ及びＰＬを追記・修正した。 

５．評価に関する事項の①及び⑥の実施時期を修正し、並びに④１）、５）の前倒しの

区分を明確化し、④６）、７）、⑦を追加した。 

６．その他の重要事項の（１）委託事業成果の取扱い③知的財産権の帰属に知財マネジ

メント適用プロジェクト名を追記した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



研究開発項目① 「石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」 

１．研究開発の必要性 

石炭は、他の化石燃料と比べ、可採年数が約１１０年と長く、かつ世界各国に幅広く分布す

る等、供給安定性が高く、経済性に優れることから、エネルギー自給率が極めて低い我が国に

とって重要な一次エネルギー源であり、発電の分野においても石炭火力発電は発電電力量の約

３割を占める重要な電源の一つである。 

一方で、石炭は他の化石燃料と比べ、燃焼時の単位発熱量当たりのＣＯ２排出量が多く、地

球環境面での制約要因が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についてもさらなるＣＯ

２排出量の抑制が求められている。 

したがって、石炭火力発電の高効率化及びＣＯ２排出量削減の観点から本事業を実施する必

要性がある。 

平成２６年４月に閣議決定されたエネルギー基本計画においても、石炭火力発電は、「安定

供給性や経済性に優れた重要なベースロード電源」と評価されている一方、「温室効果ガスの

排出量が多いという課題がある」と指摘され、その課題を解決すべく、次世代高効率石炭火力

発電技術として、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）の開発・実用化を進めるとともに、２０２

０年頃の二酸化炭素回収貯留（ＣＣＳ）の実用化を目指した研究開発を行うことが盛り込まれ

ている。 

その後、エネルギー基本計画を踏まえ、平成２６年１２月にまとめられた「エネルギー関係

技術開発ロードマップ」において、「高効率石炭火力発電」、「二酸化炭素回収・貯留技術」

が国際展開も見据えた形で整理されている。 

以上のとおり、石炭火力発電におけるＣＯ２排出量の課題を克服していくことが一層重要と

なっており、石炭火力発電の高効率化及びＣＯ２排出量削減を目指す本事業の必要性は大きい。 

２．具体的研究内容 

本事業では、石炭火力発電から排出されるＣＯ２を大幅に削減させるべく、究極の高効率石

炭火力発電技術である石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）とＣＯ２分離・回収を組合せ

た実証試験を行い、革新的低炭素石炭火力発電の実現を目指す。 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証

ＩＧＦＣの基幹技術である酸素吹ＩＧＣＣの実証試験設備により、性能（発電効率、環境性

能）、運用性（起動停止時間、負荷変化率等）、経済性及び信頼性に係る実証を行う。 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証

酸素吹ＩＧＣＣ実証試験設備とＣＯ２分離・回収設備を組み合わせて、ＣＯ２分離・回収型石

炭火力システムとしての性能、運用性、信頼性及び経済性に係る実証を行う。 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣシステムと燃料電池を組み合わせ、石炭ガス化ガスの燃

料電池への利用可能性を確認し、最適なＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣシステムの実証を行う。 

別紙 



 
 

 

 

１．達成目標 

[実施期間] 

酸素吹ＩＧＣＣ実証：平成２４年度～３０年度（うち平成２４年度～２７年度は経済産業省

において実施） 

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証：平成２８～３２年度 

ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証：平成３０年度～３３年度 

 

［中間目標（平成２９年度）］ 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証 

（ａ）発電効率：４０．５％程度（送電端効率、高位発熱量基準）を達成する。 

商用機の１／２～１／３倍の規模で、１３００℃級ガスタービンを採用する実証試験設備

により送電端効率（高位発熱量基準）４０．５％を達成すれば、１５００℃級ガスタービン

を採用する商用機（石炭処理量２，０００～３，０００ｔ/ｄ）で送電端効率約４６％を達

成する見通しが得られる。 

 

（ｂ）環境性能：「ＳＯｘ＜８ｐｐｍ」、「ＮＯｘ＜５ｐｐｍ」、「ばいじん＜３ｍｇ／Ｎｍ３」

を達成する（Ｏ２＝１６％）。 

我が国における最新の微粉炭火力は世界的に見ても最高水準の環境諸元を達成しており、

酸素吹ＩＧＣＣを導入する場合には同等の環境諸元を達成することが求められる。 

 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証 

ＣＯ２分離・回収設備の詳細設計を完了する。 

 

［最終目標（平成３０年度）］ 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証 

（ａ）プラント制御性運用性：事業用火力発電設備として必要な運転特性及び制御性を確認す

る。 

我が国における微粉炭火力はベースからミドル電源として運用されており、酸素吹ＩＧＣ

Ｃ商用機を導入する場合にも同等の制御性、運用性を確保する。 

 

（ｂ）設備信頼性：商用機において年間利用率７０％以上の見通しを得る。 

我が国における微粉炭火力は年間利用率７０％以上で運用されており、酸素吹ＩＧＣＣ商

用機を導入する場合にも同等の設備信頼性を確保する。 

 

（ｃ）多炭種適用性：灰融点の異なる数種類の炭種で適合性を確認する。  

酸素吹ＩＧＣＣ商用機には、微粉炭火力に適合し難い灰融点の低い亜瀝青炭から、微粉炭

火力に適合する比較的灰融点の高い瀝青炭までの適用炭種の広さが求められる。 

 

（ｄ）経済性：商用機において発電原価が微粉炭火力と同等以下となる見通しを得る。 

国内外において酸素吹ＩＧＣＣ商用機の普及を促進するためには、発電原価を微粉炭火力



 
 

と同等以下とすることが求められる。 

 

［最終目標（平成３３年度）］ 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証 

（ａ）基本性能（発電効率）：新設商用機において、ＣＯ２を９０％回収しつつ、発電効率４

０％（送電端効率、高位発熱量基準）程度の見通しを得る。 

ＣＯ２回収時のエネルギーロスによる発電効率の低下という課題に対し、ＣＯ２を９０％回

収（全量ガス処理）しながらも、現状の微粉炭火力と同等レベルの発電効率４０％程度の見

通しを得る。 

 

（ｂ）基本性能（回収効率・純度）：ＣＯ２分離・回収装置における「ＣＯ２回収効率＞９０％」、

「回収ＣＯ２純度＞９９％」を達成する。 

革新的低炭素型石炭火力の実現のためにＣＯ２分離・回収装置単体における回収効率は９

０％以上を目標とする。ＣＯ２地中貯留から求められる可能性があるＣＯ２純度について、湿

式物理吸収法を使って定常運転時、体積百分率９９％以上を目標とする。 

 

（ｃ）プラント運用性・信頼性：ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣシステムの運用手法を確立し、

信頼性を検証する。 

商用機において、ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣシステムを構築するには、プラント

の起動停止や、発電所特有の負荷変動等に対し、ＩＧＣＣ本体に追従したＣＯ２分離・回収

装置の運用手法を確立し、信頼性を検証する。 

 

（ｄ）経済性：商用機におけるＣＯ２分離・回収の費用原単位を評価する。 

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣを普及させるに当たっては、費用原単位評価が必要で

あり、ＣＯ２分離・回収装置建設時期や発電所敷地等の制約に応じた評価を実施する。 

 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証 

５００ＭＷ級の商業機に適用した場合に、ＣＯ２回収率９０％の条件で、４７％程度の発

電効率（送電端効率、高位発熱量基準）達成の見通しを得る。 

 



 
 

研究開発項目② 「高効率ガスタービン技術実証事業」 

[実施期間] 

１７００℃級ガスタービン：平成２４年度～３２年度（うち平成２４年度～２７年度は経済

産業省において実施） 

高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）：平成２４年度～２９年度（うち平成２４年度～

２７年度は経済産業省において実施） 

 

１．研究開発の必要性 

平成２０年３月に閣議決定された「Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ ―エネルギー革新技術計画」にお

いて、天然ガスタービンの高効率化が環境負荷低減の実現のための重要な技術開発であると位

置づけられている。また、平成２３年８月に制定された「第４期科学技術基本計画」において

は、安定的なエネルギー供給と低炭素化の実現のため火力発電の高効率化に資する技術開発は

重点的な取組として位置づけられている。 

欧米は巨額の研究開発費を投じており、厳しい国際競争の中で我が国の優位性を維持するた

め、また電力産業の保守高度化とリプレース需要にあった大容量機の高効率化を目指し、コン

バインド効率向上、ＣＯ２排出量削減を達成するため、１７００℃級に必要な革新的技術開発

に取り組み、早期に実用化する事が必要である。 

また、高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）は、ガスタービンサイクルを改良したシス

テムであり、比較的早期に実用化が期待できる高効率発電システムで、電力産業の短中期的ニ

ーズに対応する中小容量機（１０万ｋＷ程度）の高効率化（４５％（高位発熱量基準）→５１％

（高位発熱量基準）以上）を目的とした日本オリジナルの技術であり、世界初となるＡＨＡＴ

の実用化は急務である。 

これらの政策を実現するために、発電規模に応じた発電熱効率の一層の向上が必要であり、

ガスタービン高温部品の技術向上と発電サイクルの工夫が必要不可欠である。また、環境負荷

の少ない発電システムを開発することは、電力の安定的かつ低廉な供給を確保する上で極めて

重要な対策である。 

さらに、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）や石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）にお

ける更なる効率向上には、将来的に１７００℃級ガスタービンやＡＨＡＴシステムの導入が不

可欠である。 

 

２．具体的研究内容 

１）１７００℃級ガスタービン 

１７００℃級ガスタービンにおける性能向上、信頼性向上に関する要素技術開発を実施す

る。例として、製造技術・検査技術の開発、超高温高負荷タービンの信頼性向上、過酷環境

下でのデータ取得のための特殊計測技術開発等を実施する。また、１７００℃級での実証運

転時における特殊計測の実施、試運転データの評価・分析を行い、商用化の検討を実施する。 

 

２）ＡＨＡＴ 

ＡＨＡＴシステムについては、ユーザーニーズとしてミドル運用以上（年間５０回以上の

起動・停止）における長期信頼性が求められていることから、既存４０ＭＷ級総合試験装置

の改造による実証機製作、実証試験による長期信頼性評価を実施する。また、実証機試験結

果を用いて商用機化の検討を実施する。 



 
 

３．達成目標 

１）１７００℃級ガスタービン 

[中間目標（平成３０年度）] 

１７００℃級ガスタービンの性能向上、信頼性向上に関する要素技術開発により、商用機

に適用できる見通しを得た上で、設計・製作の仕様を決定する。 

 [最終目標（平成３２年度）] 

１７００℃級ガスタービンの実証試験データの取得、及び評価を実施し、送電端効率５

７％達成（高位発熱量基準）の見通しを得る。 

 

２）ＡＨＡＴ 

[最終目標（平成２９年度）] 

実証機を用いた試験により、長期信頼性の実証として以下を達成する。 

・ミドル運用（年間５０回以上の起動・停止）の２倍である年間１００回以上の起動・

停止での実証試験を実施し、等価運転時間 １０，０００時間以上を確保する。 

（等価運転時間とは、起動・停止等の機械装置の寿命を考慮し、同等の連続運転時

間とみなせる運転時間） 

 

 



 
 

研究開発項目③ 「先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発」 

[実施期間]平成２０年度～２８年度（うち平成２０年度～２７年度は経済産業省において実施） 

 

１．研究開発の必要性 

従来型石炭火力発電の中で最高効率である超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は蒸気温度の最高

温度は６３０℃程度が限界と言われてきた。しかしながら、近年の材料技術の進歩により７０

０℃以上の蒸気温度を達成できる先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発（Ａ－ＵＳＣ）

の実現可能性が見えてきた。 

本事業では２０２０年以降に増大する経年石炭火力のリプレース及び熱効率向上需要に対応

するため、高い発電効率を実現できるＡ－ＵＳＣの開発を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容 

 （１）システム設計、設計技術 

   基本設計、配置最適化、経済性の試算 

 （２）ボイラ要素技術 

   ７００℃級候補材料について、耐久試験により、１０万時間の長期信頼性を確保する 

 （３）タービン要素技術 

   大型鋼塊の製造性を確認するとともに１０万時間の長期信頼性を確保する 

 （４）高温弁要素技術 

   実缶試験・回転試験に組み込み、信頼性を確認する 

 （５）実缶試験・回転試験 

   実缶試験、回転試験により、ボイラ要素及びタービン要素の信頼性の実証を行う。 

 

３．達成目標 

[最終目標（平成２８年度）] 

蒸気温度を７００℃へ高めるための要素技術開発を実施し、２０２０年以降において商用プラン

トでの送電端熱効率４６％（高位発熱量基準）達成の技術的見通しを得る。



研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 

１）次世代ガス化システム技術開発

[実施期間]平成２７年度～３０年度（うち平成２７年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火力技

術開発プロジェクトにて実施） 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画（平成２６年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベース

ロード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、

石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等の次世代高効率石炭火力発電技術等の開発及び実用化を推

進することとされている。中長期的には、さらなる高効率化に向けて、現在開発中のＩＧＣＣ

を効率でしのぐ次世代高効率石炭火力発電技術等の開発を実施する必要がある。 

２．具体的研究内容

次世代高効率石炭ガス化発電システムについて、冷ガス効率及び送電端効率の向上並びに実

用化に向けた技術開発を実施する。 

酸素吹石炭ガス化においては、ガス化炉にガス化剤として酸素を供給して石炭を部分燃焼さ

せ、石炭を熱分解しているが、投入された石炭が一部燃焼して消費されること、酸素製造装置

等の所内動力の増加により送電端効率が低下することが効率向上のための課題となっている。 

そこで、熱分解の一部を、ガスタービン排熱を利用して作る水蒸気を用いた石炭ガス化反応

に置き換えることにより、冷ガス効率の向上を図るとともに、酸素供給量の低減を図り、送電

端効率の向上を目指す。 

これまでのシミュレーションによる検討結果では、①噴流床型ＩＧＣＣガス化炉への高温の

水蒸気の注入による冷ガス効率及び送電端効率の向上、②エネルギー効率の高い酸素製造技術

を組み込んだＩＧＣＣシステムの構築による更なる送電端効率の向上、の可能性があることが

分かった。そこで、これらの可能性を検証及び評価するため、以下の項目を実施する。 

（１）水蒸気添加による冷ガス効率向上効果の検証

噴流床型ガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率の向上について、小型ガス化

炉での検証を行う。 

（２）エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性評価

エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性を評価する。

（３）ＩＧＣＣシステム検討

エネルギー効率の高い酸素製造装置を組み込んだＩＧＣＣの最適化システム試設計及び

経済性検討を行う。 

冷ガス効率の向上及び試設計を踏まえて、送電端効率を精査する。 

３．達成目標 

[最終目標（平成３０年度）] 

既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４８％）を凌駕する高効率石炭ガス

化発電システムの見通しを得る。 



 
 

研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
２）燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術要素研究 

[実施期間]平成２７年度～２９年度（うち平成２７年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火力技

術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）は石炭をガス化させ、燃料電池、ガスタービン、

蒸気タービンの３種の発電形態を組み合わせてトリプル複合発電を行うもので、究極の高効率

発電技術として、実現が望まれている。 

クールアースエネルギー革新技術開発ロードマップにおいても２０２５年頃の高効率石炭火

力発電技術として５５％の送電端効率を目指すＩＧＦＣが位置づけられている。 

ＩＧＦＣにおいては、燃料である石炭ガス化ガスに多種類の微量成分が含まれており、この

微量成分の一部が燃料電池の劣化を招き、長期信頼性を損なう可能性があることが懸念されて

いる。 

そのため、ＩＧＦＣの実現に向けては、石炭ガス化ガス中の微量成分の燃料電池への影響を

把握するとともに、燃料電池の被毒成分に対するガス精製技術を確立することが必要である。 

 

２．具体的研究内容 

燃料電池用ガス精製技術と燃料電池を組み合わせ、石炭ガス化ガスの模擬ガス試験により燃

料電池の被毒耐性を確認する。また、特定された被毒成分に対して、成分を許容レベルまで除

去するガス精製技術を検討し、模擬ガスによる性能評価を行う。 

 

３．達成目標 

[最終目標（平成２９年度）] 

・模擬ガス試験により燃料電池の被毒耐性を評価する。 

・模擬ガス試験により燃料電池用ガス精製技術性能を評価し、ガス精製技術を確立する。 



 
 

研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
３）ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 

[実施期間]平成２８年度～３１年度 

 

１．研究開発の必要性 

平成２７年７月に経済産業省における「次世代火力発電の早期実現に向けた協議会」により

策定された「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」において、ガスタービン燃料電池複合

発電（ＧＴＦＣ）については、小型ＧＴＦＣ（１，０００ｋＷ級）の商用化、量産化を進め、

ＳＯＦＣのコスト低減を図り、中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ級）の実証事業を経て、発電効率

６３％程度、ＣＯ２排出原単位：２８０ｇ－ＣＯ２／ｋＷｈ程度を達成し、２０２５年頃に技術

を確立することが示されている。また、量産後は従来機並の発電単価を実現することとされて

いる。 

さらには、同ロードマップにおいて、ＩＧＦＣの技術を確立するためには、ＧＴＦＣの開発

成果を活用していくことが示されており、次世代火力発電技術の早期確立に向けて、本事業の

必要性は高い。 

 

２．具体的研究内容 

小型ＧＴＦＣ（１，０００ｋＷ級）の商用化及び量産化を進め、ＳＯＦＣのコスト低減を図

る。さらに、中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を開発し、２０２０年度から開始する

中小型ＧＴＦＣの技術実証に活用する。 

 

３．達成目標 

[最終目標（平成３１年度）] 

  中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を確立する。 

・高圧ＳＯＦＣモジュールを開発する。 

・ガスタービンとの連係技術を確立する（燃料器、燃料／空気差圧制御系、排燃料・排空気・

空気抽気）。 

 



 
 

研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
４）燃料電池石炭ガス適用性研究 

[実施期間]平成２８年度～３１年度 

 

１．研究開発の必要性 

石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）は、石炭をガス化し、燃料電池、ガスタービン、

蒸気タービンの３種類の発電形態を組み合わせてトリプル複合発電を行うもので、究極の高効

率石炭火力発電技術として、その実現が望まれている。 

「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」において、ＩＧＦＣの開発方針として、２０２

５年度頃技術確立、発電効率５５％及び量産後従来機並の発電単価の実現を目指すことが示さ

れた。 

ＩＧＦＣを構成する高温型燃料電池については、現在、天然ガスを燃料とした燃料電池の開

発が進んでいるが、石炭ガスを燃料とした場合の適用性についての検証及びシステムの検討を

行う必要性がある。 

燃料を石炭ガスとした場合に、燃料電池の劣化を引き起こすガス中被毒成分濃度の確認と被

毒成分の除去技術についての研究は、すでに着手されている。 

ＩＧＦＣを構成する燃料電池モジュールについて、石炭ガスを燃料とした場合の運用性や性

能を把握する必要があることから、実燃料電池モジュールを用いた石炭ガス燃料の適用性試験

を行い、その結果を踏まえて、ＩＧＦＣの技術確立に必要な実証機に係るシステム検討を行う

必要性がある。 

 

２．具体的研究内容 

（１）ＩＧＦＣシステムの検討 

  国内外における高温型燃料電池及びＩＧＦＣの技術開発動向をレビューすることにより、最

新情報を入手し、ＩＧＦＣの実用化に向けた課題の整理を行う。商用機システムとして、ＣＯ２

分離・回収を行わないＩＧＦＣとＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣについて、ケーススタディを行い、

送電端効率とコストの試算を行う。ＩＧＦＣの実用化に向けた課題、商用化システムの検討結

果及び（２）の成果を踏まえて、ＩＧＦＣ実証システムについて検討を行い、実証機の容量を

決定のうえ、試設計を行う。 

 

（２）燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究 

  石炭ガス燃料の適用性試験に供する高温型燃料電池モジュールについては、天然ガス燃料で

既に実用化されている燃料電池モジュールとする。本試験に係る設計、製作、据付け等を行い、

まず、天然ガスを燃料とした試運転を行う。次いで、天然ガスをＨ２リッチガスに改質した燃料

を用い、燃料電池モジュールの運用性、性能等を把握するとともに、天然ガス燃料の場合との

比較から課題を抽出する。さらに、石炭ガス化の実ガスを燃料として、燃料電池の被毒成分を

ガス精製によりクリーンナップしたうえで燃料電池モジュールに供給し、その運用性、性能等

を把握するとともに、石炭ガス適用時の課題を抽出する。さらに、これまで実績のない石炭ガ

スによる運転を行うことから、燃料電池セル及びモジュール内部構造への影響を把握するため、

装置の解体調査を行い、石炭ガス適用時の課題を抽出する。 

 

３．達成目標 



 
 

[最終目標（平成３１年度）] 

（１）ＩＧＦＣシステムの検討 

ＩＧＦＣ実証機の容量を決定し、実証機の試設計を完了する。 

 

（２）燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究 

石炭ガスを燃料とした場合の燃料電池モジュールの運用性と性能を把握し、課題を抽出する。 



研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」

５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発

[実施期間]平成２８年度～３１年度（うち平成２７年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火力技

術開発プロジェクトにて実施） 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画（平成２６年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベース

ロード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、

環境負荷の一層の低減に配慮した石炭火力発電の導入を進めることとされている。 

現在、石炭の燃焼排ガス又は石炭ガス化プラントの石炭ガス化ガスからのＣＯ２の分離・回

収技術の開発が進められているが、ＣＯ２分離・回収工程において多くのエネルギー損失が発

生することが課題となっている。これを解決するため、エネルギー損失のない高効率でありな

がら、ＣＯ２の分離・回収が可能な化学燃焼石炭利用技術について、実用化に向けた開発を実

施する。 

２．具体的研究内容

従来、石炭の燃焼時の排気ガス又は石炭ガス化プラントの石炭ガス化ガスからのＣＯ２分

離・回収に当たっては、この過程における多くのエネルギー損失が課題となっているが、ＣＯ

２分離型化学燃焼石炭利用技術においては、酸素キャリアとなる金属を媒体とする石炭の燃焼

反応と金属の酸化反応を二つの反応器で別個に発生させることにより、ＣＯ２の分離・回収装

置及び空気分離装置が不要となり、エネルギー損失のないＣＯ２の分離・回収が可能である。 

さらに、ＣＯ２分離型化学燃焼石炭火力発電は、流動床燃焼技術を用いることから多様な燃

料（低品位炭、バイオマス等）が活用でき、ＩＧＣＣやＡ－ＵＳＣが大規模プラントであるの

に対して、中小規模プラント（１０～５０万ｋＷ）におけるＣＯ２の分離・回収に適している

といった特長がある。 

しかしながら、実用化に向けては、酸素キャリアのコスト抑制及び反応塔の小型化に向けた

酸素キャリアの反応性の向上という課題がある。 

そこで、有望な酸素キャリアの評価と選定並びにプラント構築を目的として、以下の項目を

実施する。 

（１）酸素キャリアの評価と選定

酸素キャリアの反応性、耐久性及び流動性等について要素試験にて評価を行い、コストを

踏まえて選定する。 

（２）プラント試設計及び経済性検討

酸素キャリアの反応性からプロセス解析を行うとともに酸素キャリアの流動や循環を検

討し、プラント試設計を行う。この結果をもとに経済性検討を行う。 

（３）ベンチ試験装置によるプロセス検証

酸素キャリアの反応性、耐久性及び流動性等並びに流動や循環を含むプラントの成立性を

検証するため、ベンチ試験装置を製作し、試験・評価を行う。 

３．達成目標 

[中間目標（平成２９年度）] 

分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－ＣＯ２を見通せるキャリアを選定する。 



 
 

[最終目標（平成３２年度）] 

分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－ＣＯ２を見通せるＣＯ２分離型化学燃焼石炭火力発電シス

テムを提示する。



研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 

６）石炭火力の競争力強化技術開発

[実施期間]平成２９年度～３１年度 

１．研究開発の必要性 

日本の石炭火力発電所は、長年の技術開発の成果により、高い発電効率や排出ガス対策で、

世界的に最高レベルの技術を有している。しかしながら、日本の技術を採用したプラント価格

は、他の国のプラントに比べて高価であるため、国際市場に於いて必ずしも高い競争力を有し

ておらず、海外での導入事例も限られているのが現状である。日本の石炭火力発電所が受注に

至った地域では、厳しい技術要件が定められており、日本の高効率発電技術が入札時に評価さ

れている一方、他国性の石炭火力発電所を導入した諸外国のユーザーの多くが、稼働率の低下

をはじめとしたオペレーション上の様々な課題を抱えている。 

そこで、日本の高効率発電技術と共にユーザーニーズに的確にマッチングした日本の高いＯ

＆Ｍ品質を長期保守契約（ＬＴＳＡ）で提供するビジネスモデルを構築することで、結果とし

て日本の石炭火力発電所の競争力が向上すると考えられることから、ＬＴＳＡを実現するため

に必要な技術開発を実施する。 

２．具体的研究内容 

ＬＴＳＡを実現するために必要な各種モニタリング・センシング・解析等の要素技術を特定、

開発し、発電所における技術実証に活用する。 

３．達成目標 

[最終目標（平成３１年度）] 

 ＬＴＳＡを実現するために必要な各種モニタリング・センシング・解析等の要素技術を確立

する。



 
 

研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
７）ＣＯ２有効利用技術開発 
[実施期間]平成２９年度～３１年度 

 

１．研究開発の必要性 

供給安定性及び経済性に優れた天然資源である石炭を利用した火力発電は、将来的にも、国

内の発電供給量の２６％を担う重要な電源である。 

しかし、これら石炭火力発電ではＣＯ２排出量が比較的多く、将来的にＣＯ２分離回収有効利

用：Ｃａｒｂｏｎ Ｃａｐｔｕｒｅ ａｎｄ Ｕｔｉｌｉｚａｔｉｏｎ （ＣＣＵ）が検討されて

いる。現時点ではＣＯ２の大規模処理が困難であるものの、有価物の製造等により利益を創出

する可能性がある。 

２０３０年度以降を見据え、将来の有望なＣＣＵ技術の確立を目指して、我が国の優れたＣ

ＣＴ （Ｃｌｅａｎ Ｃｏａｌ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）等に、更なる産業競争力を賦与する事が

可能なＣＯ２有効利用技術=ＣＣＵ （Ｃａｒｂｏｎ Ｃａｐｔｕｒｅ ａｎｄ Ｕｔｉｌｉｚａｔ

ｉｏｎ）技術について、実用化に向けた開発を実施する。 

 

２．具体的研究内容 

短～中期において大規模且つ高濃度のＣＯ２ (９９%以上)を、エネルギーとして工業的に活

用可能な国産の技術開発を実施する。一例として、メタネーション技術については石炭火力発

電所等から回収した高濃度ＣＯ２の適用性を評価する。 

 

３．達成目標 

[最終目標（平成３１年度）] 

事業終了時に本事業として実施するＣＯ２有効利用技術の適用性を確認する。一例としては、

将来的に天然ガス代替では０．９ 円～１．４ 円／ＭＪ （ＬＨＶ）を見通す経済性を評価する。 

 



 
 

研究開発項目⑤ 「ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣ技術開発」 

[実施期間]平成２７年度～３１年度（うち平成２７年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火力技

術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

石炭は他の化石燃料と比べ利用時の二酸化炭素排出量が大きく、地球環境問題での制約要因

が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についても更なる二酸化炭素排出量の抑制が求

められている。 今後ＣＯ２排出量抑制のためには、石炭火力発電の高効率化に加え、ＣＣＳに

よる低炭素化を図っていく必要がある。 

しかしながら、ＣＣＳは多大な付加的なエネルギーが必要であり、効率の低下や発電コスト

の上昇を招く。そのためエネルギー資源を海外に依存する我が国では、資源の有効利用と発電

コストの抑制のため、このエネルギーロスを可能な限り低減する必要がある。 

 

２．具体的研究内容 

本システムは、排ガスＣＯ２を一部系統内にリサイクルすることにより、ＣＯ２回収型石炭ガ

ス化発電システムの効率を大幅に向上することのできる、世界でも例のない次世代ＩＧＣＣシ

ステムである。本システムは高効率に加え、ＣＯ２の１００％回収が可能であるため、ＣＯ２を

排出しないゼロエミッション石炭火力の実現が期待できる。 

本システムの実現に向けては、平成２０年度から平成２６年度まで実施した「ＣＯ２回収型

次世代ＩＧＣＣ技術開発」において、石炭投入量３ｔ／ｄの小型ガス化炉を活用し、送電端効

率４２％（高位発熱量基準）以上を達成可能とする基盤技術を開発してきた。 

本事業では、この基盤技術開発の成果を活用し、実機により近い大型のサイズのガス化炉に

おいて検証を行い、システム実現に向け、基盤技術をより確実な技術として発展させるととも

に、他のＣＯ２分離・回収技術と比較した本システムの経済的優位性を確認することを狙いと

する。 

具体的には、石炭投入量５０ｔ／ｄ規模のガス化炉を用いた、Ｏ２／ＣＯ２ガス化技術の実証

や乾式ガス精製システムの実証といった高効率発電を可能とする各要素技術を開発する。また、

セミクローズドＧＴについては、燃焼試験とＣＦＤ解析を通し、実スケールの燃焼器の特性評

価を行う。 

 

３．達成目標 

[中間目標（平成２９年度）] 

送電端効率４２％（高位発熱量基準）を見通すための要素技術確立の目途を得る。 

[最終目標（平成３１年度）] 

送電端効率４２％（高位発熱量基準）を見通すための要素技術を確立する。 

 



 
 

研究開発項目⑥ 「次世代火力発電技術推進事業」 

[実施期間]平成２８年度～３３年度 

 

１．研究開発の必要性 

長期エネルギー需給見通しにおける基本方針は、３Ｅ+Ｓ（安全性、安定供給、経済効率性、

環境適合）を同時達成しつつ、バランスの取れた電源構成を実現することである。２０３０年

以降、中長期的に火力発電から排出されるＣＯ２を一層削減するには、次世代技術の普及によ

る更なる高効率化、そして、ＣＯ２の回収、貯留・利用の推進が重要である。また、日本の優

れた火力発電技術を海外に展開していくことにより、地球規模での温暖化問題の解決を推進し

ていく必要がある。 

 

２．具体的研究内容 
最新の技術動向や社会情勢、社会ニーズに合わせ、国内外の石炭利用技術分野における最新

技術の普及可能性及び技術開発動向等の調査や新規技術開発シーズ発掘のための、ＣＣＴ関連

やＣＣＳ関連の調査を実施する。また、ＩＥＡ／ＣＣＣ（Ｃｌｅａｎ Ｃｏａｌ Ｃｅｎｔｒｅ）、

ＩＥＡ／ＦＢＣ（Ｆｕｌｄｉｚｅｄ Ｂｅｄ Ｃｏｍｂｕｓｔｉｏｎ）、ＧＣＣＳＩ（Ｇｌｏ

ｂａｌ ＣＣＳ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ）等に参画し、技術情報交換・各種技術情報収集を行う

とともに、国内関係者への情報提供を行う。また、今後の国際市場における日本の石炭火力発

電所受注に向けて、高い競争力を発揮できる戦略及びビジネスモデルを構築する。さらに、低

コスト高効率石炭火力発電システム実現に向けた検討を進める。 

 

３．達成目標 

[最終目標（平成３３年度）] 

石炭利用技術分野において、ＣＯ２排出量低減、環境負荷低減及び国際競争力の強化を図る

ために必要となる基礎的情報や、最新情報の収集・解析及び将来における次世代火力の技術開

発や導入可能性について、関連技術の適応性、課題等の調査を行う。また、海外との協力を通

して、我が国の優れたＣＣＴの導入に向けた取組を行う。 



研究開発項目⑦ 「次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発」 

[実施期間]平成２９年度～３２年度 

１．研究開発の必要性 

従来型石炭火力発電の中で最高効率である超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は蒸気温度の最高

温度は６３０℃程度が限界と言われてきた。７００℃以上の高温蒸気へ適用されるボイラ・タ

ービン適用材料開発については、長期高温環境下での使用を想定したクリープ試験を実施する

等、更なる信頼性の向上が必要である。本事業では２０２０年以降に増大する経年石炭火力の

リプレース及び熱効率向上需要に対応するため、高温材料信頼性向上及び保守技術開発を行う。 

２．研究開発の具体的内容 

（１）高温材料信頼性向上試験

 信頼性向上のため、クリープ疲労試験、異種材料溶接部健全性評価、材料データベースの

拡充、表面処理技術開発等を実施する。 

（２）保守技術開発

タービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）等の精度向上、高効率化、適用箇所の拡大を

目的とした非破壊検査技術開発を実施する。 

３．達成目標 

[最終目標（平成３２年度）] 

事業終了時において送電端熱効率４６％（高位発熱量基準）達成可能な商用プラントへ適用

する長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充、表面処理技術開発等の高温材料信頼

性向上及びタービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）精度向上等の保守技術を確立する。 

４．その他重要事項 

本事業については、他の事業との連携を図りながら、ユーザー及び外部有識者等の意見を適

切に反映し、着実な運営を図る。情報発信及び知財化についても、技術の流出防止と適宜知財

化を適切に助成先へ指導する。 



研究開発スケジュール ◇中間評価、 事後評価

※１ 経済産業省にて実施したプロジェクトでＨ２８年度からＮＥＤＯへ移管

※２ ＮＥＤＯゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクトにて実施



 
 

【特許論文等リスト】 
 
【特許】前身の EAGLE プロジェクト等において出願している特許を参考まで記載する。 
平成 15～25 年度(40 件) 
番

号 
出願者 出願番号 国内 

外国 
PCT 

出願日 状態 名称 

1 電源開発㈱ 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 

特願 2003-364639 国内 2003/10/24 登録 ガス化処理装置及び方法 

2 電源開発㈱ 
㈱日立製作所 

特願 2003-388009 国内 2003/11/1 登録 気体処理装置の液面調整制御

方法 
3 電源開発㈱ 

㈱日立製作所 
特願 2004-182230 国内 2004/6/21 登録 電気透析装置を備えた脱硫装

置 
4 電源開発㈱ 

㈱日立製作所 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 

特願 2005-29131 国内 2005/2/4 登録 固体燃料ガス化装置およびガ

ス化方法 

5 電源開発㈱ 
㈱日立製作所 

特願 2005-46659 国内 2005/2/23 公開 石炭ガス化システムのガス精

製方法 
6 電源開発㈱ 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 
㈱日立製作所 

特願 2005-241296 国内 2005/8/23 登録 粗粒分離機能付きチャー搬送

装置 

7 電源開発㈱ 
㈱日立製作所 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 

特願 2005-246068 国内 2005/8/26 登録 加圧型ガス化装置、その運転方

法およびガス化発電装置 

8 電源開発㈱ 
㈱日立製作所 

特願 2006-000313 国内 2006/1/5 登録 ガス精製システムおよびガス

精製方法 
9 電源開発㈱ 

㈱日立製作所 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 

PCT/JP2006/3016
18 

PCT 2006/2/1 公開 固体燃料ガス化装置及びガス

化方法 

10 電源開発㈱ 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 

特願 2007-74287 国内 2007/3/22 公開 二段ガス化炉 

11 電源開発㈱ 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 

特願 2007-74288 国内 2007/3/22 登録 ガス化炉 

12 電源開発㈱ 
㈱日立製作所 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 

11/883442 外国 2006/2/1 公開 固体燃料ガス化装置及びガス

化方法 

13 電源開発㈱ 
㈱日立製作所 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 

200680003973.4 外国 2006/2/1 登録 固体燃料ガス化装置及びガス

化方法 

14 電源開発㈱ 
㈱日立製作所 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 

2006211317 外国 2006/2/1 登録 固体燃料ガス化装置及びガス

化方法 

15 電源開発㈱ 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 

特願 2007-114257 国内 2007/4/24 登録 ガス化炉、ガス化発電プラン

ト、ガス化装置及びガス化炉の

運転方法 
16 電源開発㈱ 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 
特願 2007-183189 国内 2007/7/12 公開 ガス化方法及び装置 

17 電源開発㈱ 
㈱日立製作所 

特願 2007-183194 国内 2007/7/12 登録 再生式脱硫装置及び脱硫シス

テム 
18 電源開発㈱ 

栗田工業㈱ 
特願 2007-188346 国内 2007/7/19 登録 石炭ガス化排水の処理方法及

び処理装置 
19 電源開発㈱ 特願 2007-236658 国内 2007/9/12 登録 反応炉装置および反応炉内ガ

添付資料２  



 
 

ス温度推定方法 
20 電源開発㈱ 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 
特願 2008-110404 国内 2008/4/21 登録 加圧粉体供給装置及びその運

転方法 
21 電源開発㈱ 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 
特願 2008-278963 国内 2008/10/30 公開 固体燃料ガス化バーナ及び固

体燃料ガス化バーナを備えた

ガス化炉 
22 電源開発㈱ 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 
特願 2008-325706 国内 2008/12/22 公開 気流搬送微粉体用の分配器及

び分配方法 
23 電源開発㈱ 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 
特願 2009-005176 国内 2009/1/13 公開 気流層ガス化炉の運転方法 

24 電源開発㈱ 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 

特願 2009-102678 国内 2009/4/21 登録 ロックホッパ装置及び石炭ガ

ス化複合発電システム並びに

それらの運転方法 
25 電源開発㈱ 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 
特願 2009-102680 国内 2009/4/21 公開 気流層ガス化炉及びその運転

方法 
26 電源開発㈱ 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 
特願 2009-104427 国内 2009/4/22 公開 ガス化用バーナ、及びガス化用

バーナの燃料供給方法 
27 電源開発㈱ 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 
特願 2009-118721 国内 2009/5/15 登録 スラグ排出装置及びスラグ排

出方法 
28 電源開発㈱ 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 
特願 2010-141772 国内 2010/6/22 登録 フィルタ装置の再生方法及び

フィルタ装置の再生システム 
29 電源開発㈱ 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 
特願 2010-160830 国内 2010/7/15 登録 ガス化炉 

30 電源開発㈱ 
㈱日立製作所 

特願 2010-179117 国内 2010/8/10 登録 ガス化発電システム 

31 電源開発㈱ 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 

特願 2010-206218 国内 2010/9/15 登録 ガス化炉、ガス化炉の運転方

法、及び石炭ガス化複合発電プ

ラント 
32 電源開発㈱ 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 
2010246510 外国 2010/11/29 登録 ガス化炉、ガス化発電プラン

ト、ガス化炉の運転方法、及び

ガス化発電プラントの運転方

法 
33 電源開発㈱ 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 
201010571848.1 外国 2010/11/30 公開 ガス化炉、ガス化発電プラン

ト、ガス化炉の運転方法、及び

ガス化発電プラントの運転方

法 
34 電源開発㈱ 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 
特願 2010-266067 国内 2010/11/30 登録 ガス化炉、ガス化発電プラン

ト、ガス化炉の運転方法、及び

ガス化発電プラントの運転方

法 
35 電源開発㈱ 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 
特願 2011-121840 国内 2011/5/31 登録 CO シフト反応装置及びこれ

を備えた石炭ガス化複合発電

システム 
36 電源開発㈱ 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 
特願 2012-209838 国内 2012/9/24 公開 ガス化炉 

37 電源開発㈱ 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 

特願 2012-230717 国内 2012/10/18 公開 スラグ排出装置及びスラグ排

出方法 
38 電源開発㈱ 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 
特願 2013-190518 国内 2013/9/13 公開 石炭ガス化装置 

39 電源開発㈱ 
㈱日立製作所 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱ 

特願 2013-207767 国内 2013/10/2 公開 CO シフト反応装置及び該 CO
シフト反応装置の運転方法 



 
 

40 電源開発㈱ 
千代田化工建

設㈱ 

特願 2014-071947 国内 2014/3/31 公開 サワーシフト触媒のスタート

アップ方法 

 
【論文】 
a.国内投稿(14 件) 
平成 24 年度(1 件) 
番

号 
発表者 タイトル 発表誌名 査

読 
発表年月 

1 貝原 良明 
渡辺 喜久 

大崎クールジェンプロジェクトの概要 火力原子力発電  2013
年 1 月号 

有 2012/01/01 

 
平成 25 年度(3 件) 
番

号 
発表者 タイトル 発表誌名 査

読 
発表年月 

1 藤井 準次 大崎クールジェンプロジェクトの概要

及び今後の計画について 
日本エネルギー学会誌 
2013 年 5 月号 

無 2013/05/01 

2 外岡 正夫 大崎クールジェンプロジェクトの概要 
～石炭ガス化燃料電池複合発電実証事

業～ 

季報  エネルギー総合

工学 Vol36 No.3 
無 2013/10/01 

3 藤井 準次 大崎クールジェンプロジェクトの概

要と今後の計画について 
クリーンエネルギー 
(2013.10 月号) 

無 2013/10/01 

 
平成 26 年度(2 件) 
番

号 
発表者 タイトル 発表誌名 査

読 
発表年月 

1 相曽 健司 
渡辺 喜久 

Outline of the OSAKI COOLGEN 
project (The Oxygen-blown IGCC 
demonstration project) 

日本機械学会 
2014 年 10 月号 

有 2014/10/01 

2 椎屋 光昭 大崎クールジェンプロジェクトの概要 
～石炭ガス化燃料電池複合発電実証事

業～ 

電気評論 
2014 年 11 月号 

無 2014/11/01 

 
平成 27 年度(2 件) 
番

号 
発表者 タイトル 発表誌名 査

読 
発表年月 

1 椎屋 光昭 大崎クールジェンプロジェクトの概要 
～石炭ガス化燃料電池複合発電実証事

業～ 

触媒年鑑 
2015 年版 

無 2015/04/01 

2 荒木 雅 大崎クールジェンプロジェクトの進捗

状況 
火力原子力発電協会 有 2015/04/01 

 
平成 28 年度(6 件) 
番

号 
発表者 タイトル 発表誌名 査

読 
発表年月 

1 椎屋 光昭 
江草 和也 

大崎クールジェン酸素吹 IGCC プロジ

ェクトの概要及び進捗状況 
日本ガスタービン学会

誌 7 月号 
無 2016/05/18 

2 椎屋 光昭 
紺野 亜紀子 

酸素吹 IGCC 実証プロジェクト ～大

崎クールジェンプロジェクトの概要及

び進捗状況～ 

配管技術 無 2016/06/14 

3 椎屋 光昭 石炭ガス化燃料電池複合発電の技術

開発の状況について 
次世代火力発電/日刊

工業新聞社 
無 2016/07/11 

4 椎屋 光昭 大崎クールジェンプロジェクトの概 電気計算 無 2016/08/01 



 
 

紺野 亜紀子 要 10 月号 
5 椎屋 光昭 

江草 和也 
大崎クールジェン酸素吹 IGCC 実証

プロジェクトの概要及び進捗状況 
エネルギーと動力 
第 287 号 

無 2016/09/01 

6 椎屋 光昭 大崎クールジェン酸素吹 IGCC 実証

プロジェクトの概要及び進捗状況 
OHM 12 月号 無 2016/10/01 

 
b.海外投稿(2 件) 
平成 26 年度(1 件) 
番

号 
発表者 タイトル 発表誌名 査

読 
発表年月 

1  THE OSAKI COOLGEN PROJECT The global Status of 
CCS 2014(GCCSI) 

無 2015/04/01 

 
平成 27 年度(1 件) 
番

号 
発表者 タイトル 発表誌名 査

読 
発表年月 

1  THE OSAKI COOLGEN PROJECT The global Status of 
CCS 2015(GCCSI) 

無 2015/04/01 

 
 
【外部発表】 
a.国内発表(32 件) 
平成 24 年度(4 件) 
番

号 
発表者 タイトル 会議名 発表年月 

1 有森 映二 大崎クールジェンプロジェクトの紹介 日本機械学会 2012 年度

年次大会 
2012/09/11 

2 貝原 良明 大崎クールジェンプロジェクトの概要 平成 24 年度 火力原子力

発電大会 
2012/10/04 

3 藤井 準次 大崎クールジェンプロジェクトの概要及

び今後の計画について 
エコテクノ 2012 クリー

ンコールテクノロジーセ

ミナー 

2012/10/11 

4 外岡 正夫 大崎クールジェンプロジェクト概要 群馬大学 第 15 回環境エ

ネルギーセミナー特別講

演 

2012/12/26 

 
平成 25 年度(1 件) 
番

号 
発表者 タイトル 会議名 発表年月 

1 貝原 良明 大崎クールジェンプロジェクト ～石炭

ガス化燃料電池複合発電実証事業～ 
中国地域エネルギー・温暖

化対策推進会議 
2013/07/17 

 
平成 26 年度(8 件) 
番

号 
発表者 タイトル 会議名 発表年月 

1 貝原 良明 大崎クールジェンプロジェクト ～石炭

ガス化燃料電池複合発電実証事業～ 
CCTワークショップ 2014 2014/07/15 

2 外岡 正夫 大崎クールジェンプロジェクト ～酸素

吹 IGCC 実証試験事業～ 
広島経済同友会環境エネ

ルギー委員会 
2014/08/29 

3 千代延 恭太 OSAKI COOLGEN PROJECT 石炭ガス化技術国際シン

ポジウム 
2014/09/10 

4 椎屋 光昭 大崎クールジェン酸素吹 IGCC 実証プ

ロジェクトの概要および実証設備建設

第 51 回石炭科学会議 2014/10/23 



 
 

の進捗状況 
5 荒木 雅 大崎クールジェンプロジェクトの進捗

状況 ～石炭ガス化燃料電池複合発電実

証事業～ 

火力原子力発電大会 中

部大会 
2014/10/23 

6 外岡 正夫 酸素吹 IGCC 実証プロジェクト ～大

崎クールジェンプロジェクト～ 
グリーン・イノベーショ

ン 2014 
2014/11/23 

7 外岡 正夫 大崎クールジェンプロジェクト 平成 26 年度 第 1 回石炭

エネルギー委員会 
2015/02/18 

8 外岡 正夫 大崎クールジェンプロジェクト コプロワークショップ 2015/02/20 
 
平成 27 年度(11 件) 
番

号 
発表者 タイトル 会議名 発表年月 

1 飯田 浩道 酸素吹石炭ガス化技術実証試験プロジェ

クトについて 
日本学術振興会 148 委員

会 
2015/05/28 

2 椎屋 光昭 大崎クールジェンプロジェクトの概要と

進捗状況 
火力発電セミナー 2015/06/19 

3 相曽 健司 大崎クールジェンプロジェクトの概要と

進捗状況 
CCT ワークショップ

2015 
2015/07/02 

4 紺野 亜紀子 大崎クールジェン酸素吹 IGCC 実証プ

ロジェクトの概要及び進捗状況 
日本エネルギー学会 2015/08/04 

5 椎屋 光昭 大崎クールジェンプロジェクトの概要

と建設状況について 
第 14 回九州低炭素シス

テム研究会 
2015/10/07 

6 中田 勝啓 大崎クールジェンプロジェクト(酸素吹

IGCC 実証プロジェクト)の進捗状況 
平成 27 年度 火力原子力

発電大会 
2015/10/08 

7 椎屋 光昭 大崎クールジェン酸素吹 IGCC 実証プ

ロジェクトの概要および実証設備建設

の進捗状況 

第 52 回石炭科学会議 2015/10/29 

8 松井 倫広 酸素吹石炭ガス化技術実証試験プロジ

ェクトについて 
日本エネルギー学会・西

部支部 講演会 
2015/11/13 

9 相曽 健司 大崎クールジェン酸素吹 IGCC 実証プ

ロジェクトの概要と進捗状況 
第 9 回日中省エネルギ

ー・環境総合フォーラム

石炭火力発電分科会 

2015/11/29 

10 下手 麻子 
紺野 亜紀子 
田淵 浩 
山本 英生 

革新的低炭素石炭火力発電の実現に向

けて ～大崎クールジェンプロジェクト

における若手技術者の取り組み～ 

第 23 回環境エネルギー

セミナー 
2015/12/21 

11 荒木 泰三 酸素吹 IGCC 実証機石炭ガス化ガスの

ガス精製システム 
化学工学会 第 81 年会 2016/03/13 

 
平成 28 年度(9 件) 
番

号 
発表者 タイトル 会議名 発表年月 

1 木田 淳志 大崎クールジェンプロジェクトの進捗状

況と第 2 段階の計画概要 
CCTワークショップ 2016 2016/07/19 

2 米田 恭 大崎クールジェン酸素吹 IGCC 実証プロ

ジェクトの概要及び進捗状況 
エネルギー学会第 25 回大

会 
2016/08/10 

3 大原 祐樹 大崎クールジェン酸素吹 IGCC 実証プロ

ジェクトの概要と進捗状況 
日本機械学会 2016 年度

年次大会 
2016/09/13 

4 江草 和也 大崎クールジェン酸素吹 IGCC 実証プロ

ジェクトの概要及び進捗状況 
第 53 回石炭科学会議 2016/10/27 

5 梅崎 雅之 大崎クールジェンプロジェクト(酸素吹 平成 28 年度 火力原子力 2016/10/27 



 
 

IGCC 実証プロジェクト)の進捗状況 発電大会 
6 下手 麻子 大崎クールジェンプロジェクト -日本

のクリーンコール技術を世界へ- 
エコプロダクツ 2016 ク
リーンコールセミナー 

2016/12/09 

7 鈴木 伸介 大崎クールジェンプロジェクト ～石

炭ガス化複合発電実証事業～ 
第 17 回北海道エネルギ

ー資源環境研究発表会 
2017/01/17 

8 木田 淳志 大崎クールジェンが取組む革新的低炭

素石炭火力発電「IGCC 実証プロジェク

ト」 

JPI 日本計画研究所 
講演会 

2017/2/27 

9 相曽 健司 大崎クールジェンプロジェクトの概要 

-酸素吹石炭ガス化複合発電実証事業- 
次世代火力発電 EXPO 
セミナー発表 

2017/3/3 

 
b.海外発表(12 件) 
平成 24 年度(1 件) 
番

号 
発表者 タイトル 会議名 発表年月 

1 清水 正明 Osaki Coolgen Project Update Gasification Users Association 
(GUA) Meeting 

2012/10/31 

 
平成 25 年度(2 件) 
番

号 
発表者 タイトル 会議名 発表年月 

1 富永 真司 Osaki CoolGen Project Update Gasification Users Association 
(GUA) Meeting 

2013/10/16 

2 相曽 健司 Outline of the Osaki CoolGen 
Project 
(IGCC Demonstration Project) 

ICOPE(International Conference on 
Power Engineering) 

2013/10/25 

 
平成 26 年度(2 件) 
番

号 
発表者 タイトル 会議名 発表年月 

1 相曽 健司 High Efficiency Low Emissions coal 
thermal power generation Technology 
(The Osaki Coolgen Project of 
Oxygen-blown IGCC Demonstration) 

第 4 回日豪石炭ワークショッ

プ 
2014/06/24 

2 清水 正明 Osaki CoolGen Project Update Gasification Users Association 
(GUA) Meeting 

2014/10/29 

 
平成 27 年度(2 件) 
番

号 
発表者 タイトル 会議名 発表年月 

1 紺野 亜紀子 The Osaki Coolgen Project of 
Oxygen-blown IGCC demonstration 
 

Gasification Users Association 
(GUA) Meeting 

2015/10/14 

2 志田尾 耕三 The Osaki Coolgen Project of 
Oxygen-blown IGCC demonstration 

ICOPE(International Conference 
on Power Engineering) 

2015/12/02 

 
平成 28 年度(5 件) 
番

号 
発表者 タイトル 会議名 発表年月 

1 中村 郷平 The Osaki Coolgen Project 
Oxygen-blown IGCC demonstration 
 

IEA Clean Coal Centre HELE 
2016 Workshop 

2016/05/23 

2 山下 進 Osaki CoolGen Project Update EPRI Asia Coal Power 
Technology Seminar 

2016/09/06 

3 紺野 亜紀子 The Osaki Coolgen Project Gasification Users Association 
(GUA) Meeting 

2016/10/19 



 
 

Oxygen-blown IGCC demonstration 
4 紺野 亜紀子 IGCC with CO2 capture 

demonstration The Osaki CoolGen 
Project 

The 1st Australia-Japan 
Symposium on Carbon Resource 
Utilisation 

2016/11/28 

5 相曽 健司 Realization of innovative high 
efficiency and low emission coal 
fired power plant The Osaki-coolgen 
Project 

The 1st Australia-Japan 
Symposium on Carbon Resource 
Utilisation 

2016/11/29 

 
c.新聞・雑誌等への掲載(27 件) 
平成 24 年度(5 件) 
番

号 
掲載内容 掲載媒体 発表年月 

1 プロジェクト内容 ガスエネルギー新聞 2012/10/10 
2 プロジェクト内容 日刊工業新聞 2012/11/30 
3 プロジェクト概要、建設工事着工 NHK ニュース 2013/01/06 
4 プロジェクト概要、展望(社長インタビュー) 中国新聞 2013/02/10 
5 土建着工安全祈願祭 NHK ニュース、電気新聞他 2013/03/01 

2013/03/02 
 
平成 25 年度(1 件) 
番

号 
掲載内容 掲載媒体 発表年月 

1 プロジェクト概要、建設工事状況 
(社長インタビュー) 
大崎上島町の期待 
(高田町長インタビュー) 

RCC ラジオミライレポート 2013/07/06 
2013/07/13 

 
平成 26 年度(11 件) 
番

号 
掲載内容 掲載媒体 発表年月 

1 ガス化炉工場製作公開 電気新聞、中国新聞、朝日新聞、NHK
ニュース 

2014/06/04 

2 機電着工安全祈願祭 電気新聞、中国新聞 2014/06/05 
3 プロジェクト内容 エネルギーフォーラム 2014/06/30 
4 プロジェクト内容 月刊エネコ（フジサンケイビジネスアイ） 2014/09/10 
5 プロジェクト内容 電気新聞、中国新聞、日刊工業新聞、NHK

ニュース 
2014/12/10 

6 ガス化炉搬入 月刊 Wedge 2015/01/20 
7 プロジェクト内容 電気新聞記事広告 2015/01/27 
8 プロジェクト内容 日刊工業新聞記事広告 2015/01/30 
9 プロジェクト内容 月刊投資経済 2015/02/01 
10 日本のクリーンコール技術 Australian Financial Review 2015/02/13 
11 地球温暖化防止に寄与する発電技術 

（IGCC の仕組み、CO2 削減率） 
広島ホームテレビ地球派宣言 2015/03/21 

 
平成 27 年度(5 件) 
番

号 
掲載内容 掲載媒体 発表年月 

1 プロジェクト内容 エネルギーフォーラム 2015/10/01 
2 プロジェクト内容 NHK クローズアップ現代 2015/11/26 
3 プロジェクト内容 熊本日日新聞 2015/12/20 
4 プロジェクト内容 電気新聞 2016/02/01 
5 プロジェクト内容 中国新聞 2016/02/26 



 
 

 
平成 28 年度(6 件) 
番

号 
掲載内容 掲載媒体 発表年月 

1 第 2 段階事業着手プレスリリース 中国新聞、日経新聞、電気新聞、日刊工業新

聞、日経産業 
2016/04/05 

2 プロジェクト内容 PRESIDENT 記事広告 2016/04/18 
3 酸素吹 IGCC システム本格的試運転開始プ

レスリリース 
電気新聞、中国新聞、日経産業 
日刊工業 

2016/08/23 
2016/08/25 

4 プロジェクト内容 月刊日経エコロジー 2016/09/08 
5 プロジェクト内容 NHK ニュースお好みワイド広島 2016/11/24 
6 実証試験開始 中国新聞、日経新聞、電気新聞、化学工

業日報 
2017/03/31 

 
d.その他(2 件) 
番

号 
掲載内容 会議名 発表年月 

1 プロジェクト概要パネル展示 G7 北九州エネルギー大臣会合 2016/5/1-2 
2 プロジェクト概要パネル展示 2016CSLF Technical Workshop 2016/10/5 
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２．分科会公開資料

次ページより、プロジェクト推進部署・実施者が、分科会においてプロジェクトを説明す

る際に使用した資料を示す。
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参考資料１ 分科会議事録 



研究評価委員会 

「次世代火力発電等技術開発／石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」（中間評価） 

議事録 

日 時：平成29年5月12日（金）13：00～17：45 

場 所：WTCコンファレンスセンター フォンテーヌ 

東京都港区浜松町2-4-1 世界貿易センタービル38階 

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長 清水 忠明 新潟大学 工学部 化学システム工学プログラム 教授

分科会長代理 藤岡 祐一 福岡女子大学 国際文理学部 環境科学科 教授

委員 黒澤 幸子 株式会社東レ経営研究所 主席研究員

委員 中澤 治久 一般社団法人 火力原子力発電技術協会 専務理事

委員 二宮 善彦 中部大学 工学部 応用化学科 教授

委員 松岡 浩一 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 創エネルギー研究部門

炭素資源転換プロセスグループ グループ長

委員 義家 亮 名古屋大学 大学院工学研究科 機械システム工学専攻 准教授

＜推進部署＞ 

坂内 俊洋 NEDO 環境部 部長

在間 信之 NEDO 環境部 統括研究員

高橋 洋一（PM） NEDO 環境部 主査

中元 崇 NEDO 環境部 主査

＜実施者※メインテーブル着席者のみ＞ 

木田 淳志（PL） 大崎クールジェン株式会社 副社長

椎屋 光昭 大崎クールジェン株式会社 総務企画部 研究企画G マネージャー 
鈴木 伸介 大崎クールジェン株式会社 技術部取締役 部長

飯田 浩道 大崎クールジェン株式会社 技術部 技術グループ マネージャー

中村 郷平 大崎クールジェン株式会社 技術部 CO2グループ マネージャー 
佐々木 崇 株式会社日立製作所 研究開発グループ 主任研究員

講武 寛之 中国電力株式会社 経営企画部門 マネージャー

門脇 令幸 中国電力株式会社 電源事業本部火力技術グループ マネージャー

野口 嘉一 電源開発株式会社 開発計画部部 部長

大畑 博資 電源開発株式会社 技術開発部研究推進室 室長代理

＜評価事務局等＞ 

定兼 修 NEDO 技術戦略研究センター 研究員 
保坂 尚子 NEDO 評価部 部長 
原 浩昭 NEDO 評価部 主査 
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議事次第 

（公開セッション） 

１．開会、資料の確認 

２．分科会の設置について 

３．分科会の公開について 

４．評価の実施方法について 

５．プロジェクトの概要説明 

5.1 「事業の位置付け・必要性」「研究開発マネジメント」  

 「研究開発成果」「成果の実用化に向けた取り組み及び見通し」 

5.2 質疑 

（非公開セッション） 

６．プロジェクトの詳細説明 

6.1 酸素吹IGCC実証 大崎クールジェン(株)

6.2  CO2分離・回収型酸素吹IGCC実証 

ａ）CO2分離・回収型酸素吹IGCC実証 大崎クールジェン(株) 

ｂ）低温作動型サワーシフト触媒実証研究 (株)日立製作所 

6.3 CO2分離・回収型IGFC実証 NEDO環境部 

７． 全体を通しての質疑 

（公開セッション） 

８．まとめ・講評 

９．今後の予定、その他 

１０．閉会 

議事内容

（公開セッション） 

１．開会、資料の確認 

評価事務局主査により、開会宣言の後、配布資料が確認された。質問はなかった。 

２．分科会の設置について 

資料1に基づき評価事務局主査より研究評価委員会分科会の設置について説明がなされ、評価委員が紹

介された。その後、推進部署より実施者の紹介がなされた。 

３．分科会の公開について 

評価事務局主査より資料 2及び 3に基づき説明され、分科会長の承認により議題６「プロジェクトの詳

細説明」が非公開とされたことが告げられた。 

４．評価の実施方法について 

評価事務局主査より、資料4-1～4-5に基づき評価の手順が説明された。

５．プロジェクトの概要説明 

5.1 「事業の位置付け・必要性」「研究開発マネジメント」  

参考資料 1-2



「研究開発成果」「成果の実用化に向けた取り組み及び見通し」 

推進部署より資料6-1に基づき説明が行われた。 

5.2 質疑 

5.1の内容に対し以下の質疑応答が行われた。 

【清水分科会長】ありがとうございました。それでは、技術の詳細につきましては後ほど議題6で取り扱

いますので、ここでは主に今ご説明がありました事業の位置づけ、必要性、マネジメントについ

て議論して行きたいと思います。ただ今のご説明に対して委員の方からご意見ご質問がありまし

たらお願いいたします。

【清水分科会長】それでは、私からいくつか。これは公開ということで国民の皆様への説明という意味あ

いもございますので、スライド 12 番でもうすこし詳しく説明を頂きたいところが一点ございま

して、一番上の CO2 90%で送電端効率 40%程度の見通しを得るとありますが、この数字の意味

合いですが、たとえば今の微粉炭火力にCO2回収をつけるとどれくらいまで下がるか、それに対

してこれくらいのメリットがあるという説明をできましたらお願いしたいと思います。

【高橋PM】CO2分離回収技術でどういった設備を付設するかにもよりますが、現在だいたい6%～10％
発電効率が下がるということですので、既設のUSC等にCO2分離回収設備を付設すると、発電

効率が40％に対して30％くらいに下がる見込みとなります。 

【藤岡分科会長代理】いろんな前提条件があるので、10%減らすというのは極端な例じゃないかと思いま

す。新設すればだいたい40%か35%くらい。追設するとなるとそれよりも悪くなるというふうに

文献にあると思います。

【高橋PM】どういったCO2分離回収技術を導入するかということにもよると思います。 

【藤岡分科会長代理】今実際の実証機としては、サザンカリフォルニアカンパニーで動いていて、次に100
万kWのペトラノーバ（Petra Nova）が計画段階ですよね。そういった数値はベースにすべきじ

ゃないかと思います。

【高橋PM】わかりました。 

【清水分科会長】いまの分科会長代理のご意見ですと最新の火力に設置すると 35％くらいということで

すね。

【藤岡分科会長代理】最適設計をしたらという前提です。

【清水分科会長】そうしますと、40％というのはそれに比べるとまだ高い【藤岡分科会長代理】：十分高

い）、競争力があるということでよろしいでしょうか。

【藤岡分科会長代理】はい。

【清水分科会長】他にご質問ございませんでしょうか。義家委員。

【義家委員】スライドの6番で、リプレース需要3GWのうち1/4のユニットが IGCCになると試算とあ

りますが、この1/4に関して根拠の説明をお願いします。 
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【高橋PM】1/4というのは、将来の技術としてまず現行のUSCがあります。それとA-USC、高温対応

のUSC、さらに空気吹きの IGCCがあります。そして、我々がやっております酸素吹きの IGCC、
IGFCがございます。これらが1/4ずつシェアをとっていくと仮定したということでございます。

ただ、個人的な見解としまして25%はちょっと遠慮しすぎだと思っておりますので、30～40%は

取りにいくようなつもりで事業を進めた方が良いのではないかと考えています。

【義家委員】控えめに見積もってもということでよろしいですか。

【高橋PM】はい。 

【清水分科会長】よろしいでしょうか。ちょっと今の点のところですが、リプレースの建設費用だけで 2
兆円でしょうか。それとも、それに石炭を燃料として使って発電すると、効率向上分だけ石炭使

用量が減るという、そういうものも含めての値になるのでしょうか。

【高橋PM】これは建設費だけです。というのは、新設容量のギガワットに対して火力発電の建設単価を

乗じて算出したもので、効率まで含めて計算したわけではございません。

【清水分科会長】そうしますと高効率化によって燃料費もだいぶ節約できる、そういう形での経済性もこ

れにプラスして入るというふうに理解してよろしいでしょうか。

【高橋PM】これは建設コストですが、オペレーションコストの低減という効果も見込めるかとは思いま

す。

【清水分科会長】はい、ありがとうございました。

【高橋PM】コスト構成はいろいろと議論がございますところで、高効率化によって当然ながらオペレー

ションコストは下がっていくのですけれども、建設コストが USC よりも若干上がる可能性もご

ざいますので、そういうところもトレードオフというか、事業の中でよく精査していきたいと思

います。

【清水分科会長】中澤委員。

【中澤委員】今の議論に関連して、この試算で用いた25 万円/kWというのは、コスト検証委員会で提示

されたものを適用しているわけで、本プロジェクトの実績等から試算したものではないですよね。

中間評価の段階で費用対効果の話をする場合、自分のデータに基づくものなのか、それとも市場

規模を考えるために一般的な数字から試算したものなのかとうことは、公開する場合は明示して

おく必要があります。こういったデータは二次利用されることが多いので、その際、数字が独り

歩きしないよう注意が必要です。

【高橋PM】そういう意味では、資料に一応「コスト検証委員会で提示された建設単価を適用」と記載さ

れています。

【中澤委員】この説明ではその様になっていますが、その説明が抜けてしまった途端、この数字の引用元

が分らなくなってしまいます。建設コスト等に関しては、むしろこれ から研究して最終成果に向

けて頑張るところだと思いますので、ひとつよろしくお願いします。

【清水分科会長】二宮委員、お願いします。

【二宮委員】細かいとこですが、教えて頂きたいのですが。一つは、研究開発マネジメントの 13 ページ
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になりますが、事業目標の第二段階の CO2 分離回収で、そのときの発電効率が確か 40%という

お話がありましたが、COの分離回収も含めてということでしょうか。 

【高橋PM】COはシフト反応でCO2に転換します。 

【二宮委員】シフト反応をして、水素にして、その結果、水素のガスタービンでまわして、そしてその結

果としてこの効率が得られるのですね。そしてそこの CO2 分離に関する技術的な難易度はそん

なに高くないということでよろしいのでしょうか。

【高橋PM】EAGLEのときに実証した物理吸収法を用いますので、大型化と IGCCとの連携や運用性の

検証が必要です。

【二宮委員】COと水蒸気から水素とCO2を作るところですが。 

【高橋PM】シフト反応のところですかね。そこは後で事業者様からご説明があると思うのですが、一応

勝算はあると考えています。

【二宮委員】二番目は、効率の計算をするときに、これはたぶん設計炭でされていると思うのですが、東

南アジアの石炭を使うときに、石炭の中に入っている灰分の量によって効率はどの程度まで変動

するというようなことについて伺いたいと思います。確か今灰分は2、3%くらい、数%くらい（3%
くらいですね）ですが、それがもし10%くらいまで上がったときには全体の効率がどこまで下が

ってくるのかという議論は、将来展開として必要だと思うのですが。

【高橋PM】多炭種適用性の試験を計画しています。 

【二宮委員】いや、試験結果ではなく、効率の事前予測です。達成目標として、40.5%とか46%とかある

と思いますが、低品位炭を使うということもありますので、低品位炭の中には灰分の高いものも

あるということで、そうした高いものについてもここで言われている46%が達成できるのかとい

う点です。

【二宮委員】海外展開をしたいということでかなり強く強調されていますが、国際会議でどれくらい発表

されていますか。

【高橋 PM】事業原簿の最終ページあたりに記載していたかと思いますが。年間 1～2 回くらいのペース

で発表されています。

【二宮委員】国際会議も？

【高橋PM】はい。去年だけでもオーストラリア等で発表しています。 

【二宮委員】わかりました。ありがとうございました。

【高橋PM】高灰分石炭ですけれども、10%近い灰分の石炭についても来年度試験することになっていま

す。

【二宮委員】そのときの予測値というのはどのくらいなのでしょうか。

【飯田マネジャー】後ほど非公開セッションで説明いたします。今回 40.8％という実績が得られまして、

おっしゃるとおり東南アジアの亜瀝青炭を使っています。来年度以降、亜瀝青炭で灰分の高い10%
程度のものを使う予定にしています。設計ベースの数字ではございますが、40%程度まで若干落
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ちますが、灰分が高いと冷ガス効率がどうしても落ちてくるので IGCCとしてはガス化の効率が

落ちてきますが、複合発電というメリットもありますので、全体の発電システムとしての効率は

灰分が高い炭を使ってもそんなに低下しないと想定しています。

【高橋PM】今のは、46％の効率が40%ではなくて、40.5%が40% ということです。 

【二宮委員】はいわかりました。

【清水分科会長】黒澤さん。

【黒澤委員】少し見当違いな質問になってしまうかもしれないですが、国の他の助成金にくらべて助成額

としてはずいぶん大きなものだと思います。たとえばスライドの 5 ページの理由というのは、意

義というのはここを読むだけではわかるのですが、たとえば金額的にどうしてこれだけの金額の

ものを NEDO が取り組むことによってどれくらいの費用対効果があって、社会経済に貢献する

部分があるのかというようなところに対しての金額的な、数値的なデータというのが少し少ない

かなという印象を受けていて、そのへんがはっきりした方が国の説明責任という部分ではよいの

ではないかと感じています。

【高橋PM】事業費自体はそれとして、あとは助成率をどうするかというところになってくると思うので

すが、1/3助成の第一段階のところにつきましては、事業者側にも当然利益になってくる部分があ

りますが大型化に伴う技術的課題があるということで、これくらいの助成率が妥当であろうと決

められたと聞いています。第二段階につきましては、CO2分離回収技術でございますが、直接電

力会社の利益にならないと今のところ考えています。一方、本事業とは別で実施されているCO2
貯留事業の方ですが、こちらのほうは100%補助事業で行っている事業です。それを鑑みまして、

一方で電力会社が今後電力事業を進めて行くに当たって、CO2 分離回収、CO2 排出対策を明確

に打ち出さない限りは、新設およびリプレースはなかなか難しい状況が近い将来やってくるので

はないかと、その辺りを勘案して、助成率が2/3くらいになったのではないかと思っています。 

【在間統括研究員】先ほどおっしゃった、費用対効果はどうかということは、基本的にはどれくらいの国

庫負担をしてどのくらいの市場創出をして、国にとってどれくらい裨益するかというところの相

対値の問題ではないかと思っておりまして、今回こういう IGCCだとか高効率発電の市場という

のは先ほど申し上げたような何十兆円というオーダーになってきておりますので、費用対効果と

してはそこそこなものではないかと考えています。助成率に関しましては先ほど言ったようなこ

とでございます。

【黒澤委員】例えば、海外との比較というようなことはしてらっしゃらないのですか。

【在間統括研究員】海外と直接同じもので比較しているわけではないのですが、アメリカの IGCCですと

か、いくらだったか数値は思い出せませんが、同様の巨額の投入がされておりまして、やはり助

成という考え方でやっておりますので、突出して日本の支出が多いというわけではありません。

【黒澤委員】そういうデータが一緒に表示されていて、日本の方がこういうところで優れているというよ

うなところがあると、ご説明がすんなり入ってくるかなという気がいたしました。

【在間統括研究員】了解いたしました。ありがとうございます。

【清水分科会長】はい、松岡さん。
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【松岡委員】海外への展開を図る場合、おそらくメインターゲットとしてはアジア大洋州になるというお

話でその通りだと思いますが、そのときに、IGFC というのは本当にパッケージとして売り出す

ことがあるのかとか、あるいは需要があるかどうかは調査された上でのお話なのか、ということ

をお伺いしたいのと、酸素吹きのガス化ということであればおそらく需要があるかなと思うので

すが。調査された上で、1/4とかということがあるのでしょうか。 

【高橋PM】まず、IGFC については、まだ技術確立の段階でしてそこまでの市場調査はできていないの

が現状です。ただ、基本的には問題は建設コストになってくると思いますので、建設コストを既

存の USC まで下げることができるようになれば、発電効率が高い分需要はあると見込んでいま

す。そういう意味ではこれからの調査になってくると考えています。

【藤岡分科会長代理】事業第二段階のところですが、上から二段目の基本性能、CO2 分離回収における

CO2 回収率 90%以上とか、純度 99%とか、これはすでに若松で技術的には検証されているわけ

ですよね。第二段階でそれをもう一回やる意義というのは、もう一つ何か付加価値をつけないと

意味がないんじゃないかなと思うのですが。例えば、CO2回収のためのエネルギー、あるいは部

分負荷の運用が可能であるとかですね。そういった前提条件の上で若松の技術にここで上乗せし

て評価をするということを付け加えるべきではないかと思うのですが。それと、先ほどCO2回収

のエネルギーと思ったのは、どれだけ発電効率に影響するのかということは結局エネルギーなの

で、そこはやっぱりきちっと押さえて頂きたいなと思います。

【高橋PM】おっしゃるとおり、回収効率とか純度に関しては、EAGLEである程度見込みが得られてい

るということですが、発電効率についてはEAGLEのような小型の実証機というのは放熱も大き

いですし、ちゃんとした効率計算をするのはなかなか難しいところがございまして、今回はその

放熱の影響等を避けられるだけの大きさの設備を導入するということで、実証機建設に必要なデ

ータが得られるだけのキャパを設定したというふうに伺っていますが、何か補足がありましたら。 

【椎屋マネジャー】先生にご指摘頂いたエネルギー効率と基本性能ですが、私どももエネルギー効率40%
を達成するには CO2 の分離回収のエネルギー効率を上げないといけませんので、そういう状態

でも基本性能が 90%、純度を 99%維持した状態でエネルギーロスを少なくして 40%を達成して

いこうという目標であるとご理解頂ければと思います。

【藤岡分科会長代理】おっしゃられる通りだと思いますが、そうすると今回15%というCO2回収負荷に

対して、本当にそれができるかどうかなんですね。実際に例えば回収装置でこういう運用をした

いといったときに、15%だからできるということもあり得るわけですよ。本当にトータルにシス

テムを組んで 100%で動かせばできないことも、部分的にはできてしまう。そのへんの負荷の運

用試験のあり方とかですねデータの取り方、特にまたもう一つ前から心配するのは部分負荷で低

圧で運転しているけれどもガスの供給量が変わったときにどうなるとかですね、そのへんについ

てはもうちょっとこう意図的に実施しますよと表明を頂いた方がいいのかなと思います。

【清水分科会長】ただいまのご意見といいますがご質問ですけれども、むしろもう少し詳細な技術の面で

の検討ということで、次のセッションでもう一回ご説明頂くこともできると思いますので、今は

事業全体の位置づけの話ということです。

【藤岡分科会長代理】今ここで取り上げたのは、いずれ技術の検討をした後にここをもう少し充実させな

いと第二段階の試験の目的がぼやけてしまうんじゃないか、単に運用して終わりということであ

れば、たぶんこれはできないことではない問題だと。第一段階が実証できているわけですからね。
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だから、第二段階で実証するちょっとリスクがあることも少し加えておかないと、（評価する側か

らこう言っては何なんですけれども、評価される側はなるべくそうならないほうがいいと思って

いるので、そのへんは文言についてはまた後でいろいろ考えるべきだと思うんですが、もう少し

これ入れておかないと）この次の評価の時ですね、たぶんこの文言で評価が進むと思うんです。

ということで、技術的な内容は後のセッションで議論します。

【清水分科会長】そうしますと、やはり前のEAGLEのものと今回の試験で大きな違いはどこかと、そこ

をもう少しはっきりして頂きたいというのがご質問の趣旨だと思います。たとえば、使う溶液を

変えるとか、スケールアップによる影響を見るとか、そうしたことも含めた上でこの基本性能を

達成するんだという、そういうふうに表現して頂けるとわかりやすいのではないかと思います。

そういう意味ですよね、先ほどの質問としては。違いをはっきりさせるということ。

【藤岡分科会長代理】そうですね。また技術検討のところでディスカッションさせて頂ければと思います。 

【清水分科会長】よろしいでしょうか。それでは時間が来ましたので次の議題に移りたいと思います。

（非公開セッション） 

６. プロジェクトの詳細説明

省略

７．全体を通しての質疑

  省略

（公開セッション） 

８．まとめ・講評 

【義家委員】基本的には、IGCC、IGFC の開発というのは日本にとって非常に重要で、大崎クールジェ

ンの成功を心より期待している立場ではあります。が、その中で今日のコメントということで申

し上げます。やはりプラントの制約としてガス化炉からシフト反応に導入するガスの量が15%と

いう制約が評価のための境界条件を非常に複雑にしているというのはどうしようもない現実だと

思います。そこをきちんと説明していく必要があると思います。例えば、第一段階の酸素吹きの

IGCC、その段階での送電端効率40.8%、これは事実であり、実証値として確かなものだと思うの

ですが、第二段階以降のガスタービンの出力というのは、あくまで参照値でしかない訳です。そ

うなると、やはり水素タービンとか外部のデータを挿入して予測していくしかないということに

なります。そうするとフェイズ2の40%の見通しを得る、フェイズ3の46%の見通しを得るとい

う、その40、46％というのは実証値として直接的なデータとして得られないわけですから、もち

ろんアピールする数値としてこの送電端効率の目標値を揚げることは重要なんですけれども、だ

とすればそれに対してこのプラントで具体的にどういう目標値を達成すべきなのか、具体的な実

証値として何を達成すべきなのかというところがもう少し明確だと、このプロジェクトの成功と

いうものを評価するに当たって分かりやすいかなと思いました。以上です。

【松岡委員】本日はありがとうございました。本プロジェクトは、中国でグリーンジェンという似たよう

なプロジェクトがあるということですが、あまりよくわかってないということで、世界のトップ

を走っているということで大変期待しております。特にガス化炉の開発だけではなくて CCS に

加えて FC も入れるということで、非常に困難なプロジェクトであることもよく理解できました
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し大変期待しております。今回お示し頂いた第一段階の運転はまだ始まったばかりですけれども、

うまく行っているということで非常に安心しておりますし、技術検討委員会というのが年何回か

開催されているということで、うまくコミュニケーションをとられて進めて頂きたいと思います。

CCS に関しては先ほど義家委員もおっしゃってましたけれども 15%という制約をどう考えるか

というのは今後の課題かと思います。本プロジェクトの名前が、石炭ガス化燃料電池複合発電実

証事業というタイトルですので、第三段階があって、うまくいって完結ということだと思います

ので、第三段階がまだ始まっていませんが、かなり重要だと考えています。特にこれからいろい

ろと進められるということで、加圧でSOFCがうまくいくのか、とくに今まで石炭の生ガスを実

証規模で導入したという例がほとんどないと思うので、たぶんものすごくハードルが高いと思う

のですが、そこをうまく進めていって頂きたいと思います。期待しております。以上です。

【二宮委員】今回聞かせて頂きました、特に IGCCの開発というのは、昔、ハイコールから進められてや

っとここまで来たなと感慨をもって聞かせていただきました。空気吹きの方はちょっと先行して

いますけれども、空気吹きは空気吹きでいろいろ経験され、やっと空気吹きのガス化炉が使える

ようになってきたと思います。それを踏まえて、大崎の方も、おそらく計画としてはあと 4 年か

5 年かと思うんですけれども、そのあともぜひ酸素吹きという技術の着実なる積み重ねという意

味で、このタイプのものをデータとして積み上げて、酸素吹きのガス化炉という技術をぜひ商用

化までもっていって頂きたいというのが一つの大きな希望です。その上に立って、おそらく次の

オプションとしてCCS、IGFCというものがあると思うのですが、そのために酸素吹きのガス化

炉を商用機としての技術として高めるということが重要で、とくに電力ということになると単に

効率だけでなく、信頼性、1年、2年という間の長期運転ができるという技術のレベルまでもって

いって初めて次の CCS とか IGFC につながりますので、ガス化炉の着実なる開発をぜひお願い

したいと思います。私事になりますが、私も丁度、学生の頃から石炭ガス化の研究を行っており、

この歳になりましてやっとここまで来たなという感慨の思いがあります。ぜひこのプロジェクト

がうまく実用化までいくと本当にうれしいと思います。

【中澤委員】本日は詳しい説明をありがとうございました。石炭についてはA-USC と酸素吹きの IGCC 
と空気吹きの IGCCの三つの技術がありまして、それはどれも日本が世界をリードしている形だ

と思います。本日のご説明にもありましたが、それぞれ使える石炭性状に差があるということで、

この三つのどれがいいのかではなくて、この三つがそれぞれ役割分担して、日本が石炭のクリー

ン技術を全部引っ張るという形でうまく協力し合っていった方がいいと思います。もう一点は

CCSの話ですけれども、酸素吹きに適用するという特殊な部分もある一方でA-USCや空気吹き

にも共通するノウハウも多いと思いますので、その部分については日本としてしっかり抱えた方

がいいと思います。先ほど電発の野口部長がおっしゃられておりましたが、2050年のエネルギー

ミックス考えるときには、今回得られる実績データをもとに、しっかりと地に足がついた議論を

していく必要があると思います。80％削減という数字ありきの議論だけではなく、技術開発の実

績を積み重ねる形で、石炭の利用というものがいくつかの議論のなかに織り込まれてほしいです。

そのための元データとして本事業の成果は有効ですので、義家先生がおっしゃったように、実績

データとそれに基づく予測のデータという点もしっかり分けて今後も進めて頂ければと思います。

どうもありがとうございました。

【黒澤委員】今日は丁寧な説明をありがとうございました。火力発電等のプラントをこの前大崎クールジ

ェンを見せて頂いて、これくらい大きなものを作らないと実証実験ができないんだなと、素人な

がら実感したところですけれども、私の立場から発言させて頂きますと、今日のような評価をす
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る立場になると、基本的には何かと比較したりといったデータがもう少し明確に出てくるともう

少し分かりやすいかなと思います。特に火力発電は今後の今の日本の状態を考えますと非常に重

要ですし、それから今の日本の状態、世界の状態を考えましても、この実験がうまく行くことが

とても大事だと思いますので、皆が納得して進められるようなプロジェクトになっていただけた

らなと思います。もう一点ですけれども、知財については非常に不安を感じました。もう一つや

っているのが中国ということで、他のプロジェクトをやっている中で、中国、韓国の知財の扱い

は非常に微妙なところがございますので、たぶん大手の会社様がやってらっしゃるので問題はな

いかと思いますけれども、そのへん、日本の重要技術を守って頂けると有り難いなと思います。

最後にひとつなんですが、私はいろいろな国の事業の追跡調査をさせて頂いているのですが、今

回他にたとえばJSTでは、アルカ（ALCA）という低炭素化プロジェクトをやっていますが、基

礎技術のプロジェクトをやっていますが、そういうところとの連携がもう少しされると、もっと

もっと日本の技術が進んでいくのではないかと感じました。いろいろとありがとうございました。 

【藤岡分科会長代理】いろいろと詳しいご説明を頂きましてありがとうございました。ハイコール、それ

から流動床の石炭ガス化、それから若松と勿来と、日本がずっと技術開発を続けてこられて今回

の酸素吹きの IGCCにつながり、それがすごく順調に仕上がっているということで、日本の技術

の継続性といいますか、それを強く感じました。そのへんは、NEDOさんを中心に産･官･学が協

力をし合うという体制がスムーズにできているのではないかなと感じております。CO2の回収の

件についてはちょっとなんかこうなんか課題がですね、やや守りに向かっているような気がして

おりまして、これからが本格的なCCSの開発ですから、もう少しチャレンジングな数値を含めて

ターゲットを出していかないと微粉炭ボイラのCO2回収というのはかなり先行していますから、

それに対して十分たぶん競争力はあると思うんですけれども、そのへんも意識されて課題設定を

される必要があるんじゃないかなと思います。それと、2050年はたぶん自然エネルギーが主体の

社会になると思いますので、僕みたいに石炭関係の仕事をしてても残念ながら、石炭火力発電と

言うのはそのバックアップに当たることになるのではないかと思っていまして、そうなるとシス

テムの運用性ですね、起動発停とか変動負荷ですね、そのへんのデータがやはり十分あると、既

存の微粉炭ボイラに対して優位性があるのかないのかということがきちんと証明できるのではな

いかと思いまして、そのへんのデータも充実してとっていただけたらなと思っています。どうも

ありがとうございました。

【清水分科会長】今、藤岡会員がおっしゃった通り、起動というか負荷追従はやはりいろんな火力発電で

はこれから重視されるようになりますので、やはりこの場合も負荷追従に対してどのようなスト

ーリーを描くかと、それからそういう中で例えば今回、最後に出てきました燃料電池が負荷追従

したらどうなるのかと、そういったストーリーをある程度描いて頂きたいなと思います。それか

ら、これは国内だけの話ではなくてCO2問題は世界的な話ですので、いかにこの技術を世界に対

して魅力あるものとしてアピールするかということでやはり日本の事情である、日本ですとだい

たいスチームタービンの冷却は海水でやってますけれども、たとえばそれをクーリングタワーに

置換る、そうするとそっちの負荷を下げられる技術というのは魅力があるのではないかと思いま

すので、そういった視点でも国外海外に対してアピールすることはできるのではないかと思いま

す。今日は非常に丁寧に説明して頂きまして非常によく理解できました。ありがとうございまし

た。
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９．今後の予定 

１０．閉会
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参考資料２ 評価の実施方法 
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本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて実施する。 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究評価では、

以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分科会にて研究評価を行い、評

価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会において確定している。

● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置

● 研究評価委員会はその下に分科会を設置

N E D O 

評価報告書(案)確定

理 事 長 

報告

国 民 

評価結果公開

分 科 会 Ａ

研究評価委員会

評価結果の事業等への反映
推 進 部 署 

評 価 部 

分科会 B 

評価報告書（案）作成

分科会 C 

分科会 D 

推 進 部 署 

実 施 者 

事 務 局 

プロジェクトの説明 
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１．評価の目的

評価の目的は「技術評価実施規程」において

● 業務の高度化等の自己改革を促進する

● 社会に対する説明責任を履行するとともに、経済・社会ニーズを取り込む

● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を促進する

としている。

本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画の妥当性、計

画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等について検討・評価した。

２．評価者

技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識者からなる委

員会方式により評価を行う。分科会委員は、以下のような観点から選定する。

● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者

● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家

● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他社会的ニー

ズ関連の専門家、有識者

● 産業界の専門家、有識者

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象から除外し、ま

た、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価に関与していない者を主体

とする。

これらに基づき、委員を分科会委員名簿の通り選任した。

なお、本分科会の事務局については、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構評価部が担当した。

３．評価対象

「次世代火力発電等技術開発／石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」を評価対象とした。 
なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プロジェクトの

内容、成果に関する資料をもって評価した。
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４．評価方法

分科会においては、当該事業の推進部署及び実施者からのヒアリング及び実施者側等との

議論を行った。それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価によ

り評価作業を進めた。

なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認められる場合

等を除き、原則として分科会は公開とし、実施者と意見を交換する形で審議を行うこととし

た。

５．評価項目・評価基準

分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。これは、NEDO
が定める「標準的評価項目・評価基準」をもとに、当該事業の特性を踏まえ、評価事務局が

カスタマイズしたものである。

評価対象プロジェクトについて、主に事業の目的、計画、運営、達成度、成果の意義、実

用化に向けての取組や見通し等を評価した。



次世代火力発電等技術開発／石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」 

（中間評価）に係る評価項目・評価基準 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1) 事業目的の妥当性

 内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際

貢献可能性等の観点から、事業の目的は妥当か。

 上位の施策・制度の目標達成のために寄与しているか。

(2) ＮＥＤＯの事業としての妥当性

 民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDO の

関与が必要とされる事業か。

 当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費

との比較において十分であるか。

２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性

 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標を設定しているか。

 達成度を判定できる明確な目標を設定しているか。

(2) 研究開発計画の妥当性

 目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）

となっているか。

 目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されているか。

 計画における要素技術間の関係、順序は適切か。

 継続または長期の「プロジェクト」の場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込んで

活用を図っているか。

(3) 研究開発の実施体制の妥当性

 技術力及び事業化能力を有する実施者を選定しているか。

 指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能しているか。

 成果の実用化・事業化の戦略に基づき、実用化・事業化の担い手又はユーザーが関与

する体制を構築しているか。

 目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携関係

は明確であり、かつ機能しているか。

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性

 研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応しているか。

 社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、必

要に応じて適切に対応しているか。

(5) 知的財産等に関する戦略の妥当性
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 知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。

 知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）

を整備し、かつ適切に運用しているか。

３．研究開発成果について 

(1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

 成果は、中間目標を達成しているか。

 中間目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、解決の方針を明確に

しているか。

 成果は、競合技術と比較して優位性があるか。

 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、積

極的に評価する。

 設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。

(2) 成果の最終目標の達成可能性

 最終目標を達成できる見通しはあるか。

 最終目標に向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当か。

(3) 成果の普及

 論文等の対外的な発表を、実用化・事業化の戦略に沿って適切に行っているか。成果

の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及させる取組を実用化・事業化

の戦略に沿って適切に行っているか。

 一般に向けて、情報を発信しているか。

(4) 知的財産権等の確保に向けた取組

 知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化・事業化の戦略に沿って国内外で適切

に行っているか。

４．成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 

(1) 成果の実用化・事業化に向けた戦略

 成果の実用化・事業化の戦略は、明確かつ妥当か。

 想定する市場の規模・成長性等から、経済効果等を期待できるか。

(2) 成果の実用化・事業化に向けた具体的取組

 実用化・事業化に取り組む者について検討は進んでいるか。

 実用化・事業化の計画及びマイルストーンの検討は進んでいるか。

「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始される

ことであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用によ

り、企業活動(売り上げ等)に貢献することをいう。 

参考資料 2-5 



(3) 成果の実用化・事業化の見通し

 実用化・事業化に向けての課題とその解決方針は明確か。

 想定する製品・サービス等は、市場ニーズ・ユーザーニーズに合致する見通しがある

か。

 競合する製品・サービス等と比較して性能面・コスト面等で優位を確保する見通しは

あるか。

 顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極

的に評価する。
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「プロジェクト」の中間評価に係る標準的評価項目・基準 

「実用化・事業化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。 

「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されることで

あり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用により、企業活動(売

り上げ等)に貢献することをいう。 

なお、「プロジェクト」が基礎的・基盤的研究開発に該当する場合は、以下のとおりとする。 

・「実用化・事業化」を「実用化」に変更する。

・「4. 成果の実用化に向けた取組及び見通しについて」は該当するものを選択する。

・「実用化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。

「実用化」の考え方

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されることを

いう。 

1. 事業の位置付け・必要性について

(1) 事業の目的の妥当性

・内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際貢献可能性等

の観点から、事業の目的は妥当か。

・上位の施策・制度の目標達成のために寄与しているか。

(2) NEDO の事業としての妥当性

・民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDO の関与が必要とさ

れる事業か。

・当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費との比較において

十分であるか。

2. 研究開発マネジメントについて

(1) 研究開発目標の妥当性

・内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標を設定しているか。

・達成度を判定できる明確な目標を設定しているか。

(2) 研究開発計画の妥当性

・目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）となっているか。

・目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されているか。

・計画における要素技術間の関係、順序は適切か。

・継続または長期の「プロジェクト」の場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込んで活用を図っている

※「プロジェクト」の特徴に応じて、評価基準を見直すことができる。
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か。【該当しない場合、この条項を削除】 

(3) 研究開発の実施体制の妥当性

・技術力及び事業化能力を有する実施者を選定しているか。

・指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能しているか。

・成果の実用化・事業化の戦略に基づき、実用化・事業化の担い手又はユーザーが関与する体制を構築

しているか。

・目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携関係は明確であり、

かつ機能しているか。【該当しない場合、この条項を削除】

・目標達成及び効率的実施のために実施者間の競争が必要な場合、競争の仕組みがあり、かつ機能し

ているか。【該当しない場合、この条項を削除】

・大学または公的研究機関が企業の開発を支援する体制となっている場合、その体制は企業の取組に

貢献しているか。【該当しない場合、この条項を削除】

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性

・研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応しているか。

・社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、必要に応じて適切

に対応しているか。

(5) 知的財産等に関する戦略の妥当性

・知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。

・知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）を整備し、かつ

適切に運用しているか。

・国際標準化に関する事項を計画している場合、その戦略及び計画は妥当か。【該当しない場合、この条

項を削除】

3. 研究開発成果について

(1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

・成果は、中間目標を達成しているか。

・中間目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、解決の方針を明確にしているか。

・成果は、競合技術と比較して優位性があるか。

・世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、積極的に評価す

る。

・設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。

(2) 成果の最終目標の達成可能性

・最終目標を達成できる見通しはあるか。

・最終目標に向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当か。

(3) 成果の普及

・論文等の対外的な発表を、実用化・事業化の戦略に沿って適切に行っているか。

・成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及させる取組を実用化・事業化の戦略に沿

って適切に行っているか。
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・一般に向けて、情報を発信しているか。

(4) 知的財産権等の確保に向けた取組

・知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化・事業化の戦略に沿って国内外に適切に行っている

か。

・国際標準化に関する事項を計画している場合、その計画は順調に進捗しているか。【該当しない場合、

この条項を削除】

4. 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 【基礎的・基盤的研究開発の場合を除く】

(1) 成果の実用化・事業化に向けた戦略

・成果の実用化・事業化の戦略は、明確かつ妥当か。

・想定する市場の規模・成長性等から、経済効果等を期待できるか。

(2) 成果の実用化・事業化に向けた具体的取組

・実用化・事業化に取り組む者について検討は進んでいるか。

・実用化・事業化の計画及びマイルストーンの検討は進んでいるか。

(3) 成果の実用化・事業化の見通し

・実用化・事業化に向けての課題とその解決方針は明確か。

・想定する製品・サービス等は、市場ニーズ・ユーザーニーズに合致する見通しがあるか。

・競合する製品・サービス等と比較して性能面・コスト面等で優位を確保する見通しはあるか。

・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。

4. 成果の実用化に向けた取組及び見通しについて  【基礎的・基盤的研究開発の場合】

(1) 成果の実用化に向けた戦略

・成果の実用化の戦略は、明確かつ妥当か。

(2) 成果の実用化に向けた具体的取組

・実用化に向けて、課題及びマイルストーンの検討は進んでいるか。

(3) 成果の実用化の見通し

・想定する製品・サービス等に基づき、市場・技術動向等の把握は進んでいるか。

・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。

【基礎的・基盤的研究開発の場合のうち、知的基盤・標準整備等を目標としている場合】 

(1) 成果の実用化に向けた戦略

・知的基盤・標準の整備及び活用の計画は、明確かつ妥当か。

(2) 成果の実用化に向けた具体的取組

・知的基盤・標準を供給・維持するための体制の検討は進んでいるか。

(3) 成果の実用化の見通し

・整備する知的基盤・標準について、利用の見通しはあるか。

・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。
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「次世代火力発電等技術開発／石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」（中間評価）の評価結果の反映について 

評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

・炭種選定にあたっては、実用化時期や日本への供給可能

性を考慮に入れつつ、炭種性状から適切な石炭を見いだし

て性能と経済性を評価すべきである。 

・CO2除去後の水素リッチ燃料でのガスタービンの性能評

価については、他の NEDO 関連事業等との積極的な情報

交換も行いながら進めるべきである。 

・第 2 段階以降で目標とされている発電システム全体の送

電端効率を達成するためには、個々の反応器・プロセスで

どのような性能を必要とするかについて、それぞれの数値

目標を明確化されたい。

・実用化・事業化に向けた進捗の確認・要素技術確立の見

通し、EOR 等 CO2 利用技術の連携等について、設定され

るべき具体的な指標（マイルストーン）を明確化すべきで

・炭種選定にあたっては、先行事業の実績を踏まえて幅広

い性状の石炭を検証する計画としており、今後は実用化時

期や日本への供給可能性も考慮に入れつつ、性能と経済性

を評価していく。 

・水素リッチ燃料でのガスタービン性能評価については、

新エネルギー部が実施している「水素社会構築技術開発事

業」及び「水素利用等先導研究開発事業」における水素専焼

タービン研究開発の情報を共有しつつ、必要に応じ先行事

業の成果も活用して推進する。 

・目標とされている発電システム全体の送電端効率を達成

するため、個々の反応器・プロセスで必要とされる性能につ

いてシミュレーション等を用いて解析を行い、数値目標を

明確化する。 

・実用化・事業化に向けた進捗の確認・要素技術確立の見通

し、CO2 利用技術の連携等について、本事業で実施してい

る CCS事業の調査結果等を基に、第 2段階終了時までにマ
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評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

ある。 

・海外の競合ガス化炉との差別化を図り、海外展開の可能

性検証に着手すべきである。 

・CO2回収に関しては、現状では生成ガスの一部だけを試

験に用いているが、今後は生成ガスの全量を CO2回収装置

に供給した場合のガス化炉と CO2 回収の運転の相互影響

についてシミュレーションにより課題を抽出すべきであ

る。

イルストーンを明確化する。

・本事業で実施している海外競合ガス化技術の技術動向、

運用実績、及び海外市場性等の調査結果を基に、競合技術と

の差を明確にし、海外展開の可能性を検証するとともに、海

外普及を目的としたマイルストーンを検討する。 

・生成ガスの全量を CO2回収装置に供給した場合の IGCC

と CO2回収の運転の相互影響について、シミュレーション

等により課題を抽出する事を、第 2 段階の実証試験計画に

反映する。 
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本研究評価委員会報告は、国立研究開発法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集

しています。

NEDO 評価部 

部長 保坂 尚子 

担当 原  浩昭 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

ミューザ川崎セントラルタワー20F

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 
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